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第１章 災害予防・減災対策 

 

第１節 自助・共助を育成する防災対策の推進 

第１ 地域における防災対策の推進 
地域まちづくり協議会や自主防災組織等による生涯学習及びコミュニティ等を活用し 

た防災意識の向上を図り、地域が災害時にも自立した生活を送ることができるよう、家 

庭や事業所等で飲料水や非常食等生命維持や生活に必要な物資を備蓄する等の防災対策 

を推進する。 

この際、地域まちづくり協議会及び自主防災組織等の住民自治組織の活動を支援し、 

自主的な防災活動を展開のための整備及び取り組み等の施策を促進する。 

 

第２ 防災思想・防災知識の普及 

1 防災思想の普及 

南海トラフ地震等の大規模地震災害においては、地震動により市域に甚大な被害 

が予想されるため、市民一人ひとりが「自らの命は自らが守る」活動を行い、地域 

での助け合いを進めることが被害の軽減のためには不可欠である。 

このため、防災訓練、学校教育、広報等を通じて防災思想(防災に対する考え方) 

の普及を図るとともに、特に要配慮者に十分配慮するほか、男女双方の視点に立っ 

た防災対策を進めるため、女性の参画が容易な防災体制の確立に努める｡ 

2 防災関係機関と連携した防災知識の普及・啓発 
防災・減災対策及び発災時の防災行動等の普及・啓発のため、次の事項を重視し 

て推進する。 

この際、具体的な防災関連情報を伝えるため、防災関係機関への協力を求めなが 

ら、避難行動要支援者の支援等が行いやすい多様な手段を用いた普及・啓発活動を 

実施する。 

１ 南海トラフ地震に関する臨時情報が発表された際に取るべき対応 

２ 緊急地震速報や津波警報等の気象庁が発表する災害関連情報と発表時に取るべ 

き対応 

３ 市が発表する高齢者等避難や避難指示等の避難情報と避難行動等の取るべき対 

 応 

４ 南海トラフ地震臨時情報発表時及び地震発生時において自動車運転者が適切な 
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行動を取るための啓発 

５ 住宅の耐震化や家具固定など地震動から生命を守るための防災対策 

６ 生活必需品の備蓄など発災後７２時間を自らの力で生き延びるための防災対策 

７ 災害時伝言ダイヤル・災害時における家族間等の連絡手段 

８ 出火防止や救助活動への協力、要配慮者への支援など、地震発生時に取るべき 

 自助、共助の防災活動 

９ 外国人住民の防災対策における自助の取組の促進、防災訓練等の実施及び啓発 

10 地震保険の加入促進など、発災後の生活再建を円滑に進めるための防災・減災 

  対策 

11 各地域に伝承されている災害教訓等の普及・啓発 

12 ペットの同行避難等の自助の取組の推進及び啓発 

3 地域まちづくり協議会等を対象とした対策 
      地域の特性に応じた共助の取組を促進するため、防災に関する知識の普及及び支

援に取組む。 

１ 地区で行う防災訓練の支援 

２ 災害教訓の伝承を継続させるための支援 

３ 地区防災計画や避難所運営マニュアル作成支援 

4 市民を対象とした対策 

市民の自助・共助の取り組みを促進するため、防災に関する知識の普及を図る。 

１ 「わたしの防災マップ」の配布と活用の促進 

２ 地区防災訓練への参加の推奨 

３ 防災講演会(研修会)・防災出前講座等の実施 

４ 市広報誌等を活用した防災意識の啓発及び危機意識の醸成 

 

第３ 市民が実施する対策 

１ 自助・共助体制の確立 
       家族で地震災害等の発生に備え、必要な防災対策や発災した際の役割分担・取る 

べき行動について話し合う家族防災会議を定期的に開催し、自分や家族、地域の安 

全を自らの力で守るための自助・共助体制の確立を推進する。 

 この際、各家庭において「わたしの防災マップ」の活用を推進する。 

２ 揺れから命を守るための防災対策の推進 

       自宅の耐震化や家具固定、出火防止対策など、地震災害対策の基本となる揺れか 

ら確実に命を守るための防災対策を推進する。 
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       また、空き家を保有、管理している市民は、発災時の被害拡大を防止するため、 

   当該家屋の耐震化や出火防止対策あるいは撤去に努める。 

３ 生き延びるための防災対策の推進 
各家庭において、１週間分程度の食糧、飲料水、生活必需品の備蓄、非常持ち出 

し品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の常備等の対策を行い、発災後支援 

があるまでの間、「自らの命は自らが守る」ための備えの完整に努める。 

特に、特別な医薬品や高齢者及び乳幼児用の食糧品等については、供給が困難と 

なる場合が想定されるので、各家庭の事情に応じた備蓄に取り組む。 

４ 被災後の生活再建のための防災対策の推進 

       地震災害からの一刻も早い復旧・復興を果たすため、揺れへの対策及び復旧・復

興体制の確立等、災害前から災害後にわたる対策を一丸となって推進する。 

この際、早期再建のため、地震保険への加入等により生活再建基盤の確立を推奨

する。 

 

第４ 防災人材の活用 

1 地域等の防災活動を先導する防災人材の育成及び活用 
      地域で実施される防災出前講座や啓発活動を通じ、防災活動を普及する人材の育 

    成を図るとともに、地域住民が参加する防災訓練やタウンウォッチング等の活動に 

際し、自主防災組織リーダーと連携して、みえ防災コーディネーター等の防災人材

の活用を図る。 

2 自主防災組織を対象とした対策 

１ 自主防災組織構成員に対する教育・啓発 

自主防災組織リーダーと連携し、自主防災組織を構成する地域住民の防災意識 

の高揚や地域に応じた自主防災組織活動の実施に必要な教育、啓発等を継続的に 

行う。 

２ 多様な防災関係組織との交流及び連携の促進 

      自主防災組織交流会等を活用するなどして、自主防災組織の相互連携を促進す 

る。 

 

第５ 自主防災組織・消防団の活動支援及び活性化 

１ 自主防災組織 
自主防災組織とは、市民の日常生活上、一体性を有し、市民相互の連帯感が醸成 
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される地域での要となる防災組織であり、各自治会または地域まちづくり協議会単 

位で組織されることが望ましい。 

市は、自主防災組織に対して、本計画による組織化の推進、防災活動実施のため 

   の教育等に取り組むとともに、自主防災組織ごとに活動用の資機材の備蓄を進め 

る。 

なお、自主防災組織を対象とした対策は、次の事項を重視して行う。 

１ 自主防災組織の活動支援及び活性化の推進 

各自主防災組織が災害時に適切な活動に取り組めるよう平常時から支援すると 

    ともに、組織の活性化に向けた支援を行う。 

２ 自主防災組織等に対する地区防災計画策定支援 

地域防災計画との連携をした「地区防災計画」の作成を支援し、平常時及び災 

    害時における活動計画の策定を支援する。 

なお、地区防災計画の策定にあたっては、高齢者や障がい者、女性など幅広い 

    視点での作成に留意する。 

(1) 自主防災組織リーダー等の人材育成 

(2) 防災資機材の購入及び修繕等整備にかかる支援 

３ 自主防災組織の活動内容 

(1) 防災組織の編成及び任務分担の整備 

(2) 地域に応じた防災知識の習得 

(3) 地域における防災訓練を通じた防災意識の向上 

(4) 被災情報の収集及び災害対策本部への伝達 

(5) 出火防止、初期消火活動態勢の整備 

(6) 救出・救護活動体制の整備 

(7) 避難誘導態勢の整備 

(8) 避難行動要支援者に対する避難支援 

(9) 地域における給食、給水等活動 

(10) 防災資機材等の備蓄・整備の推進 

2 消防団 

市民の消防団への入団・協力を促進するため、消防団活動の啓発や団員募集の働 

きかけなどを継続的に支援するとともに、消防本部との連携や防災訓練、地域行事 

等への参加を通じて消防団活動の活性化を図る。 
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第６ ボランティア活動環境の整備 

社会福祉法人 亀山市社会福祉協議会と連携し、災害時において、災害救援ボランテ

ィアの活動が円滑かつ効果的に行われるための環境整備を行う。 

１ 災害ボランティアの開設等 

１ 災害ボランティアセンター開設支援等 

市域に応じ災害ボランティアセンター等を開設するとともに社会福祉法人亀山

市社会福祉協議会の支援を受け、ボランティアの受入態勢や発災時に担う役割を

整備する。 

２ ボランティアの受入にかかる協力及び連携態勢の構築 

    災害ボランティアセンター等の市域を越えたボランティアの受入や活用にかか 

る協力・連携態勢を平常時の交流を通じて、その構築を図る。 

２ 防災活動に取り組むＮＰＯ・ボランティア等 
   災害ボランティアにかかる情報提供や研修会の実施等により、平常時における 

  ＮＰＯ・ボランティア等の活動を支援する。 

３ 災害ボランティアへの参加の促進と人材の育成 

災害ボランティア活動の広報・啓発等により、市民及び企業の災害ボランティア 

への参画の促進を図るとともに、災害ボランティアセンター運営支援、専門性を持 

ったボランティアの育成・確保を推進する。 

 

第７ 企業・事業所の防災対策の促進 

1 企業・事業所を対象とした対策 
１ 防災計画や事業継続計画(ＢＣＰ)促進と実効性の向上 

災害時における顧客・従業員等の安全確保、被災による生産能力の低下や資産 

の喪失を最小限に止め、災害による地域の雇用や産業への影響を抑えるため、各 

企業事業所の防災計画やＢＣＰ(事業継続計画)の実効性向上を促進する。 

２ 地域と連携した防災対策、防災活動の推進 

企業・事業所と地域住民や地域におけるさまざまな団体との防災対策に関する 

連携が促進されるための環境を整備し、地域の防災力の向上を図るとともに、災 

害時に市や各種団体が企業や事業所と協働で災害対応を行うための、避難所運営 

や救援物資の調達等に関する協定の締結に努める。 

３ 自衛消防組織の活動支援 

企業・事業所の自衛消防組織の活動や地域の自主防災組織との連携強化に向け 
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た支援を行う。 

2 企業・事業所において実施する対策 
１ 企業・事業所内の安全確保及び備蓄の促進 

  事業所施設の耐震化、設備や什器等の転倒・落下防止等、地震の揺れに対する 

 安全性の確保や二次災害の防止対策を進めるとともに、従業員が帰宅困難になる 

ことを想定した飲料水・食糧等の備蓄及び発災時の応急的な措置に必要な資機材 

を整備に努める。 

２ 自衛消防組織の充実強化 

        災害時に適切な防災活動が行えるよう、自衛消防組織等の充実強化に努める。 

３ 従業員等への防災教育・訓練の実施 

  従業員等への防災教育を実施し、防災思想・知識の定着を図るとともに、防災 

 訓練への参画を促し、災害時の対応能力の強化に努める。 

(1) 従業員の自宅等の耐震化、家具固定を始めとする、従業員とその家族等を守 

  るための防災対策に万全を期すための教育・啓発の実施に努める。 

(2) 定期的な防災訓練の実施や防災に関する研修会等への参画を促進する。 

４ 地域と連携した防災対策、防災活動の推進 

地域住民、自主防災組織等の地域におけるさまざまな団体と協力し、地震災害 

の予防及び発災時の対策に備えるよう努める。 

(1) 平常時から地域と合同の防災活動の実施等による関係づくりを進め、災害時 

において、地域住民の避難、救出、応急手当、消火活動、情報の提供にあたっ

て積極的な役割を果たすよう努める。 

(2) 業種や事業規模に応じ、災害時に市や各種団体と協働で災害対応を行うため 

の避難所運営や救援物資の調達等に関する協定を締結するなど、地域の防災対 

策に貢献するよう努める。 

 

第８ 学校等における防災対策の推進 

1 児童・生徒等の防災意識の向上 

  学校や地域をはじめ、様々な機会・場を活用した各種施策を積極的に推進し、 

自然災害等への正しい理解を促進する等して、防災教育の目的達成を支援すると 

ともに、児童・生徒等の「生きる力」を涵養し、能動的に防災に取り組むことが 

できる人材育成に資する。 

１ 児童・生徒等の防災意識の高揚 

(1) それぞれが暮らす地域の災害や社会の特性、防災科学技術の知見等につい 

  ての知識を身につけ、防災・減災のために事前に備え、行動する能力 
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(2) 自然災害から身を守り、被災した場合でも、その後の生活を乗り切る能力 

(3) 災害から復興を成し遂げ、安全・安心な社会に立て直す能力 

(4) 進んで他の人々や地域の安全を支える能力 

２ 家庭・地域との連携 

     防災教育を進めるにあたっては、学校・家庭・地域の結びつきを深めること 

が重要であることから、学校運営協議会等において、学校・地域及び自主防災 

組織等と連携を協議するとともに、住民相互の交流を促進し、災害発生時の自 

主的救援活動等の基盤整備に努める。 

３ 防災訓練 

(1) 避難訓練や児童引き渡し訓練等は、学校行事等に位置付けて計画し、全職 

員の協力と児童・生徒の自主的活動と相まって十分な効果を収めるように努 

める。 

(2) 訓練は毎年１回以上実施し、学校種別・学校規模・施設整備の状況及び児 

  童生徒の発達段階等それぞれの実状に応じて具体的かつ適切なものとする。 

(3) 訓練にあたっては、事前に施設整備の状況、器具・用具等について安全点 

  検し、常に使用できるようチェックするとともに、訓練による事故防止に努 

  める。 

(4) 平素から災害時における組織活動の円滑を期するため、全職員並びに児童 

生徒の活動組織を確立し、各自の任務を周知徹底しておく。 

(5) 訓練実施後は、適切に評価を行い、その後の訓練に活かす。また、必要が 

あれば関係計画の修正整備を図る。 
 

2 小中学校・幼稚園の防災対策の推進 

      各学校等においては、平素から防災体制を確立し、教職員等の任務分担及び相互 

連携要領等を具体化する。また、過去の災害の教訓をふまえ、各学校等の特性に応 

じた避難計画等を修正するとともにそれぞれの特性に合った訓練を実施する。 

１ 児童生徒の安全確保 

登下校時等の児童生徒の安全を確保するため、情報収集伝達方法、児童生徒 

の誘導方法保護者との連携方法、その他登下校時の危険を回避するための方法 

等について必要な見直しを行うとともに、児童生徒、教職員、保護者及び関係 

機関に周知徹底を図る。 

２ 児童福祉施設等の防災対策の推進 

(1) 公立の児童福祉施設については、公立小中学校・幼稚園に準じた防災対策 

を講ずるとともに、特に乳幼児に配慮した防災対策に取り組む。 

(2) 民間児童福祉施設については、公立小中学校・幼稚園に準じた防災対策を 

講じるとともに、特に乳幼児に配慮した防災対策に取り組むよう指導を行 

う。 
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第９ 避難対策等の推進 

大規模地震が発生した場合には、家屋の倒壊、火災の多発や延焼など二次災害のおそ

れのある被災区域内の住民を、速やかに安全な場所に避難させることが重要である。 

そのため、一時避難所（指定緊急避難場所）、指定避難所、福祉避難所及び避難道路

の選定と整備を行うとともに、避難に関する防災マップ・洪水ハザードマップ等の諸計

画を広く市民に周知して、安全の確保に努める。 

1 避難所等の区分 

本市においては、以下のように、指定緊急避難場所、指定避難所、福祉避難所及 

び避難道路を位置付け、また、在宅や車中避難者等の避難所外避難者（以下、「避難 

所外避難者」という。）にとっては支援拠点とする。 

指 定 緊 急 

避 難 場 所 

(一時避難場所) 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にその危険から逃
れるための避難場所 
災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における円滑かつ

迅速な避難のための立退きの確保を図る施設又は場所（基本法第４
９条の４第１項） 

指 定 避 難 所   
災害により居住の場所を失った者又は、失う恐れのある者を受入

れできる施設とし、防災生活圏における中心的な防災のための拠点
施設 

福 祉 避 難 所 
一般的な避難所では生活に支障を来す要配慮者を受入れできる

施設 

避 難 道 路 避難場所、避難所へ通じる道路又は沿道 

 

本市の指定避難所 

防災生活圏 指定避難所名 防災生活圏 指定避難所名 

亀 山 中 央 地 区 
亀 山 北 地 区 

亀 山 西 小 学 校 
川 崎 南 地 区 
井 田 川 西 地 区 

中 部 中 学 校 

亀 山 東 地 区 亀 山 東 小 学 校 野 登 地 区 野 登 小 学 校 

亀 山 西 地 区 西 野 公 園 体 育 館 白 川 地 区 白 川 小 学 校 

亀 山 南 地 区 亀 山 南 小 学 校 神 辺 地 区 神 辺 小 学 校 

昼 生 地 区 昼 生 小 学 校  関 地 区 関 中 学 校  

井 田 川 北 地 区 井 田 川 小 学 校 関 南 部 地 区 関Ｂ＆Ｇ 
海洋センター 井 田 川 南 地 区 東 野 公 園 体 育 館 坂 下 地 区 

川 崎 北 地 区 川 崎 小 学 校 加 太 地 区 加 太 小 学 校 

２ 避難所の選定における留意事項 
避難所は、大規模地震災害が発生し、多くの市民が住宅を失う事態を想定して整 

備するもので、市民が生活を再建することのできるまでの期間、一時的な居住施設 

の役割を果たすものであることから、指定に際しては、市民にとって身近な施設に 
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するとともに、二次災害などの恐れがないことなど、概ね次により選定・整備又は 

機能維持に努めるものとする。 

１ 避難所は、学校施設及び市公共施設等を地域の特性に合わせた避難所として、 

 防災生活圏ごとに整備を図る。 

２ 避難所は、防災生活圏における中心的な防災拠点としての役割を担っているた 

め、避難者の一時的な生活を確保するための設備だけでなく、情報通信機器も含 

めた地域防災拠点にふさわしい備蓄を推進する。 

３ 避難所は、建物自体の安全性が確保されていること、主要道路等との災害時緊 

急搬出入用アクセスが確保されていること及び環境衛生上問題のないことを考慮 

する。 

４ 避難所等公共施設のバリアフリー化のほか、男女のニーズの違いを考慮し、双 

 方の視点に立った整備を図る。 

５ 人口の１０％を目安とした避難者数を想定し、さらに隣接市町相互の応援協力 

態勢によるバックアップのもとに、避難所等収容施設の整備を図る。 

６ 要配慮者、特に避難行動要支援者支援が行いやすい指定福祉避難所及び福祉避 

難所の確保を図ること。 

７ 被災地内外を問わず宿泊施設を避難場所として借上げるなど、多様な避難場所 

の確保について検討する。 

８ 防災関係機関、教育機関の管理諸室、病院等医療救護施設、ヘリポート、物資 

 集配拠点などの災害対策に必要な施設は、避難所として使用しないこととする。 

９ 避難者の状況に応じ段階的に避難所を開設するとともに、原則、「スフィア基 

準」を踏まえ、避難者の生活環境を確保する。 

区 分 段階的開設内容 

発 災 直 後 努めて多くの避難者を受け入れる 

発災後、長

期化する避

難生活間 

プライバシ－や衛生環境を考慮した(３．５㎡/人)生活空間を確

保する。 

10 避難所標識の設置等  

避難所の標識等を整備し、市民が安全に避難できるよう環境づくりを進めると 

ともに、避難行動要支援者支援が行いやすい標識等の整備にも取り組む。 

３ 避難道路の選定 
避難道路の選定にあたっては、一時避難場所から避難所に至る経路上の安全性を 

重視するとともに、市街地の実情や要配慮者の避難行動を考慮するものとする。 

１ 避難道路の経路上に倒壊危険家屋や延焼危険のある建物及び危険物貯蔵等の施

設がないこと。 
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２ 地盤が良好であり、土砂崩れや道路崩壊、浸水等の危険性がないこと。 

３ 避難行動要支援者の避難に際し、車椅子や担架等での避難に支障がないこと。 

４ 建物が密集する狭い道路や幹線道路等における交通危険がないこと。 

４ 避難誘導態勢の整備 

被災住民や避難行動要支援者を、適切に避難誘導するため、地域住民、自主防災 

組織等の協力を得ながら、平常時より避難行動要支援者に関わる避難誘導及び避難 

行動支援態勢の整備に努める。 

また、地域の支援者である自治会連合会支部及び地域まちづくり協議会を窓口と 

して、自主防災組織等を中心とする地域で避難行動要支援者名簿の活用や防災マッ 

プづくりを行い、地域で避難行動要支援者をサポートする体制(共助)づくりを行う 

とともに、市は、その体制づくりや手法等について、地域支援を実施する。 

１ 避難道路と交通規制 

  地震発生に伴う避難行動の混乱を防止し、被災市民の避難を容易にするため関 

係機関との連携を図り、避難所、広域避難場所及びその周辺道路における交通規 

制要領等の対策を可能な限り検討しておくものとし、市職員等その他避難措置の 

実施者は迅速かつ安全な避難ができるよう通行の支障となる行為を排除し、避難 

道路の通行確保に努めるものとする。 

          また、南海トラフ地震などの大規模地震に備え、避難誘導及び交通規制要領に 

ついても検討を行う。 

２ 避難行動要支援者への支援体制 

(1) 平素から、防災関係機関及び地域まちづくり協議会・自治会・自主防災組織 

並びに亀山市社会福祉協議会、民生委員・児童委員、福祉関係団体等と協力し 

て、避難行動要支援者に関する情報の把握・共有及び情報伝達態勢の整備、誘 

導態勢の確立に努める。 

(2) 上記態勢の具体化を図るため、避難行動要支援者名簿に基づく個別避難計画 

の作成を引き続き推進する。 

 この際、個別避難計画作成に必要な個人情報を関係部局及び機関、作成にか 

かわる自治会・民生委員・介護支援員・訪問看護士等と共有し、実効性ある個 

別避難計画を作成する。 

３  観光客、帰宅困難者等への体制 

      平常時から観光関連団体等と連携して啓発活動を行うほか、帰宅困難者対策と 

して、旅館・ホテルや飲食店等の施設等を飲料水や道路情報の提供場所、一時待

機場所として利用できるよう関係事業者、団体等との連携を図る。 

４  ペット同行避難 

    ペットの飼い主は、同行避難することを想定して、平時からペットのしつけや 
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   健康管理を行うとともに、飼い主の連絡先を記載した迷子札等の装着、水や餌・ 

ゲージ等、ペット用避難用具の常備に努めるよう啓発を行う。 

５  避難所外避難者対策 

   ボランティア団体等の協力を得て避難所外避難者の把握に努めるとともに、避 

難所外避難者に対しても、情報の伝達、食料等の救援物資の配布、エコノミーク

ラス症候群対策等の健康管理に配慮した対応に努める。 

５ 避難に関する広報 

市民が的確な避難行動をとることができるよう、平常時より一時避難場所、指定 

緊急避難場所、指定避難所や災害危険地域を明示した防災マップや広報誌等を活用 

して、その周知を図るとともに、地震災害等発生時においては、防災行政無線、広 

報車、市ホームページ、メール配信及びケーブルテレビ文字情報等を通じて情報の 

発信を行う。 

     なお、地震災害発生時における避難に関する緊急広報の内容は以下のとおりとす 

る。 

１ 避難に関する情報 

２ 開設された避難所の名称及び所在地 

３ 避難の地区分け 

４ 避難経路(*避難経路上の被災の有無を含む。) 

５ 避難時に行うべき対応(*電気・ガス・施錠等の処置) 

６ 指定避難所指定職員の配置 
災害発生時において、避難所施設の被災状況の確認と速やかな指定避難所の開設､ 

   市内各地域の情報通信体制の確保並びに迅速な救援活動を目的として、指定避難所 

に指定職員を配置する。 

７ 避難情報の基準 

１ 避難情報伝達態勢の整備 

基本法に定める避難指示のほか、市民等に対して避難準備を呼びかけるととも 

    に、要配慮者、特に自ら避難することが困難な「避難行動要支援者」に対して、 

その避難行動支援対策と連携しつつ、早めの段階で避難行動を開始することを求 

める避難情報を活用するため、伝達態勢の整備を図るものとする。  

２ 避難情報 

     避難指示情報等について、気象台、県及び防災関係機関等 

の協力を得つつ、地震災害等の災害事象の特性等、収集できる情報を踏まえ、避 

難すべき区域やとるべき行動、伝達方法を明確にした「避難情報の判断・伝達マニ  

ュアル」等により、市民への周知徹底に努める。 
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 また、市長不在時における高齢者等避難、避難指示、避難情報等の発令について、 

その判断に遅れが生ずることないよう、亀山市災害対策本部条例第２条第２項の 

規定により行う。 

区 分 立退き避難が必要な居住者等に求める行動 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

●発令される状況：災害発生又は切迫(必ず発令される情報ではない) 

●居住者等がとるべき行動：命の危険 直ちに安全確保！ 

・ 指定緊急避難場所等への立ち退き避難することがかえって危険で 

ある場合 

   ただし、災害発生・切迫の状況で本行動を安全にとることができ

るとは限らず、また、本行動をとったとしても身の安全を確保できる

とは限らない。 

【警戒レベル４】 

避難指示 

●発令される状況：災害のおそれ高い 

●居住者等がとるべき行動：危険な場所から全員避難 

・ 危険な場所から全員避難(立ち退き避難又は屋内安全確保)する。 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

 

 

●発令される状況：災害のおそれあり 

●居住者等がとるべき行動：危険な場所から高齢者等は避難 

・ 高齢者等は危険な場所から避難(立ち退き避難又は屋内安全確保) 

 する。 

 ※ 避難を完了させるのに時間を要する在宅又は施設利用者の高齢者 

及び障害のある人等及びその人の避難を支援する者 

・ 高齢者以外の人も必要に応じ、出勤等の外出を控えるなど普段の行 

動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、自主的に避難するタ

イミングである。例えば、地域の状況に応じ、早めの避難が望まし

い場所の居住者等は、このタイミングで自主的に避難することが望

ましい。 

【警戒レベル２】 
大雨・洪水・高潮

注意報 

●発令される状況：気象状況変化 

●居住者がとるべき行動：自らの避難行動を確認 

・ ハザードマップ等により自宅・施設等の災害リスク、指定緊急避

難場所や避難経路、避難のタイミング等を再確認するとともに、避

難情報の把握手段を再確認・注意するなど、避難に備え自らの避難

行動を確認 

【警戒レベル１】 

早期注意情報 

●発令される状況：今後の気象状況悪化のおそれ 

●居住者がとるべき行動：災害の心構えを高める 

・ 防災気象情報等の最新情報に注意する等、災害への心構えを高め

る。 
※1 緊急安全確保：「立ち退き避難」を行う必要がある居住者等が、適切なタイミングで避難をしなかった又は急激に災害が切迫 

する等して避難することができなかった等により避難し遅れたため、災害が発生・切迫し、立ち退き避難を安 

全にできない可能性がある状況に至ってしまったと考えられる場合に、立ち退き避難から行動を変容し、危険 

から身の安全を可能な限り確保するため、その時点でいる場所よりも相対的に安全である場所へ直ちに移動等 

する行動   

※２ 立ち退き避難：災害リスクのある区域等の居住者が、自宅・施設等にいては命が脅かされるおそれがあることから、その場を 

離れ、対象とする災害から安全な親戚・知人宅・ホテル又は指定緊急避難場所等に移動すること。 

※３ 屋内安全確保：住宅構造の高層化や浸水想定(浸水深・浸水継続時間等)が明らかになっていること等から、災害リスクのある 

区域等に存在する自宅・施設等においても上層階への避難や高層階に留まること等により計画的に身の安全を 

確保する行動で、居住者等がハザードマップ等を確認し自らの判断でとる行動 

 

 

※２ ※３ 

※１ 
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第２節 防災体制の整備・強化 

第１ 災害対策本部機能の整備及び確保 

災害対策活動を円滑に実施するため、災害対策本部の施設及び通信設備等の充実が不 

可欠であり、特に、南海トラフ地震等による大規模な地震災害に対処するためには、災 

害対策本部が設置される市庁舎等における耐震性の確保を図るとともに、災害時の活動

を支える資機材の整備や物資の備蓄を行う。 

１ 災害対策本部代替施設の確保 
災害対策本部は、市本庁舎３階(大会議室)が被災し使用できない場合、消防庁舎又 

は関支所を代替施設として使用できるよう通信設備等の充実を図る。 

 

2 災害対策本部施設及び設備の整備 
       発災以降、迅速に災害対策本部を設置し、その機能を充実させるためには設置す 

る施設設備はもとより、代替施設においてもその耐震化を図るとともに、自家発電 

設備による非常電源の確保や通信機能の確保などの整備を実施する。 

3 物資・機材等の備蓄 
１ 災害対策本部職員用物資の備蓄 

    亀山市業務継続計画に基づき、災害対策本部において活動する職員の食糧や飲 

料水、災害用トイレ等の生活必需品を備蓄し、活動基盤の充実を図る。 

２  災害対策活動用物資・機材の備蓄 

災害応急対策活動に必要な情報伝達用機器、救助・救出用資機材、消火用品、 

工具、避難用品等の備蓄を整備する。 

4 現地対策本部機能の整備検討 
      大規模災害発生時において、実際の災害現場に近い市の施設等を現地対策本部と 

して活用するなど、施設・配備人員・備蓄資機材等を含めた態勢を確立し、災害対  

策本部活動の柔軟性を保持する。 

5 報道用スペースの設置 

災害発生時は、市民に適切な情報を迅速に提供する必要があるため、市本庁舎３ 

階理事者控室に災害時報道用スペースを設置する。代替施設(消防庁舎)を災害対策 

本部として使用する場合は、消防庁舎の使用状況を考慮し、別途、設置する。 

6 防災用拠点施設の整備 

指定避難所は、市内の各防災生活圏をカバーする防災拠点としての機能を有して 
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いる。 

そのため、指定避難所には、通信設備や情報通信機器を整備し、災害対策本部と 

の円滑な情報通信体制を構築する。 

また、発災直後より指定避難所に指定職員を派遣し、地域における応急対策活動 

を実施する。 

7 職員の迅速な参集態勢の整備 
災害発生時の迅速な初動態勢を確保するため、勤務時間外における災害対策本部 

要員及び職員への非常参集システムの整備など、迅速な参集態勢を整備するととも 

に、本庁舎周辺に居住する職員を緊急初動対策要員として指定し、初動態勢の確立 

のため機能維持に必要な訓練を定期的に実施する。 

8 職員に対する防災教育 
災害対策本部職員に対し、地震発生時の初動期における即応態勢の確立及び応急 

   対処能力の向上を図るため、あらゆる機会を捉えて防災教育を実施する。 

この際、特に、南海トラフ地震等に関する基本知識及び市職員としての責務に基 

づく応急対処能力の向上を図る。 

 

第２ 災害情報の収集・伝達体制の整備 

１ 迅速な災害情報を収集・伝達するため、防災関係機関との連携、報道情報及び

市民情報の活用等、多様な収集・伝達体制(防災情報収集伝達システム)を整備す

る。 

  この際、情報伝達の重層化、情報管理の一元化及び避難行動要支援者・孤立が 

想定される地域・帰宅困難者等への情報伝達に留意する。 

 ２ 三重県防災情報システム等、上位機関等の機能を有効に活用するとともに、市 

の防災行政無線の拡充・更新により体制を強化する。 

 

第３ 災害時医療対策 

1 災害時医療救援活動の円滑化 
発災直後の医療救護活動の担い手となる鈴鹿保健所及び一般社団法人亀山医師会 

一般社団法人亀山歯科医師会、一般社団法人鈴鹿亀山薬剤師会との連携を強化し、 

災害時医療マニュアルの作成を推進する。 

この中には、トリアージ（傷病者の治療の優先順位）技術の研修なども含め、災 

害時の迅速つ的確な医療救護体制の構築を図る。 
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2 広域的な医療救護活動体制の構築 
市内医療機関だけでは対処できない場合を想定して、平素の業務及び防災訓練等 

を活用し、関係機関及び医療機関等との広域的な医療ネットワークを構築する。 

3 医薬品等の確保 
災害時に必要な医薬品等を確保することができるよう、一般社団法人鈴鹿亀山薬 

   剤師会と連携を図り、医薬品等の確保に努める。 

4 応急救護所設置態勢 

大規模な地震災害が発生して医療救護が必要となった場合は、医療対策部が主体 

となって一般社団法人亀山医師会、一般社団法人亀山歯科医師会、一般社団法人鈴 

鹿亀山薬剤師会、三重県鈴鹿保健所、日本赤十字社亀山地区奉仕団、自主防災組織 

等の協力を得て、努めて早期に活動態勢を確立する。 

 

第４ 受援体制の整備 

災害時応援協定に基づき、受援に必要な態勢の整備を促進するとともに、当該応援協 

定に基づいて相互応援態勢に係る訓練の実施・協力に努める。 

1 県外市町村との災害時連携体制の構築 

        県外市町村との相互応援協定の締結を推進し、受援体制を構築するとともに、近 

 隣の市町に加え、遠方の市町との協定の締結を推進する。 

   また、既に締結している市町間において相互応援協定に基づく連携態勢の整備を 

 図る。 

2 受援体制の整備 
             １ 防災関係機関 

「三重県広域受援計画」（令和５年３月修正）に基づき、国・県等からの応援が 

円滑に受けられるよう、警察・消防・自衛隊等部隊の展開、宿営場所、ヘリポート、 

物資搬送設備等の救援活動拠点の確保や、受援に必要な対策を促進する。 

   ２ 受援計画の整備 

         円滑な応援受け入れのため、防災訓練等を通じ、連携を強化するとともに、救 

援活動拠点の確保等、受援に必要な態勢を整備・強化する。 

  

第５ 防災訓練の実施 

防災関係機関や要配慮者を含めた住民、自主防災組織、企業、ボランティ団体等と 
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連携して、大規模災害を想定した有機的な訓練を年１回以上実施することを基本とし 

防災体制の強化を図る。 

この際、被災時の男女のニーズの違い、要配慮者等の視点に十分配慮するよう努める。 

１ 総合防災訓練 

大規模な地震災害に対する対処訓練や土砂災害・水害及び大規模火災等の対処訓  

練など、県、市その他の防災関係機関、市民、企業の参画を推進し継続的に実施す 

る。 

訓練は、大規模な地震、風水害・大規模火災を想定した職員の非常参集、情報伝 

達、防災広報、避難誘導、消火活動、救出活動、交通規制、公共施設の応急復旧等 

災害発生後の応急復旧に至るまでの総合的なものを実施する。 

        また、訓練の実施にあたっては、地震規模や被害等の想定を明確にして、防災関 

係機関や要配慮者を含めた住民、自主防災組織、企業、ボランティア団体等と連携 

して、災害時の応急対策を中心とし要配慮者の避難及び観光客に対する避難誘導、 

情報伝達、自治会との連携、さらには避難所の機能確保やボランティアの受入体制 

など、努めて災害の実相にあった訓練を実施する。 

１ 実動訓練 

       主として住民主導による避難訓練・避難所運営訓練など「自助・共助」の活動 

や避難行動要支援者に対する搬送等の訓練、負傷者に対する避難誘導・避難所開 

設・応急救護訓練など「公助」の訓練を防災関係機関・各種団体等と連携して実 

施する。 

２ 図上訓練 

       防災関係機関等の協力を得て、災害時における応急対策活動及び連携要領等の 

    防災態勢を検証し、災害対策本部(要員)の識能の向上を図る。 

２ 広域合同訓練 
大規模災害発生時において被災市町が独自に十分な応急対策活動が実施できない 

    場合を想定し、県及び災害時相互応援協定締結市町等との連携強化を図るため、広 

域合同防災訓練等に参加・協力する。 

３ 通信連絡訓練 

大規模地震災害発生時においては、通信が途絶する事態が予想されることから、通 

信を確保するため通信設備の応急復旧などの訓練を実施する。 

この際、通信の予備手段の確保・運用に留意する。 

４ 情報伝達訓練・非常参集訓練等 
職員の防災意識の高揚及び災害対策本部の即応態勢等の強化を図るため、情報伝

達訓練及び非常参集訓練などを実施する。 
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１  情報伝達訓練 

          南海トラフ地震に関する情報等に基づく全職員を対象とした情報伝達訓練 

２  非常参集訓練 

       時間外・閉庁日等の発災を想定した全職員対象の非常参集(安否確認)等訓練 

３ 災害対策本部訓練 

          発災時における交通の途絶を想定し、市庁舎近隣に居住する職員を対象とした 

        災害対策本部開設訓練 

４ 緊急地震速報行動訓練 

    市庁舎に勤務する職員及び来庁者に対し、緊急地震速報発表時における避難誘 

導等の安全確保訓練 

５ 自主防災組織、地域まちづくり協議会、企業等に対する訓練支   

 援 
   自主防災組織や地域まちづくり協議会、企業等が実施する防災訓練を積極的に支 

 援する。訓練の支援にあたっては、地域の特性に応じて、避難行動要支援者や女性 

事業所などの多様な参加者の参画を働きかける。 

６ 訓練に基づく地域防災計画等の検証 
    各防災訓練の成果を踏まえ検討し、地域防災計画等修正の資とする。 

７ 防災訓練に伴う交通規制 

基本法又は大規模地震対策特別措置法（昭和 53年法律第 73号 以下「大震法」 

   という。）の定めるところにより防災訓練を効果的に実施するために、亀山警察署 

の協力を得て必要な限度で、区域又は道路の区間を指定して、通行禁止等の交通 

規制を実施する。 

 

第６ 災害時用物資等の備蓄・調達等 

「三重県備蓄・調達基本方針(令和３年５月)」に基づき、県との役割分担等を踏 

まえ、災害用物資の備蓄・調達を行う。 

１ 受入・供給体制の構築 
「物資調達・輸送調整等システム」を活用するとともに、亀山市物資拠点(亀山

公園・豊田自動織機亀山試験場)、民間物資拠点(日本トランシティ(株)亀山物流セ

ンター)、中央・本町・関防災倉庫を効果的に運用して、災害時の物資の受入・供

給体制を構築する。 

この際、民間事業者等との協定締結等により、災害時の輸送手段の確保を図る。 
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２ 地域等における災害用備蓄の推進 
    避難所や避難場所等、地域(まちづくり協議会や自主防災組織等)ごとの災害用物

資の備蓄を推進する。 

    また、各家庭においても発災後 1週間程度の食料や飲料水等、必要な物資等の備 

蓄を働きかける。 

 

第７ 救援・救助活動を円滑に行うための施策 

１ 輸 送 

円滑な輸送態勢を確保するため、緊急輸送道路の指定など、次のような施策に取 

   り組む。 

１  広域的な救援物資の集積拠点施設の整備 

「三重県広域受援計画」（令和４年３月策定）に基づき選定された広域的な救 

    援物資の地域内輸送拠点 (亀山公園・豊田自動織機亀山試験場(市物資拠点)・日 

本トランシスティ(株)亀山物流センター(民間物資拠点))について、市外からの 

広域的な救援物資の受入れ・保管・仕分け・配送作業を円滑に実施できる態勢の 

維持整備に努める。 

２ 地域内輸送拠点周辺環境の整備 

広域的な地域内輸送拠点周辺においては、案内標識、施設内作業のための区画 

指定などの環境整備を行う。 

３ 各種団体等との防災協定 

災害時の輸送に関する人員や資機材を確保するため、締結した防災協定により

協力態勢の確認を行う。 

４ 空からの輸送 

          災害時には陸上交通が途絶し応急対策活動に大きな障害となるので、災害時に 

        おける空からの輸送を可能とさせるため、臨時ヘリポート用地等の確保に努め 

る。 

２ 給 水 
１ 応急給水態勢の確立 

           水道施設の被災により、応急給水活動を実施する必要が生じた場合に備えて 

応急給水マニュアルの整備を図るとともに、近隣市町との相互応援協定を締結し

活動の円滑化・効率化を図る。 

２ 応急給水用資機材の確保 

水道施設が被災した場合、水源等取水可能施設より飲料水を搬送することとな 

るが、この作業のため、給水タンク及び持ち運びが可能となる飲料水容器等の応 
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急給水用資機材の備蓄を行う。 

３ 救助・救急活動 

１ 救助用資機材等の確保 

救助用資機材・重機等の確保のため、三重県建設業協会亀山支部等との「災害 

発生時における緊急協力に関する協定」により応援を要請する。 

２ ヘリコプターの活用 

          救助や患者の搬送等の緊急を要する場合、「三重県防災ヘリコプター応援協定」 

及び「三重県防災ヘリコプター緊急運航要領」に基づき、県に対して防災ヘリコプ 

ターの応援を要請する。 

４ 災害廃棄物等瓦礫処理対策 
大規模地震災害時に発生する災害廃棄物の処理を円滑に実施するため、以下の取 

り組みを進める。 

１  亀山市災害廃棄物処理計画に基づく指導 

災害時の廃棄物対策について「亀山市災害廃棄物処理計画」（令和４年４月策 

定）に基づき、搬送方法、仮置場の確保等を明確にし、分別の徹底について市民 

事業所に指導する。また、各事業所における災害時の廃棄物対策について事前に 

計画を立案するよう指導する。 

２ 三重県災害等廃棄物処理応援協定に基づく応援・協力体制の確立 

平常時を上回る大量の災害廃棄物を合理的に処理するため、三重県災害等廃棄 

    物処理応援協定に基づき、県へ応援の調整を要請する。 

５ し尿処理対策 
１ 亀山市災害廃棄物処理計画の実効性向上 

「亀山市災害廃棄物処理計画」に基づき、態勢を確立・維持するとともに、各種 

施策を実施、検討し、実効性を向上する。 

２ 近隣市町、民間事業所との応援・協力体制の確立 

大規模災害時のし尿処理を円滑に進めるため、近隣市町、民間事業所と応援・ 

協力体制を構築し、非常事態に備える。 

６ 公衆衛生対策 
１ 公衆衛生計画の策定 

大規模災害時における公衆衛生を確保するための計画を策定し、災害時に備え 

る。 

２ 災害用トイレ等の備蓄と処分体制の確立 

避難所を中心とした人口の集中に伴って、し尿処理の必要が高まるため災害用 
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    トイレ（一般用）及び高齢者や障がい者用トイレの備蓄等を進めるとともに、断 

水後も水洗トイレを利用することができるよう、トイレ用の水を確保する。 

（飲料には適さない井戸水やプール等の水によって行う。） 

３ 遺体の処理 

大規模地震災害時に想定される遺体の処理に対応するため、以下の取り組みを 

    進める。 

(1) 一時安置場所等の整備を進めるとともに、墓苑等の整備を行う。 

(2) 柩、納骨壷、ドライアイス等の調達態勢を確保する。 

４ ペット用避難所設備設置の検討 

     ペット同行避難により避難所の公衆衛生が悪化しないよう仮設避難設備の設置 

等、ペット所有者が避難所の近くで飼育できる環境を整えられるよう検討する。 

５ 県、近隣市町、民間事業所との応援・協力体制の確立 

本市の施設・設備のみによっては対処できない場合を想定し、県や近隣市町、 

    民間事業所との応援・協力体制を構築する。 

７ 建築物等の防災対策の推進 
１ 被災建築物応急危険度判定体制及び被災宅地危険度判定体制の整備 

被災建築物の応急危険度判定にあたっては、判定方法、判定士の権限、身分保障、 

派遣要請等について、行政庁間（国、県、市）で相互に緊密な連携をとるとともに、 

災害時には的確な活動が行える体制整備に努める。 

        また、判定の実施にあたり判定実施本部、支援本部及び災害対策本部と判定士と 

    の連絡調整にあたる応急危険度判定コーディネーター及び宅地危険度調整員の養 

成を行う。 

      ２ 被災宅地危険度判定にあたっては、県と連携して受講資格のある建築土木技 

術者を対象とし、被災宅地危険度判定士及び被災建築物応急危険度判定士の養 

成に努める。 

３ 被災建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度判定実施のための備品類の整備 

判定活動に必要な備品等を計画的に備蓄するとともに、災害発生時に備品等が 

不足する場合は、速やかに県に要請し調達するものとする。 

４ 近隣市町、民間事業所との応援・協力体制の確立 

災害時の「住」対策について、本市のみでは対策が十分に行えない場合を想定 

し、近隣市町、民間事業所と応援・協力体制を構築する。 

８ 災害時「住」対策 
１ 大規模地震等災害を想定した住宅供給計画の立案 

大規模地震災害時に発生する大量の住宅ニーズを想定し、県、近隣市町と連携 

    しつつ、住宅の建設方法、供給方法を事前に検討していく。 
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２  仮設住宅供給に利用可能な空地の現状把握 

仮設住宅建設が可能な用地を事前に把握し、緊急時に備える。 

３  被災者を相互に受け入れる広域的な応援協定の締結 

大規模地震が発生すると、市域や近隣市町においても大規模な被害の発生が想 

定されることから、被災者に対する避難所への受入れや近隣地域への避難者の受 

入要請を行うことができない可能性もある。避難者の生活を確保するため、広域 

的な相互応援協定等を締結し、避難者（特に、医療や支援の必要な要配慮者）の 

受入れを行う態勢づくりを進める。 

４  応急仮設住宅 

(1) 応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理は、原則として市長が行う。 

(2) 災害救助法（昭和２２年１０月１８日法律第１１８号 以下「救助法」という。） 

が適用された場合においても県知事から委任されたとき、又は、県知事による 

救助のいとまがないときは市長が行う。 

(3)  応急仮設住宅を速やかに供給するため、企業等と連携を図りつつ、応急仮設 

  住宅の建設に要する資機材に関し、供給可能量の把握及び災害に対する安全性 

に配慮しつつ、応急仮設住宅が建設可能な用地の把握や調達・供給体制の整備 

を図る。 

(4)  その他、災害時に住宅の応急修理や障害物の除去等が速やかに実施できるよ 

う調査、実施態勢を整備する。 

９ その他 

１ 社会秩序の維持（地域安全運動の推進） 

警察による防犯パトロールだけでなく、地域の安全を守る運動を促進するため、

自主防犯組織、自主防災組織等の整備を推進する。 

２ 地域経済との連携 

          大規模地震災害発災直後の食糧品、生活必需品の調達等、民間企業に協力を要 

請できる体制づくりに取り組む等、地域経済との連携を促進する。 

 

第８ 復興活動の円滑化のための対策 

１ 各種データの蓄積・保全と効率化 
１ 各種データの整備保全 

(1) 地籍、建物、施設、地下埋設物等の情報及び測量図面、情報図面等データの 

  整備保存 

(2) 地図情報システムによるデータの一元的管理体制のための検討 

(3) 被害調査結果と、り災証明書発行体制とを連動させるシステムの検討 

２ 公共土木施設管理者の資料保全 
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公共土木施設管理者は、円滑な災害復旧を図るため、あらかじめ重要な所管施

設の構造図、基礎地盤状況等の資料を整備しておくとともに、資料の被災を回避

するため、複製を別途保存するよう努める。 

２ 復興対策の研究 
大規模な地震災害後、復興のための計画を立案していくにあたって、重要となる 

次の事項に関する調査研究を行う。 

１ 復興計画に関する市民のコンセンサスの形成手法 

２ 企業の自立復興支援方策 

３ 復興過程における市民の精神保健衛生 

４ 復興資金の負担のあり方等 
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第３節 減災対策 

第１ 防災都市づくり 

大規模な地震災害に対処するため予防的対策を充実すると同時に、市街地に段丘崖等

の崩壊の危険性がある箇所での存在宅地開発による市街地化の進行、道路網の発達に伴

う交通集中等、被害を拡大させる社会的要因の増加に的確に対応し、災害に強い都市づ

くりを進めることが大きな課題である。 

また、各種のまちづくりの施策や防災施設の整備にあたっての基本的な考え方となる

地域まちづくり協議会を基準とした「防災生活圏」を設定し、これによるまちづくりの

方向を検討する。 

１ 防災生活圏を軸としたまちづくりのイメージ 

防災生活圏とは、市民の生活に直結する防災活動を行う単位であり、まちづくり

においても、これをもとに各種の施設・設備の整備を行う。 

特に今後整備予定の亀山駅周辺については、防災生活圏を考慮した地区防災拠点

としての機能のほか、不特定多数の駅等利用者に対する防災拠点として機能を有す

るよう検討を行っていくこととする。 

１ 防災拠点 (防災生活圏の設定に応じて、次のような防災拠点を整備していく。) 

防災拠点 対応する区域 設定する場所 設置すべき機能等 

防災中枢拠点 全     域 

市庁舎 

及び 

関支所 

消防庁舎 

災害対策本部等防災活動中枢機能 

情報通信機能・ 

自家発電機能・耐震性貯水槽等 

炊事機能、救助・救急用資機材 

地域防災拠点 
（防災生活圏） 

地域まちづくり 

協議会 

指定避難所 

（小中学校施設

及び文化スポー

ツ施設等） 

耐震性貯水槽等 

救助・救急用資機材 

情報通信機能・炊事機能 

自家発電機能 

地区防災拠点 各 地 区 
公民館 

公  園 

集会所等 

救助・救急用資機材、給水機能 

（情報通信） 

（亀山駅周辺） 
亀山駅周辺 

(駅等利用者含む) 亀山駅 
救助・救急用資機材、給水機能 

情報通信機能・自家発電機能 
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２ 各種施設の整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 大火に強い市街地の整備 

１ 建築物の不燃化の推進 

(1) 建築物の不燃化を推進し、安全な市街地の形成を図る。 

(2) 建築物自体の耐火・防火については、建築基準法を中心とする各種法令により 

  規定されており、地震発生時にも火災が拡大しないための措置がとられているが 

これらに関する適切な指導を強化する。 

また、不特定多数の市民が利用する施設やこれに準ずる大規模な施設に関して

は、防火避難に関して、各種措置の徹底を図る。 

２ 市街地の整備 

建築物の密集した地域、特に、市街地整備の行われていない木造の老朽建築物の

密集する地域では、火災危険度が高いばかりでなく、街路の幅員も狭く、火災発生

時の消防自動車の進入や救助・救急活動の障害も予想される。 

このような地域においては、市街地再開発事業、土地区画整理事業等の実施によ

り、建築物の不燃化、道路・公園・広場等の防災空間の確保に取り組むと同時に、

土地利用の高度化に取り組む。 

３ オープンスペースの確保の促進 
公園、広場、広幅員の道路等は、地震発生時には、防災空間として機能する。 

しかし、近年の都市化の進行は、旧来からあった自然的オープンスペースを減少 

立体横断施設等
___ 

地域防災拠点 

（学校・スポーツ施設等） 
■▲□○● 

地区防災拠点 
（公民館・公園等） 

地区防災拠点 
（亀山駅） 

□○● 

地区防災拠点 

（公民館・公園等） 
□ 

地域防災拠点 
（学校・スポーツ施設等） 

■▲□○● 

地域防災拠点 
（学校・スポーツ施設等） 

■▲□○● 

防災中枢拠点 
（市庁舎、支所、消防庁舎） 

■▲□○● 

幹線道路 

避難路等 

■ 耐震性貯水槽等 

○ 情報通信施設
_ ▲ 炊事施設 

● 自家発電施設
_ 

□ 救助・救欺用資機材 

通信経路 
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させつつあるばかりでなく、延焼遮断機能を持った屋敷林等の減少、農地の減少を 

招いている。そのため、災害時に安全ゾーンとなる公園、広場、広幅員の道路の計 

画的な整備に取り組組むとともに、植樹帯の有する延焼遮断機能を再評価し、これ 

の整備に努める必要がある。 

 

第２ 公共施設の安全確保・整備 

１ 道路施設 
大規模地震により、道路、橋梁等が被災すると、市民の避難、消防活動、救助・ 

   救急活動、物資の輸送活動等に大きな支障をもたらす。そのため、道路、橋梁の耐 

震性を向上させるよう、各道路管理者に要請するとともに、本市管理の道路につい 

ても、耐震性の向上に努める。 

また、災害時に被災した道路、橋梁の応急復旧活動のための資機材の備蓄や、被 

災状況の早期把握のための調査体制の構築にも取り組む。 

１ 既設の道路・橋梁 

道路の被害としては、高架橋の倒壊、高盛土箇所の崩壊、沖積層地帯等の軟弱 

地盤上にある道路の亀裂沈下等の被害が想定される。 

このため、被害の想定される箇所の把握、点検の実施を行うとともに、順次、 

対策工事を実施する。また、国・県の管理する道路、橋梁にあっては、これらの 

道路、橋梁への対策を要請する。 

２ ライフライン共同収容施設整備の検討 

電気、電話、ガス、上下水道等のライフラインの安全性・信頼性の向上を図る 

とともに、道路上の工作物等をできる限り少なくして、災害応急対策の円滑な実 

施を図るための取り組みとして、ライフライン共同収容施設である共同溝・電線 

共同溝の整備が考えられる。 

これらの施設については、今後、地域の状況を考慮しながら検討を進める。 

３ 応急復旧作業のための事前措置 

発災後、緊急輸送のための道路交通を確保するため、以下の事前措置に取り組 

む。 

(1) 応急復旧のため、被害状況把握及び復旧用資機材の調達確保のための態勢づ 

くりを行う。 

(2)  発災後、「公共土木施設被害調査マニュアル」に基づき、被害状況を把握する。 

(3)  応急復旧作業担当業者との事前協議 

発災後の復旧作業担当業者を事前に指定し、迅速な復旧態勢を構築するとと 

もに、担当業者の選定にあたっては、防災協定締結者(三重県建設業協会亀山 

支部)等との事前協議による。 
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４ 道路施設 

    道路整備計画により、道路、施設等の地震対策を推進する。 

５  避難行動要支援者に配慮した道路、橋梁の整備 

災害時にも避難行動要支援者が安心して避難行動が行えるよう、道路、橋梁に 

ついては、緊急性の高いものから歩道の拡幅、段差の解消を行うとともに、標識

類については、外国人等に対しても配慮したものとする。 

６ 緊急輸送道路の指定 

災害時の初動対応として、緊急通行車両等の通行ルート確保のため、道路啓開

に関する計画（くしの歯作戦）を関係機関と推進する。 

緊急輸送道路の区分 

第１次緊急輸送道路 県庁所在地、地方中心都市及び重要港湾、空港等を連絡する道路 

第２次緊急輸送道路 
第１次緊急輸送道路と市町役場、主要な防災拠点（行政機関、公共機関、

主要駅、港湾、ヘリポート、災害医療拠点等）を連絡する道路 

第３次緊急輸送道路 その他の道路 

３ 河川・ため池 

１ 河川の耐震調査 

地震による堤防の損壊に対処するため、水害の危険性の高い河川から堤防の改

修に努めるとともに、国・県にも要望する。 

２ パトロールと警戒態勢 

河川・ため池等については、気象状況に応じ、あらかじめ定められた危険箇所 

    の点検パトロールを実施し、状況によっては、定められた連絡経路による連絡を 

行い、警戒態勢をとる。 

４ 上水道 
災害による断水を最小限にとどめるため、被害箇所をできる限り少なくし、断水 

時間をできるだけ短縮するよう、施設の耐震性の強化に努める。 

また、被災時における応急給水及び応急復旧作業を円滑に実施するために、防災 

用資機材の整備拡充、防災非常態勢の確立を行う。 

１ 施設の防災性の強化 

水道施設の耐震性については、施設の新設拡張、改良時に耐震管及び耐震性継 

手の採用や老朽管の解消を図り、施設の強化を図る。 

また、二次災害の防止と飲料水確保のため、配水池における緊急遮断弁の設置 

に努める。 

２ 応急復旧態勢の整備 

水道施設の被災に備え、水道施設の点検整備を行うとともに、応急復旧用資機 
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     材の備蓄及び担当業者の選定を事前に行う。 

また、被害状況を的確に把握し、迅速かつ円滑な応急復旧活動を行うことがで 

     きるよう、施設管理用図書の整備と保管を行う。 

さらに、被災を想定し、復旧に要する目標を定め、市民の不安を解消するため 

     の取組を進める。 

３ 応急給水態勢 

水道施設被災時にも飲料水の供給を継続するため、応急給水用資機材の整備、 

     応急給水態勢の確立を図る。 

４ 被災時の協力態勢の強化 

飲料水の供給、水道施設の復旧のための広域的な支援体制を確立するため、

「三重県水道災害広域応援協定」及び亀山水道事業協同組合との応援協定に基づ 

き協力態勢の強化に努める。 

5 下水道 
本市における下水道関連施設としては、農業集落排水施設が１４箇所（田村、井 

尻、南部、小川、白木、白木一色、両尾・安坂山、辺法寺、昼生、沓掛、坂下、市 

瀬、上加太、下加太）整備されており、平成１３年度より公共下水道の一部供用開 

始により、災害予防のための計画を策定する。 

下水道関連施設については、地震による破損が想定される箇所も含め老朽化の懸 

念される施設の整備計画の策定及び補強に努めるとともに、今後新設する施設につ 

いては、地質、構造等に配慮して耐震性の強化に努める。 

また、被災時における復旧作業を円滑に実施するため、緊急連絡態勢の確立、復 

旧用資機材の確保の検討及び復旧体制の確立を図るとともに、施設の対策に当たっ 

ては国の暫定指針及び「下水道施設耐震対策指針と解説」により取り組むものとす 

る。 

１ 管渠施設に関する対策 

地震による破損が想定される箇所も含め老朽化の懸念される下水道管渠の整備 

    計画の策定、補強に努める。また、新たに下水管渠を敷設する場合には、基礎、 

地盤条件等を総合的な見地から検討し計画する。 

なお、地盤の悪い箇所や液状化の恐れのある箇所に敷設する場合には、特に耐 

    震性を考慮した工法を導入するとともに、必要があれば対策を実施する。 

２ 応急復旧態勢の整備 

下水道施設の被災に備え、応急復旧用資機材の備蓄の検討及び担当業者の選定 

    を事前に行う。また、被害状況を的確に把握し、迅速かつ円滑な応急復旧活動を 

行うことができるよう、職員の初動態勢を明確にし、日祝日や勤務時間外の発災 

に備えるとともに応急対策活動の内容を検討する。 
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さらに、復旧のため、施設管理用図書の整備と保管を行う。 

３ 被災時の協力態勢の確立 

下水道施設の復旧のための、「三重県の下水道事業災害時における応援に関す 

るルール」に基づき、広域的な支援体制を構築する。 

6 廃棄物処理施設 
大規模地震による廃棄物処理施設の被災は、日常生活から排出される廃棄物や災 

害により発生する廃棄物の処理に大きな支障をもたらす。このため日頃から適切な 

施設管理により被害の予防及び軽減を図るとともに、被災時は早期復旧に努める。 

１ 管理態勢 

廃棄物処理施設が被災した場合には、適切な管理が困難となり、周辺環境に影 

響を及ぼすことになるので、耐震性の確保、非常用自家発電設備等の整備、防災 

点検、燃料や薬品の管理等、平素から、施設の管理を十分に行い被害が生じた場 

合には、迅速に応急復旧を図ることとし、そのために必要な手順や必要最低の機材、 

予備部品等を確保する。 

２  応援態勢の整備 

       処理施設や処理能力、機材等の不足に対応するため、県及び周辺市町との防災協 

定に基づき行う。 

３ 仮置場の候補地の選定 

災害廃棄物処理計画に基づき、候補地の中から選定する。 

４ 復旧態勢の整備 

       施設が被災した場合は、事故防止等安全対策を十分講じた上、迅速に施設の復旧 

を図る。 

7 通信施設 
市の機関、避難所等との間での情報通信ネットワークを確保し、被害状 

況の早期把握や、応急対策活動実施状況等、市民への積極的な情報収集・伝達手段 

の整備を促進し、大規模地震災害発生時の通信の確保に努める。 

拠  点 整備すべき情報通信ネットワークの内容 

防災中枢拠点 

１ 国、県、その他の防災関係機関との情報通信施設（専用通信等） 

２ 市内各地域防災拠点との情報通信施設 

（同報系・移動系防災行政無線） 

防 災 生 活 圏 防災中枢拠点との情報通信施設（衛星携帯電話等） 

また、携帯電話、アマチュア無線、徒歩や自転車による連絡態勢等を地域防災拠点 

ごとに確保する等、災害時の孤立化や、情報通信の途絶の防止に努める。 
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第３ 建築物等の災害予防 

１ 公共建築物の耐震性の確保・向上 
１ 防災上、重要な建築物の耐震性の確保 

         災害対策活動を円滑に実施するため、次の施設を「防災上、重要な建築物」とし

て各施設の耐震性を確保し、災害時の施設機能停止・低下の防止に努める。 

２ 防災上、重要な建築物 

(1)  災害対策本部(本庁舎、消防本部、関支所、総合保健福祉センター) 

(2)  各指定避難所 

(3)  防災通信用無線関連建築物 

(4)  被災者の救護所、被災者の一時収容施設となる病院、学校等の機関 

３ 防災上、重要な建築物に対する対応 

重要な建築物については、激甚な災害にあっても大きな機能障害を発生させない 

ため、国土交通省その他の研究機関による技術基準の策定、耐震設計基準の改訂、 

各震災被害報告及びそれを踏まえた基準等の改正に沿い、次の諸点を推進する。 

(1)  新設建築物の耐震設計・施工の確保 

(2) 既存建築物の耐震診断及び市有施設地震対策総合計画の作成 

(3) その他の市有建築物の耐震性確認 

                 防災上重要な建築物ほどではないが、市民の生命、財産に大きな影響を与える 

建築物については、昭和５６年制定の新耐震設計基準を踏まえ重要建築物に準じ 

て施策を行う。 

２ 耐震化の促進 

近年、大規模地震の発生が危惧され、本市も「南海トラフ地震防災対策推進地域」 

に指定されており、その被害は甚大なものになると想定されている。 

このため、本市においても住宅や市有建築物、特定建築物等の耐震化を迅速かつ計 

画的に促進させるため「亀山市耐震改修促進計画」により、昭和５６年以前に着工さ 

れた建築物の耐震化対策を推進する。 

３ 一般建築物の耐震性の向上・確保 

一般建築物については、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）により種々の

構造基準が規定されているが、老朽化等により地震の被害を受けやすい建築物は、

早急に補強する必要があることから、これら一般建築物の耐震性に関する意識を高

めるため、耐震工法や補強方法等の技術知識等を広く市民に普及・啓発するととも

に、住宅耐震相談コーナーの設置や耐震診断員の養成等の体制整備に努める。 

１  一般建築物相談の体制強化 

三重県及び本市が開設している「リフォーム相談窓口」を活用するとともに、 
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三重県木造住宅耐震促進協議会、亀山耐震推進委員会等との連携により、市民と 

の相談体制を強化し、増・改築等の際により耐震性のある建築物とすることがで 

きるよう相談に応じていく。 

２  個人住宅の耐震診断、耐震補強、家具転倒防止対策の促進 

地震に対する安全性の向上を図り、地震に強いまちづくりを進めることを目的 

として、昭和５６年５月３１日以前に着工された木造住宅を対象に耐震診断を実 

施し、耐震診断を受けた個人住宅を対象に、耐震補強に係る経費の一部を助成す 

る。 

また、三重県建設労働組合亀山支部の協力により避難行動要支援者の住宅を中 

心に家具転倒防止金具等を支給及び設置事業を実施する。 

３ コンクリートブロック塀等の対策 

ブロック塀については、法令基準に適合した施工及び既存物の撤去や補強に関 

する相談・支援を行うとともに、避難路や通学路等の道路面の安全性の向上に努 

める。 

４ 三重県木造住宅耐震促進協議会等との協力 

耐震診断及び耐震補強に関しては、三重県木造住宅耐震促進協議会等の協力を 

得つつ、実施する必要がある。 

そのため、これらの事業の実施にあたっては、三重県木造住宅耐震促進協議会 

等との連携を強化していく。 

５  一般建築物地震対策普及啓発の推進 

住宅等の地震に対する知識を広めるため、建築物のわかりやすい補強方法、室 

内における落下物等の防止対策について、各地域における研修会等を実施すると 

ともに、パンフレット等の配布により啓発の推進に努める。 

４ 都市建築物の防災対策 

    建築物の中には、発災時に屋外看板、外装材が破損落下し、通行人に重大な被害 

をもたらす危険性の高いものがあり、その対策を講じる必要がある。 

 

第４ 地盤災害予防 

本市においては、宅地開発、工業団地等、丘陵地を造成した地域が各所に存在する。 

これらの地域のうち、谷部を高盛土した箇所については、地震時の危険性が高いこと

が知られており、防災上必要な施設の整備等を検討する。 

また、土砂災害警戒区域については、事前に必要な情報を住民に周知する等、防災上

必要な対策を講じていく。 
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１ 土地利用の適正誘導及び宅地造成の規制 
土地利用の適正化を図るため、災害危険度の把握を的確に行い、危険性について 

市民、事業所に周知すると同時に、安全性の確保という観点から土地利用の誘導を 

行う。 

また、宅地造成は、一定規模以上の場合、宅地の安全確保のため許可制度となっ 

ており実施主体は県の許可であることから、市内における安全な宅地の創出のため 

には、県と適切な情報交換を行い、指導に努める。 

２ 宅地造成における工作物の安全性確保 
１ 防災パトロール 

  造成工事に対するパトロールを強化し、無許可工事や危険な宅地の発見に努め、 

是正を勧告する。 

２ その他 

        その他のがけ地や擁壁、塀に関しては、建築基準法により安全上の指導を行うも 

のとするが、実態調査を進め、危険度の高い箇所に関しては、所有者の注意を喚起 

するとともに、市民にも知らせ、改善等を指導していく。 

３ 液状化対策の推進 
本市において液状化の危険性のある地域は、鈴鹿川、安楽川等の河川沿いの谷底平 

野氾濫平野及び宅地造成などによる高盛土地区であるため、これらの地域において 

は危険性を市民に広く周知し、対策を訴えていく必要がある。 

４ 土砂災害の防止 
本市における土砂災害警戒区域は、以下のようになっている。 

種  類 箇所数 

土 砂 災 害 ８３６ 

地 滑 り ５ 

土 石 流 １７７ 

土 石 流 特 別 警 戒 １４５ 

特 別 警 戒 区 域 ５６０ 

これらの地域においては、以下の取り組みを行っており、今後とも継続していく。 

１ がけ崩れを助長したり誘発したりする行為の規制 

２ 標識等による住民への周知 

３ 防災パトロールにより、がけ地の保全や管理についての住民指導 

４ 必要に応じた防災措置の勧告や改善命令 

５ 住民自身が施工することの困難又は不適当な箇所の崩壊防止工事の実施 

６ 指定地域における警戒、避難、誘導体制の整備 

土石流危険渓流に関しては、その危険性を把握するための調査を行うとともに 
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       砂防事業等の推進による安全確保に努め、これらの地域においては、地震発生後 

    に二次災害の恐れがあることから、防災パトロールを実施し、住民の安全確保に 

努める。 

５ がけ地近接等危険住宅移転事業 

がけ地の崩壊等により住民の生命に危険を及ぼすおそれのある区域に所在する住 

   宅の移転を促進するため、これに必要な補助を行い住宅の災害防止と住民の安全を 

確保する。 

 

第５ 危険物施設等の防災対策の推進 

市内には、石油類大量保有事業所、毒物、劇物保有事業所、一般高圧ガス大量保有事

業所、液化石油ガス大量保有事業所、ガス施設、放射性物質保有事業所等がある。 

これらの施設が被災し、火災、爆発、損傷及び危険物の流出等が発生した場合には、 

周辺地域に多大の被害を生じる恐れがあることから適切な指導を行い、市民への被害を 

発生させないよう、取り組みを進めていく。 

 なお、危険物施設等の防災対策の推進の詳細については、「風水害対策編第４章第１

節危険物施設等の事故対策」を準用 

１ 危険物施設防災対策 
市内の危険物製造所・貯蔵施設の防災対策にあたっては、以下の取り組みを進め 

る。 

１ 施設の保全及び耐震性の強化 

危険物施設の所有者等は、消防法(昭和２３年法律第１８６号)第１２条及び第 

     １３条の規定を遵守し、危険物施設の保全に努めるとともに、設置地盤の状況を 

調査し耐震性の強化に取り組む。 

２ 保安確保の指導 

      危険物施設の位置・構造・設備の状況及び危険物の貯蔵・取り扱いの方法が、 

    危険物関係法令に適合しているか否かについて立入検査を実施し、必要がある場 

合には、事業所の管理者等に対し、災害防止上の助言又は指導を行う。 

３ 自主防災体制の確立 

事業所等の管理者は、消防法第１４条の２の規定による予防規程の内容を常に 

    見直し、操業実態に合ったものとするよう努めるとともに、「危険物安全週間」 

    の機会をとらえて、従業員に対する保安教育や防災訓練を実施し、自主防災体制 

    の確立に努める。 
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２ 毒物劇物取扱施設 
大規模地震による毒物劇物保有施設の損傷は、毒物劇物が飛散し、漏れ、流出又 

   はしみ出ることにより保健衛生上の危害を発生し、又は出火、爆発を引き起こす危 

険性をもっている。 

       このため、毒物劇物を保有している可能性のある施設の毒物劇物保有状況を平常 

   時から把握し施設防災計画の策定を推進して、災害発生時の被害の軽減を図る。 

       以下の事項を重点として、関係機関と連携のうえ、施設管理者に対し啓発指導を 

   行う。 

１ 毒物劇物屋外貯蔵タンクにおける事故時の流出防止のための防液堤あるいは貯 

 留槽等の設置 

２ 毒物劇物の屋外貯蔵施設における対策の実施 

３ 毒物劇物を貯蔵し、又は保管する施設における表示等の実施（医薬用外・毒物 

劇物等の標示） 

４ 毒物劇物の大量保有施設における毒物劇物に応じた危害防止対策の確立 

５ 毒物劇物の保有施設における応急措置に必要な設備機材等の配備状況 

 

第６ 火災予防対策 

市街地における住宅の密集、木造住宅の老朽化等により、大規模地震発生に伴う大規

模火災の発生が想定されることから、消防力の強化、火災予防のための指導の徹底、危

険物等の安全確保に努める。 

 

第７ 避難行動要支援者への支援 

  地域の特性や実情を踏まえつつ、災害発生時又は発生する恐れがある場合の避難行動

要支援者や避難支援等関係者の安全確保等のための支援を適切に行う。このため平素か 

ら、避難行動要支援者名簿を更新等するとともに、個別避難計画の作成を推進する。 

１ 安全確保のための取組 
１ 安否確認のためのシステムの確立 

          高齢者や障がい者に関しては、緊急通報システム等を活用した安否確認のため 

の取り組みを進め、大規模な災害が発生した場合、自治会（自主防災会組織）及 

び各地区の民生委員を中心として個別訪問により、高齢者、障がい者の安否を確 

認するとともに、健康福祉部において心身の健康を確保できるよう、相談事業等 

を実施する。 
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２ 社会福祉施設等の建築物の耐震性強化 

      社会福祉施設の被災は、入所者の生命を脅かすものとなるばかりでなく、被災 

後の入所者の処遇に当たっても困難な問題を引き起こすこととなるため、これら 

社会福祉施設の耐震性の確保や、室内の安全性の確保については、重点的な取り 

組みを進める。 

３ 社会福祉施設等における行動マニュアルの整備と備蓄の推進 

発災時に、社会福祉施設において取り組むべき各種の活動について、職員が十 

分に対応できるよう、職員用マニュアルの作成を促進する。 

４ 社会福祉施設入所者のための近隣市町との相互応援協定の締結 

  社会福祉施設が被災した場合に、入所者の処遇に困難をきたすことのないよう 

近隣市町等と相互応援協定の締結に向けて取り組む。 

５ 避難時の要配慮者とのコミュニケーションの確保 

視聴覚障がい者等との円滑なコミュニケーションを図るための手話通訳、代読 

者、外国人との円滑なコミュニケーションを図るための通訳などのボランティア 

を事前に登録し、災害時には、各コミュニティに通訳ボランティアを配置するこ 

とで、円滑なコミュニケーションを行うための取り組みを進める。 

２ 避難行動要支援者への支援体制の構築 

基本法第４９条の１０から第４９条の１７及び亀山市避難行動要支援者名簿の作 

成等に関する要綱（平成２９年亀山市告示第１１６号）第３条の規定に基づき、災害 

の発生に備え、避難支援等の実施に必要な範囲で，避難行動要支援者名簿を継続的に 

整備する。 

また、避難行動要支援者に対する対策は、支援や援護の内容に応じてそれぞれ担 

当部(局)課が異なっているため、現況の把握が行い易いように名簿情報をデータベ 

ース化して各担当部課、防災関係機関や自主防災組織等と共有し、災害時に的確な避 

難行動の支援が行えるよう取り組みを進める。 

なお、データベース化にあたっては、個人のプライバシーへの配慮及び「個人情報 

の保護に関する法律」に基づき、取組を進める。 

１ 避難行動要支援者名簿の作成 

(1) 避難行動要支援者名簿の掲載する者の範囲 

基本法及び亀山市避難行動要支援者名簿の作成等に関する要綱の規定に基づ 

き、市内に居住する次のいずれかに該当する者（ただし、社会福祉施設、医療 

機関等に入所し、又は入院している者を除く。）とする。 

ア 要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する 

省令(平成１１年厚生省令第５８号)第１条第１項第３号から第５号までに該

当する者 
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イ 身体障害者福祉法(昭和２４年法律第２３８号)第１５条第４項の規定によ 

り身体障害者手帳の交付を受けた者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和２ 

５年厚生省令第１５号）別表第５号に規定する身体障害者障害程度等級が１ 

級又は２級に該当する者。ただし、心臓機能障害、腎臓機能障害又は免疫機 

能障害のみで交付を受けた者を除く。 

ウ 三重県療育手帳制度実施要綱（昭和６３年４月１日施行）第７条第１項の 

規定により療育手帳の交付を受けた者で、当該療育手帳に記載されている障 

害の程度がＡ１又はＡ２に該当する者 

エ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号） 

第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５ 

号）第６条第３項に規定する障害等級が１級に該当する者  

オ 前各号に掲げる者のほか、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあ 

る場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の 

確保を図るため、市長が必要と判断した者 

(2) 名簿情報の利用及び提供する範囲 

避難支援等の実施に必要な限度で、次の地域の支援者に対し、名簿情報を本人 

の同意があったものに限り提供する。 

ア 基本法第４９条の１１の規定に基づく範囲 

(ｱ) 亀山消防署 

(ｲ) 亀山警察署 

(ｳ) 民生委員法（昭和２３年法律第１９８号）に定める民生委員 

(ｴ) 社会福祉法(昭和２６年法律第４５号)第１０９条第１項に規定する市町

社会福祉協議会 

(ｵ) 自主防災組織 

(ｶ) 避難支援等関係者(基本法第４９条の１４第３項第１号及び第４９条の 

１５で規定する者) 

     イ 亀山市避難行動要支援者名簿の作成等に関する要綱の規定に基づく範囲 

  (ｱ) 児童福祉法第１６条第２項の規定により充てられた児童委員 

      (ｲ) 地域まちづくり協議会 

      (ｳ) 自治会 

(ｴ) 指定避難所の代表者 

(3) 避難行動要支援者名簿に記載する事項及び更新等 

     基本法第４９条の１０第２項の規定に基づき、避難行動要支援者に関する次 

    に掲げる事項を記載し、又は記録する。 
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ア 氏名 

イ 生年月日 

ウ 性別 

エ 住所又は居所 

オ 電話番号その他の連絡先 

カ 避難行動を必要とする事由 

キ 前各号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し、市長が必要と認め 

 た場合 

    ２ 個別避難計画の作成推進 

避難行動要支援者個別計画の作成にあたっては、被登録者が実効性のある避 

難支援等を受けられるよう、地域において災害時に支援を求めることができる地 

域の支援者の協力を得て計画の作成を促進する。 

      基本法第４９条の１４の規定に基づき、避難行動要支援者ごとに当該避難行動

支援者について、避難支援するための個別避難計画の作成に努めなければならな

い。 
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第４節 地震災害の調査研究 
大規模地震の発生は、広範囲に複雑多様な被害が同時に発生する等、大規模な被害に

なることが予想され、被害の局限について検討し各種対策が講じられている。一方で都

市部への人口集中、丘陵地の切土・盛土による大規模開発、高速道路やライフライン施

設等の高度集積化などにより、災害発生時に懸念される要因は増加しているのが現状で

ある。 

このような環境下において、国及び県等の被害想定及び調査研究資料を基に、被害の

見積もり及び具体的な予防対策や応急復旧対策について分析検討を行い、地震防災対策

に反映するための効果的な対策を講ずるための調査活動を促進する。 

 

第１ 調査研究体制の整備 

国及び県が発表する地震災害に関する調査研究資料を基に、地域の特性を踏まえた被害見

積もり及び見積もりに伴う対策等を検討・検証する体制を維持する。 

 

第２ 防災に関する資料の収集及び分析 

防災研究の基礎となる過去の災害記録、防災施設に関する資料及びその他各種災害に

関する資料を収集し、これらを十分に検討・分析して、必要に応じて利用できるシステ

ムの確立に努める。 

 

第３ 調査研究の対象 

以下のような調査に取り組んでいくとともに、調査結果に関しては、積極的に公開し 

災害対策に活用する。 

１ 市域における被害の想定 

２ 地域防災計画の周知 

３ 地震災害に関する市民への啓発・周知 

４ 防災緑地・広域避難場等の整備 

５ オープンスペースの利用計画 

６ 防災生活圏・地区防災拠点の整備 

７ 都市防災構造化対策 

８ 災害危険地区の実態把握と対策 

９ 安全なライフライン整備 

１０ 総合的な情報・通信システム 



地震災害対策編  

第１章 災害予防・減災対策             第４節 地震災害の調査研究 

 

70 

 

１１ 総合的な避難システム 

１２ 地盤の液状化対策 

１３ 災害時の消火活動 

１４ 災害時の救急医療体制 

１５ 避難行動要支援者対策 

１６ 災害時の航空輸送 

１７ 食糧、生活必需品等の確保 

１８ 飲料水及び生活用水の確保 

１９ 遺体の安置及び埋火葬 

２０ 防疫・衛生管理 

２１ 災害時のトイレ対策 

２２ 被災者の心のケア 

２３ 自主防災組織の育成 

２４ ボランティア活動の支援 

２５ 救助法の解釈 

２６ り災証明の発行 

２７ 各種データの管理と活用の方策 

２８ 災害時の災害廃棄物等の瓦礫処理対策 
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第２章 災害応急対策 

第１節 災害対策本部機能の確保 

第１ 災害対策活動 

大規模な地震が発生した場合又は被害の拡大が見込まれる場合は、災害対策本部の配 

備態勢を増強し、全庁的に災害対応を最優先した災害対策活動に取り組む。 

１ 実施責任  
役職・組織等 活   動   の   内   容 

市     長 

１ 指揮命令系統の最高責任者として、応急対策活動の指揮を執る。 

２ 発災時には、地震の規模に応じて配備態勢の種別を命じ、災害対策

本部を設置する。 

副 市 長 

消 防 長 

１ 市長不在時若しくは何らかの理由で市長が発令することのできない

場合、市長に代わって、上記の決定業務を行う。 

２ 代理の順序は、副市長、消防長の順とする。 

防 災 安 全 課 

地震発災時には、直ちに市長若しくは市長に代わる権限を有するもの

に、配備態勢及び災害対策本部の設置についての指示を仰ぎ、活動態勢構

築のための取り組みを行う。 

消  防  本  部 
地震情報等の初期情報収集活動を行い、災害対策本部設置以前であれば

防災安全課へ、設置後であれば災害対策本部へ連絡を行う。 

各  部  ・  課 

１ 配備態勢に応じて応急対策活動に取り組む。 

２ 各対策部の所掌事務に応じた情報収集活動を行い、必要な活動のた

めの準備を行う。 

指  定  職  員 
（閉庁日等勤務時間外の場合）地震の規模に応じて事前に定められた指

定避難所に参集し、避難所開設の活動を行う。 

職        員 （勤務時間外の場合）地震の規模に応じて勤務場所に参集する。 

防災関係機関 
各関係機関の所管に属する事務に関して、被害情報を収集するととも

に、各機関において定められた防災計画に応じて活動を実施する。 

市民・事業所 

１ テレビ、ラジオ等により、努めて地震関連情報を収集する。 

２ 可能な場合は、努めて初期消火活動、救援・救出活動を行う。 

３ 必要であれば避難する。 

自主防災組織 
１ テレビ、ラジオ等により、努めて地震関連情報を収集する。 

２ 可能な場合は、努めて初期消火活動、救援・救出活動を行う。 

 

第２ 非常配備態勢 

１ 非常配備 

本市において地震災害が発生した場合、次の非常配備態勢基準により災害応急 

対策に取り組むものとする。  
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なお、南海トラフ地震に関連する情報への対応については、「第４章第２節第４  

地震情報発令時における職員の行動」に基づき実施する。 

【非常配備態勢基準】 

種別 配 備 内 容 配備態勢 配 備 基 準 

準備 

態勢 

災害対策本部設置前の措置と

して防災安全課職員が災害に関

する情報連絡活動等を円滑に行

い、状況に応じ高度の配備態勢に

移行できる態勢 

防災安全課 

消防本部 

    情報指令課 

１ 市域に震度４の地震が発生した

とき。 

２ 市域に長周期地震動階級３又は

階級４が発表されたとき。 

３ 県内（亀山市を除く。）で震度５

強以上の地震が発生したとき。 

警戒 

態勢 

相当の被害が近く発生するこ

とが予想され、又は発生した場合

で、各対策部の所要の人員をもっ

て、直ちに応急対策活動が実施で

きる態勢 

各対策部の計

画による人員を

もって災害対策

本部を設置 

１ 市域に震度５弱の地震が発生し

たとき。 

２ 地震により災害が発生した場合

で市長が必要と認めたとき。 

 

非常 

態勢 

甚大な被害が発生するおそれ

があり、又は発生した場合で、全

職員により応急対策にあたると

ともに、防災関係機関との連携に

より災害対策活動ができる態勢 

災害対策本部

設置 

(全職員配備 た

た し 、 派 遣 職

員 等 を 除 く ) 

１ 市域に震度５強以上の地震が発

生したとき。 

２ 市の全域または相当の地域に甚

大な被害が発生した場合で、市長

が必要と認めたとき。 

※長周期地震動：規模の大きな地震が発生した際に生じる長いゆっくりとした大きな揺れ(地震動) 

 

長周期地震動階級関連解説 

 長周期地震動階級 人の体感・行動 室内の状況 備考 

 
長周期地震動階級１ 

（やや大きな揺れ） 

室内にいたほとんどの

人が揺れを感じる。 

驚く人もいる。 

ブラインドなど吊り下げ 

ものが大きく揺れる。 
－ 

 
長周期地震動階級２ 

（大きな揺れ） 

室内で大きな揺れを感

じ物につかまりたいと感

じる。物につかまらない

と歩くことが難しいなど

行動に支障を感じる。 

キャスター付き什器がわず 

かに動く。棚にある食器類、 

書棚の本が落ちることがある 

－ 

 
長周期地震動階級３ 

(非常に大きな揺れ) 

立っていることが困難 

になる。 

キャスター付き什器が大き 

く動く。固定していない家具 

が移動することがあり、不安 

定なものは倒れることがある 

間仕切壁など

にひび割れ・亀

裂が入ることが

ある。 

 
長周期地震動階級４ 

(極めて大きな揺れ) 

立っていることができ

ずはわないと動くことが

できない。揺れにほんろ

うされる。 

キャスター付き什器が大き 

く動き、転倒するものがある 

固定していない家具の大半が 

移動し、倒れるものもある｡ 

間仕切壁など

にひび割れ・亀

裂が多くなる。 
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2 配備編成 

対策部(班)長を含む、次の配備人員により応急対策活動を実施する。 

対策部等名 
準備 
態勢 

警戒 
態勢 

非常 
態勢 

備   考 

危機管理対策部 

(本部班) 

(情報班) 

 

６ 

－ 

８ 

(6) 

(2) 

全 

職 

員 

配 

備 

１ 各対策部の配備編成 

 については、各対策部長の

計画による。 

２ 各対策部長は、災害状況

等により、配備人員の増減

を行うことができる。 

３（ ）内は内数とする。 

総 務 対 策 部 

(税務班) 
－ 

１１ 

(3) 

交通・広報対策部  ４ 

市 民 対 策 部 

(関支所班) 
－ 

７ 

(4) 

建 設 対 策 部 － ８ 

産業環境対策部  ７ 

上下水道対策部 － ５ 

福 祉 対 策 部 － ８ 

医 療 対 策 部  ５ 

教 育 対 策 部 － ５ 

消 防 対 策 部 ２ １５ 

配 備 人 員 合 計 ８ ８３(15) 

 

第３ 職員の参集 

職員は、勤務時間外、休日等の閉庁時間帯において、災害の発生又は発生するおそれ 

があることを知った場合、次の参集基準により参集する。 

１ 参集基準 
１ 準備態勢、警戒態勢 

   各対策部の配備計画に基づき、参集が必要な職員は災害が発生した場合、又は 

災害が発生するおそれがあることを知った場合、状況の推移に注意し、進んで所 

属の各対策部と連絡をとり、職場に参集するものとする。 

２ 非常態勢 

     全職員は、非常態勢に相当する災害の発生又は発生するおそれがあることを知 

った場合は、所属の対策部に参集する。 

３ 職員の非常配備基準に基づく非常参集の命令の考え方は、次の要領による。 
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 参 集 の 考 え 方 連 絡 態 勢 

勤務 

時間内 

１ 通常の勤務場所において勤務している場

合は、上司の指示に従う。 

２ 会議、行事等は中止し、持ち場へ戻り態

勢を整える。 

１ 庁内一斉放送・電話による 

伝達 

２ 参集メールの配信 

３ 上司への報告 

庁舎外、出張等、上司の指示を受けること

ができない場合は、非常配備基準に照らして

相当の参集行動を行う。 

１ 参集メールの配信 

２ 上司への報告・指示受け 

勤務 

時間外 
非常配備基準に照らして参集行動を行う。 

１ 非常連絡網による伝達 

２ 参集メールの配信 

2 参集場所 

非常時における職員の参集場所は、勤務時間内外を問わず、原則、所属の職場とする 

が、勤務時間外等における災害発生時は、通信連絡網及び交通の途絶等、所属の職場 

への参集が不可能な場合には、特別な場合を除き、次に定める順により参集を行う。 

１ 参集後は、参集場所において当該対策部長に報告し、指示を受けるものとす 

る。 

２ 報告を受けた当該対策部長は、災害対策本部(関係所掌部)に部員の変更につい 

て通知するものとする。 

３ 交通途絶時の各職員の参集場所については、平常時から各部において把握して 

おくこととする。 

(1)  第１参集場所 

      所属する職場への参集を行う。 

(2)  第２参集場所 

      所属する職場への参集が困難な場合、最寄りの市の施設等に参集し、前 1項 

   に基づき所属対策部に報告を行う。 

(3) 第３参集場所 

上記の場所への参集が困難な場合、指定避難所に参集し、前 1項に基づき所 

    属対策部に報告を行う。 

３ 非常参集に関する留意事項 

１ 平素の理解 

職員は、災害発生時の非常参集の態勢、参集場所及び自己の任務等の理解に努 

   めるものとする。 

     ２ 地震(災害発生)情報の収集 

          職員は、地震が発生した時は、ラジオ・テレビの情報等を収集して災害の状況 

    を把握し、自主参集するものとする。 

３ 参集経路（場所）の確認 
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   職員は、被災により交通機関が途絶した場合に備えて、原動機付き自転車、自 

  転車、徒歩等により参集するための経路を普段から検討しておく。 

４ 被災した場合 

災害により家庭が被災(家屋の倒壊・家族の負傷等)した場合は、必要な措置を 

   講じた後、可能な限り、市災害対策本部の活動に参加するものとする。 

５ 参集途上の措置 

参集途上において火災、人身災害等の事故に遭遇した場合は、消防機関又は警 

   察機関に通報するとともに、市職員であることを念頭において、直ちに可能な限 

りの適切な措置をとるものとする。じ後、その旨を上司に報告する。 

６ 被害状況の報告   

     職員は、参集途上に知り得た被害状況、その他応急対策活動に必要な情報等は 

非常参集メール(情報メール)により、災害対策本部に報告するとともに、参集場 

所に到着後、速やかに責任者に報告する。また、被害現況等の報告を受けた各対 

策部の責任者は、時宜を失することなく、直ちに総務対策部に報告する。 

          なお、参集時における被害情報の報告にあたっては、「資料編第１３-６ 職員

参集時災害情報報告書」により報告を行うものとする。 

７ 参集後からの行動 

所定の活動場所に参集した職員は、参集した者から速やかに初期活動を開始し 

災害対策本部設置活動に積極的に協力する。 

      この際、本庁舎の「安全確認」や「災害情報の収集活動」にあたるとともに、 

「災害対策本部の設置」を優先して実施する。 

 

第４ 業務継続体制の確立 

「亀山市業務継続計画（ＢＣＰ）」に基づく訓練や検証等を実施して実効性の向上に努 

めるとともに、必要に応じて内容の修正・改善を行う等、業務継続体制の確立を図る。 
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第２節 組織体制 

第１ 災害対策本部 

災害対策本部は災害情報の収集、災害応急対策の実施方針の決定、関係機関等との連 

絡調整及び災害応急対策を行う。 

また、地震の発災に際しては、災害対策活動に必要な人員を早期に確保して、災害対 

策本部を速やかに設置して、迅速かつ適切な応急活動態勢を確立する。 

1 災害対策本部の設置基準 

１ 南海トラフ地震及び市域内で震度５弱以上の地震が発生した場合 

２ 市域で火災や爆発などにより、大規模な災害が発生した場合 

３ その他の災害の発生により、市長が必要と認めた場合 

2 災害対策本部の廃止 

災害対策本部は、災害に対する応急措置が概ね完了したと認められる場合又は災 

害発生の危険が解消したと認められる場合は、本部長の指示により廃止する。 

3 災害対策本部の設置及び廃止の通知と公表 

災害対策本部を設置した場合は、直ちにこの旨を次の区分により通知、公表する。 

(廃止したときも同様とする。) 

通知・公表先 担  当 通知 ・ 公表の手段 

三  重  県 
危機管理対策部 

総 務 対 策 部 

防災行政無線、防災情報システム、電話等 

報 道 機 関 防災情報システム、電話、ＦＡＸ、記者発表 

市    民 災害広報、ＨＰ、マスメディア等の活用 

なお、各対策部(班)への伝達は、各対策部長が行う。 

4 災害対策本部の設置場所 
災害対策活動の中枢となる災害対策本部の施設・設備について、耐震性及び各種 

  設備の整備を図るとともに、災害対策本部施設が損壊した場合に備え、予備施設を 

指定しておくものとする。 
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〇 災害対策本部設置優先順位 

１  第１順位 

本庁舎３階  

室  名 用   途 配 置 機 器 等 

大 会 議 室    災害対策本部 
【大会議室】 

電話・ＦＡＸ・パソコン・プロジェクター 

ホワイトボード・地図・コピー機・無線機 

（防災系）・衛星電話・テレビ 

【第３会議室】 

電話、地図、ホワイトボード 

 

第 ３ 会 議 室 関係機関調整室 

委 員 会 室 本 部 員 会 議 

理 事 者 控 室 関 係 機 関 ホワイトボード 

２ 第２順位 

亀山市消防本部庁舎 

室  名 用  途 配 置 機 器 等 

防災センター 災害対策本部 電話・ＦＡＸ・パソコン・プロジェクター 

ホワイトボード・地図・コピー機・無線機 

（防災及び消防系）・衛星電話・テレビ 

災 害 対 策 室 本部員会議室 

情報指令課室 電 話 応 対 室 

会  議  室 記 者 発 表 室 ホワイトボード 

 

第２ 本部員会議 

本部員会議は、災害対策本部に係る災害対策の基本的な事項及び重要かつ緊急の防災

措置について協議する会議であり、災害対策本部が設置された後、開催される。 

なお、本部長が必要であると認めた場合は、災害対策本部の設置に先だって開催され 

ることがある。 

また、極めて緊急を要し本部員会議を招集するいとまがない場合は、副本部長又は関 

係対策部長との協議をもってこれに代えることができる。 

この会議の組織、招集、協議事項等は、次のとおりとする。 

１ 会議は、災害対策本部における各対策部長以上の者をもって充てる。 

２ 会議は、本部長が必要に応じて招集する。 

３ 会議は、本部長が統括する。 

４ 会議の協議事項は、概ね次のとおりとする。 

(1) 災害応急対策の基本方針に関すること。 

(2) 被害状況の分析及び対応策に関すること。 

(3) 被害の調査及び判定に関すること。 
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(4) 警戒区域の設定に関すること。 

(5) 避難情報の発令に関すること。 

(6) 自衛隊に対する災害派遣要請・撤収に関すること。 

(7) 国・県及び他市町、その他関係機関及び団体等に対する協力要請に関すること。 

(8) 救助法適用要請に関すること。 

(9) 激甚災害の指定の要請に関すること。 

(10) 災害対策本部配備態勢の変更及び廃止に関すること。 

(11) 本部委員会議での決定が必要な事項 

 

第３ 災害対策本部事務局 

災害対策本部の事務局は、本部班及び各対策部支援要員により編成し活動する。 

また、事務局の総括事務は本部班が務め、当該の応急対策活動の実施状況等について

把握、災害対策本部を運営するとともに、本部員会議に報告する。 

 

第４ 各対策部の定位と関支所班応援要員 

１ 災害対策本部が設置された場合、各対策部の定位は大会議室とし、災害対策本部内

の連絡・調整を行うものとする。 

２ 市域の広範囲に被害を被った場合に備え、各対策部(消防対策部を除く。)は、関支

所班応援要員を事前に数名指名し、本部の指示によって関支所に派遣する。 
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第５ 災害対策本部の組織 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡 例 

○本  本部員会議参集者 

凡 例 

○本  本部員会議参

集者 

支援班（まちづくり協働課・市民課）   

班長  まちづくり協働課長 

市民対策部 

○本市民文化部長 

補佐 市民文化部次長(文化振興)関支

財務班（財務課、工事検査監） 

班長 財務課長 

 税務班（税務課） 

班長 税務課長 

 

指定避難所派遣

職員 

総 務 対 策 部 

○本総務財政部長 

危機管理対策部 

○本危機管理監 

本部班（防災安全課） 

班長 防災安全課長 

広報班（広報秘書課、ＤＸ推進室） 

班長 広報秘書課長 

 

総括班 （総務課） 

班長 総務課長 

経理班（会計課） 

班長 会計課長 

※本部付 

○本 消防団長 

環境班（環境課、生物多様性・獣害対策室） 

班長 環境課長 

教育第１班（教育総務課、生涯学習課、図書館） 

班長 教育総務課長 

教育第２班（学校教育課） 

班長 学校教育課長 

消防総務班（消防総務課、予防課） 

班長 消防総務課長 

消防通信班（情報指令課） 

班長 情報指令課長 

消防救助班（警防課、関分署、北東分署） 

班長 警防課長 

消防対策部 
○本  消 防 部 長 
○本  消 防 署 長 

第１分団 ～ 第１２分団・女性分団 

上水道班（上水道課） 

班長 上水道課長 

巡視班（建設管理課） 

班長 建設管理課長 

下水道班（下水道課） 

班長 下水道課長 

調査班（都市整備課・建築住宅課） 

班長 都市整備課長 

土木班（土木課） 

班長 土木課長 

商工農林班（農林振興課、商工観光課、農業委員会事務局） 

班長 農林振興課長 

健康福祉班 （地域福祉課、健康政策課） 

班長 地域福祉課長 

児童支援班（子ども総合支援課・子ども政策課） 

班長 子ども総合支援課長 

亀山市消防団 

医療班(病院総務課、地域医療課) 

班 長 病院総務課長   

医療対策部 

○本  地域医療部長 

災害対策本部長 

○本  市  長 

副本部長 

○本  副市長 

○本 消防長 

※本部付 

○本 地域医療統括官 
○本 病院長 
○本 教育長  

 

※ は、必要により本

部員会議に招致する。 

上下水道対策部 

○本  上下水道部長 

教育対策部 

○本  教育部長 

 

情報班（選挙管理委員会事務局、監査委員事務局） 

班長 選挙管理委員会事務局長 

関支所（地域サービス室・文化課・歴史博物館） 

班長 歴史博物館館長・文化課長 

 

建設対策部 

○本  建設部長 

産業環境対策部 

○本  産業環境部長 

福祉対策部副部長 
子ども未来部長 

福祉対策部 

○本  健康福祉部長 

交通・広報対策部 

○本政策部長 
交通対策班（政策推進課） 

班長 政策推進課長 
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第６ 各対策部の所掌事務  

各対策部における所掌事務を次のように定める。 

１ 共通事務 

各対策部(班)共通 

１ 本部長の特命による業務の援助に関すること。 

２ 所管に関する被害状況及び災害対策実施状況の取りまとめ並びに災 

 害対策本部との連携に関すること。 

３ 関係機関及び関係団体等との連絡調整に関すること。 

４ 他対策部(班)に対する応援等業務支援に関すること。 

２ 対策部の事務基準 

部 班・担当 所   掌   事   務 

危

機

管

理

対

策

部 

本 部 班 

（防災安全課） 

【災害初動】 

１ 災害対策本部の設置・運営に関すること。 

２ 職員の非常招集と配備態勢に関すること。 

３ 地震情報等の収集及び気象予警報の受理・伝達に関すること。 

４ 本部員会議の開催・進行に関すること。 

５ 県との連携及び関係機関への情報提供並びに連携に関すること。 

６ 市民等に対する避難情報等の発表に関すること。 

７ 情報班の支援に関すること。 

【災害応急対策活動】 

１ 災害対策活動の全般及び運用に関すること。 

２ 県災害対策本部及び防災関係機関との連携に関すること。 

３ 自衛隊の災害派遣要請等に関すること。 

４ 防災関係機関への出動要請等に関すること。 

５ 防災行政無線の運用・統制に関すること。 

６ その他、災害発生時の運用等に関すること。 

【復旧・復興】 

１ 災害対策本部の廃止に関すること。 

２ 自衛隊派遣部隊の撤収に関すること。 

３ 防災関係機関の撤収に関すること。 

４ 平素の活動に移行する際の業務の継続に関する統制・調整に関す 

ること。 

情 報 班 

(選挙管理委員会

事務局) 

(監査委員事務局) 

【期間共通】 

１ 被害情報の収集・整理に関すること。 

２ 関係機関の活動情報の収集・整理に関すること。 

３ 状況により、本部班の支援に関すること。 
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部 班・担当 所   掌   事   務 

総 

務 

対 

策 

部 

総  括  班 
(総務課) 

【災害初動】 

１ 災害情報・被害情報に関する情報収集に関すること。 

２ 職員の招集及び配置調整に関すること。 

３ 職員の招集・被害状況の把握に関すること。 

４ 災害対策本部開設支援に関すること。 

【災害応急対策活動】 

１ 本部員会議の庶務に関すること。 

２ 各対策部に対する防災・災害情報の周知に関すること。 

３ 災害対策本部内の相互支援等の統制・調整に関すること。 

４ 被害情報の収集・整理等に関すること。 

５ 応援部隊等の受入れに関すること。 

【復旧・復興】 

１ 職員の健康管理及び災害給付に関すること。 

２ り災証明書の発行及びり災台帳の作成に関すること。 

経   理   班 

（会計課） 

【災害初動】 

１ 災害対策本部設置支援に関すること。 

２ 被害情報の収集・報告に関すること。 

【災害応急対策活動】 

１ 災害関係経費の出納に関すること。 

２ 災害義援金の受入れ及び一時保管に関すること。 

３ 指定金融機関との連絡調整に関すること。 

 

財   務   班 

(財務課) 

(工事検査監) 

【災害初動】 

１ 市庁舎の安全点検に関すること。 

２ 災害対策本部設置支援に関すること。 

３ 市庁舎の応急対策に関すること。 

４ 被害情報の収集・報告に関すること。 

【災害応急対策活動】 

１ 応急対策車両の借上げ及び輸送車両等の確保に関すること。 

２ 応急救援用資機材、災害関係物品等の調達に関すること。 

３ 国、県からの救援物資の受領・管理に関すること。 

４ 避難所に対する救援物資等の輸送・配分に関すること。 

【復旧・復興】 

１ 災害関係予算の措置に関すること。 

２ 市有財産の被害調査及び応急対策に関すること。 

３ 財政に関する国、県との連絡調整に関すること。 

４ 関係行政機関への陳情及び要望事項の取りまとめに関すること。 
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部 班・担当 所   掌   事   務 

総

務

対

策

部 

 

税 務 班 

 
※避難所開設が必要な

場合は、市民対策部に

属し、【災害初動】の

１～3 の所掌業務を行

う。 

【災害初動】 

１ 避難所の開設・運営及び避難者の受入れ支援に関すること。 

２ 被害情報の収集・報告に関すること。 

３ 状況より、避難所の開設・運営の支援に関すること。 

【災害応急対策活動】 

１ 避難所における救援物資等の受入・配分支援に関すること。 

２ 避難者等の避難生活支援に関すること。 

【復旧・復興】 

１ 被災住民からの被害調査に関すること。 

２ 被災者に対する市税の減免措置及び税務上の諸証明の発行に関する 

こと。 

交 

通 

・ 

広 

報 

対 

策 

部 

交通対策班 
 (政策推進課) 

【期間共通】 

１ 市内の運輸・交通機関の被害状況等の把握に関すること。 

２ 交通機関等との調整に関すること。 

３ 広報班の支援に関すること。 

４ 状況により情報班の支援に関すること。 

広  報  班 

(広報秘書課) 

 (ＤＸ推進室) 

【期間共通】 

１ 市民への情報発信に関すること。 

２ 報道機関等に対する情報提供及び連携に関すること。 

※ 安否不明者等の公表に関する対応を含む。 

３ 報道機関の活動の調整・統制に関すること。 

４ 災害対策本部活動の広報に関すること。 

５ 渉外に関すること。 

市

民

対

策

部 

支 援 班 
(市民課) 

(まちづくり協働課) 

 

※状況により税務班 

が支援 

【期間共通】 

１ 避難所の開設・運営及び避難者の受入れ支援に関すること。 

２ 避難所における救援物資等の受入・配分支援に関すること。 

３ 避難者等の避難生活支援に関すること。 

４ 被害情報の収集に関すること。 

５ 市民を対象とした相談窓口の開設・運営に関すること。 

６ 安否不明者の報告・公表等に関すること。 

関支所班 

(文化課) 

(地域サービス室) 

(歴史博物館) 

【災害初動】 

１ 関地区の被害情報収集・報告に関すること。 

２ 関支所の安全点検に関すること。 

【災害応急対策活動】  

１ 関地区避難所の開設・運営及び避難者の受入れ支援に関すること。 

２ 文化施設の避難所及び避難地としての応急供用に関すること。 

【復旧・復興】 

 文化財等の被害状況調査及び応急対策に関すること。 
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部 班・担当 所   掌   事   務 

建    

設 

対 

策 

部 

巡  視  班  

（建設管理課） 

【災害発生時】 

１ 道路、水路、河川、急傾斜地等危険箇所の被害情報の収集に関するこ

と。 

２ 危険ケ所の規制及び周知に関すること。 

【災害応急対策活動】 

１ 道路及び危険個所等の応急復旧に関すること。 

２ 被災予想地帯の警戒に関すること。 

 

土  木   班 

（土木課） 

【災害発生時】 

１ 被害情報の収集及び報告に関すること。 

２ 砂防設備、河川施設、土木施設の被害調査及び応急対策に関すること。 

３ 緊急輸送道路の確保に関すること。 

【災害応急対策活動】【復旧・復興】 

 建設業協会等への協力要請に関すること。 

調 査 班 

（都市整備課） 

（建築住宅課） 

【災害発生時】 

被害情報の収集及び報告に関すること。 

【災害応急対策活動】 

１ 被災建築物応急危険度判定活動に関すること。 

２ 被災宅地危険度判定活動に関すること。 

【復旧・復興】 

１ 市営住宅の被害状況調査並びに対策に関すること。 

２ 応急仮設住宅の建設に関すること。 

産

業 

環

境 

対

策

部 

商工農林班 

（農林振興課） 

（商工観光課） 

【災害発生時】 

１ 商工業施設、農畜産物の被害、ため池及び農業施設等の被害情報の収

集・整理・報告に関すること。 

２ 観光客に対する災害情報の提供に関すること。 

【災害応急対策活動】 

１ 危険地域の応急対策に関すること。 

２ 農地等の応急復旧並びに冠水排除に関すること。 

３ 観光施設の被害状況調査及び応急対策に関すること。 

【復旧・復興】 

１ 農林・商工業等の復興に関する事項 

２ 観光施設の復興等に関すること。 

環 境 班 

（ 環 境 課 ） 

（生物多様性・獣害

対策室） 

【災害発生時】 

１ 被害情報の収集及び報告に関すること。 

２ 斎場施設及び廃棄物処理施設の被害状況の把握及び報告並び 

に応急対策活動に関すること。 

【災害応急対策活動】 

１ 被災地域における生活環境の保全に関すること。 

２ ごみ及びし尿の処理に関すること。 

３ 災害廃棄物の発生状況調査及び処理対策に関すること。 

【復旧・復興】 

１ 災害廃棄物仮置場候補地の選定及び対策に関すること。 

２ 災害廃棄物処理実行計画の作成に関すること。 
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部 班・担当 所   掌   事   務 

上

下

水

道

対

策

部 

 

上 水 道 班 

（上水道課） 

 

 

【災害発生時】 

１ 被害情報の収集及び報告に関すること。 

２ 上水道施設の被害状況の把握に関すること。 

【災害応急対策活動】 

１ 市民に対する飲料水の供給に関すること。 

２ 上水道施設の応急復旧に関すること。 

【復旧・復興】 

１ 亀山市水道事業協同組合への協力要請に関すること。 

２ 災害による水質管理に関すること。 

下 水 道 班 

（下水道課） 

【災害発生時】 
１ 被害情報の収集及び報告に関すること。 
２ 下水道施設の被害状況の把握に関すること。 
【災害応急対策活動】 
１ 市民に対する飲料水の供給支援に関すること。 
２ 下水道施設の応急復旧に関すること。 
【復旧・復興】 
下水道建設業者等、応急対策員の確保に関すること。 

福 

祉 

対 

策 

部 

健 康 福 祉 班 
(地域福祉課) 

(健康政策課) 

 

【災害初動】 

１ 被害情報の収集及び報告に関すること。 

２ 福祉避難所の開設調整及び要配慮者の受入れに関すること。 

３ 避難行動要支援者に対する安否確認及び避難者名簿の作成に関する

こと。 

４ 救護所（応急治療所）の設置に関すること。 

【災害応急対策活動】 

１ スポーツ施設の避難所及び避難地としての応急供用に関すること。 

２ 救護所（応急治療所）の運用支援に関すること。 

３ 医薬品及び医療用資機材の調達に関すること。 

４ 感染症等の防除、防疫及び避難住民に対する衛生指導に関すること。 

５ 災害用トイレの設置及び管理に関すること。 

６ 被災者の健康管理及び健康相談に関すること。 

７ 医師・看護師等の応援要請に関する事項 

８ ボランティアセンター開設及びボランティア受入れに関すること。 

９ 遺体安置所の開設及び管理に関すること。 

10 死者の報告・公表等に関すること 

【復旧・復興】  

１ 救助法の適用手続き及び事務に関すること。 

２ 災害義援金、救援物資の収受及び事務手続きに関すること。 

３ 要配慮者等の健康管理及び健康相談に関すること。  

児 童 支 援 班 
(子ども総合支援課) 

(子ども政策課) 

【災害発生時】 

１ 被害情報の収集及び報告に関すること。 

２ 園児の被害状況調査及び安全対策に関すること。 

【災害応急対策活動・復旧・復興】 

１ 幼稚園・福祉関係施設・設備の被害状況調査及び応急対策に関する

こと。 

２ 児童・園児等子どものこころのケアに関すること。 

３ 子ども・女性相談窓口の開設・運営に関すること。 
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部 班・担当 所   掌   事   務 

医

療

対

策

部 

医療班 
(病院総務課) 

(地域医療課) 

【期間共通】 

１ 病院の応急対策に関すること。 

２ 災害医療支援病院としての機能維持に関すること。 

３ 被災患者の治療・患者移送及びその他の医事に関すること。 

４ 所管に係わる関係機関、団体等との連絡調整に関すること。 

５ 医療センターと医師会との連携に関すること。 

教

育

対

策

部 

教育第１班 

(教育総務課) 

(生涯学習課) 

(図書館) 

【災害発生時】 
１ 被害情報の収集及び報告に関すること。 
２ 児童・生徒及び学校、その他設備の被害状況の把握に関すること。 
３ 避難の開設・運営及び避難者の受入れ等の支援に関すること。 
４ 図書館への帰宅困難者等の受入に関すること。 
【災害応急対策活動】 
１ 学校施設における避難所等の供用に関すること。 
２ 学校施設の安全対策に関すること。 
３ 社会教育施設の被害状況の把握及び応急対策に関すること。 
【復旧・復興】 
 社会教育施設等の復旧に関する事項 

教育第２班 

（学校教育課） 

【災害発生時】 
１ 被害情報の収集及び報告に関すること。 
２ 児童・生徒の被害状況の把握に関すること。 
３ 避難の開設・運営及び避難者の受入れ等の支援に関すること。 
【災害応急対策活動】 
１ 県教育委員会等関係機関との連絡調整に関すること。 
【復旧・復興】 
１ 学校教育再興に関すること。 
２ 被災児童・生徒に対する教材及び学用品等の給付に関すること。 

消

防

対

策

部 

消防総務班 

(消防総務課) 

(予防課) 

【共 通】 
１ 人命の救出救助に関すること 
２ 被害情報の収集及び報告に関すること。 
３ 災害対策本部との連絡調整に関すること。 
４ 避難情報等の伝達に関すること。 
５ 傷病者の救護及び救急搬送に関すること。 
６ 消防団及び自主防災組織の現場活動の協力支援に関すること。 

細部は、消防長の示すところによる。 

消防通信班 

（情報指令課） 

消防救助班 

(警防課・関分

署・北東分署) 

指定避難所指定職員 

【災害発生時】 
１ 指定避難所の開設(施設点検・避難者の受入等)に関すること。 
２ 被害状況の把握及び報告に関すること。 
３ 指定避難所における情報収集に関すること。 
【災害応急対策活動】 
１ 指定避難所状況の災害対策本部への報告に関すること。 
２ 救援物資等の受入に関すること。 
３ 立入禁止区域の設定に関すること。 

消

防

団 

第１分団～ 
第１２分団 

女性分団 

１ 危険箇所の警戒、避難情報等の伝達及び避難誘導に関すること。 

２ 地震、風水害、火災及びその他の災害に関する警戒防御に関するこ

と。 
３ 災害対策本部及び消防本部との連絡調整に関すること。 
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第７ 参集状況に応じた対策部態勢 

連絡網、交通の途絶等により、職員の参集率が低い場合等、緊急事態における組織態 

勢は、各対策部等、横断的に編成を行うものとする。 

１ 災害対策本部の設置 

地震発災後、本部庁舎に参集する職員は、一時的に本部業務に対応することとし 

本部機能の立ち上げを最優先させる。 

２ 各対策部（班）態勢 

１ 職員は、参集場所に応じた各対策部（班）に参加し、部（班）態勢を構築する。 

２ 災害対策本部は、災害状況や優先業務に応じて、各対策部間において横断的かつ 

柔軟な職員配置を行うものとする。 

 

第８ 指定避難所指定職員 

防災生活圏を単位とした諸活動を円滑に実施するため、指定避難所において活動する

職員を定め、閉庁日及び夜間等の閉庁時間帯において、非常体制に相当する災害が発生

した場合、指定職員は命を受けることなく自らの判断で事前に定められた指定避難所に

参集し、避難所開設のための活動を行うものとする。 

1 指定避難所指定職員の位置付け 

１ 指定職員は、災害対策本部の直轄要員として、大規模災害が発生した場合、定 

 められた指定避難所において、避難所の開設業務及び災害情報の収集・伝達活動 

 に従事する｡  

２ 指定職員として従事する期間は、災害発生直後から避難所開設までの初動対応 

 期とし、市民対策部が派遣する職員の到着後、所要の引継ぎを行い、災害対策本 

部（各対策部等）に復帰する。 

2 指定避難所指定職員選任の基準 

１ 指定職員は､指定避難所の近隣に居住する職員より選任するものとする。  

２ 指定職員の構成は、責任者及びその補助者を含め２～３名を選任するものとす 

る。 

３ 指定避難所の近隣に居住する職員の該当がない場合、その近隣の地区において 

 職員の選任を行うものとする。 

４ 該当する職員の選任にあたっては、防災安全課、総務課及び関係部（局）と協 

 議を行い決定するものとする。 
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第９ 消防団 
消防団は、災害発生直後の市内各地域において、速やかに全機能を発揮できる体制を

確立するとともに、災害現場における消火、救出救助、警戒巡視、避難誘導等を実施す

る。 

1 活動態勢 
地震等の災害が発生した場合は、速やかに活動態勢を確立し、計画に基づき効果 

  的活動を行う。 

１ 消防団本部等 

(1) 消防団本部 

     市内に非常体制に相当する災害が発生した場合は、消防団長及び副団長をも 

    って、所属団員が行う活動全般を指揮総括する。 

(2) 分 団 

非常参集連絡により、各地域の消防団詰め所及び消防車庫にて活動態勢を整 

    え消防団本部の指示により活動を行う。 

(3) 女性分団 

非常参集連絡により、消防庁舎にて活動態勢を整え、消防団本部の指示により 

     活動を行う。 

２ 消防団本部等の組織体系 

 

 

 

 

 

 

３ 消防団本部等の所掌業務 

要  員 区  分 所  掌  事  務 

団   長 

副 団 長 

 

団本部 
１ 消防団員の動員に関すること。 

２ 情報収集に関すること。 

３ 資機材の確保、調達に関すること。 

４ 災害対策本部及び消防本部との連絡調整に関すること 

５ 消火活動に関すること。 

６ 救助、救急活動に関すること。 

７ 被災者の避難誘導に関すること。 

８ 広報活動に関すること。 

９ 行方不明者の捜索収容に関すること。 

10 関係機関との連絡に関すること。 

分     団 

【消防庁舎】 

団 本 部 

消防団長 

副 団 長 

・第１分団～第１２分団 

・女性分団 

【各地域】 

各 分 団 長 
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2 防災活動 
消防団の防災活動の基本は、次のとおりとする。 

１ 積極的に災害の状況等を把握し、消防団車両、消火、救助用資機材等を有効に活 

  用して活動を実施する。 

２ 火気の使用、自動車の使用、危険な作業等の自粛、消火の準備、家具等の転倒 

 防止、その他地震災害の発生の防止と被害の軽減を図るために必要な措置をとる 

 よう、総務対策部と一体となって広報する。 

３ 必要な場合は、要避難対象地区住民に対して避難を指示・誘導及び避難路を確保

して避難者の安全確保に努める。 

４  災害対策本部、消防対策部と連携を密にして活動を実施する。 

５  活動範囲は、受持地域を優先する。 
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第３節 地震情報等の収集・伝達活動 

第１ 地震情報等の伝達系統 

災害発生時に有効な活動を行うため地震情報（震度、震源、地震の強さ、余震の状況等）や

被害情報及び防災関係機関が実施する災害応急対策活動に関する情報等を次の「地震情報

等伝達系統図」により入手する。 

防災関係機関等から入手した地震に関する情報は、防災安全課において受領し、市長(本部 

長)に報告する。 

入手する情報の種類は、次のとおりである。 

情 報 の 種 類 入 手 要 領 担     当 

 緊急地震速報 １ Ｊ－ＡＬＥＲＴ（全国瞬時警報システ

ム） 

２ 三重県防災情報伝達システム 

３ 県の一斉優先ＦＡＸ 

４ 一般の加入電話・ＦＡＸ 

防災安全課 

又 は 

消防本部 

震源・震度に関する情報 

前記以外の地震に関す
る情報 

１ 消防庁への連絡先 

(1) 通常時（消防庁応急対策室） 

 NTT回線 消防防災無線 地域衛星通信ネットワーク 

T E L ０３－５２５３－７５２７ ９ ０－４９ ０ １ ３ ８-７-０４８-５００-９０-４９０１３ 

F A X ０３－５２５３－７５３７ ９ ０－４９ ０ ３ ３ ８-７-０４８-５００-９０-４９０３３ 

(2) 夜間・休日時（消防庁宿直室） 

 NTT回線 消防防災無線 地域衛星通信ネットワーク 

T E L ０３－５２５３－７７７７ ９ ０－ ４ ９ １ ０ 2 ８-７-０４８-５００-９０-４９１０2          

F A X ０３－５２５３－７５５３ ９ ０－４９ ０ ３ ６ ８-７-０４８-５００-９０-４９０３６ 

２ 地震及び津波警報等の伝達系統 

   地震及び津波に関する情報は、気象庁が発表し、次の系統により情報が伝達され 

る。 
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地震情報等伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 地震発災時の情報伝達 

市域において震度４以上の地震が発生した場合、防災安全課職員は直ちに地震に関す 

る情報等を収集し、市長に報告するとともに、非常配備態勢についての指示を仰ぎ、速

やかに応急対策体制について各対策部に伝達する。 

１ 職員への伝達 
非常配備を行う場合、情報伝達系統図により庁内放送、電話、携帯電話、防災行 

Ｎ  Ｈ  Ｋ 

本
庁
又
は
大
阪
管
区
気
象
台 

津
地

方
気
象
台 

住 
 

民 

・ 

官 

公 

署 

等 

市 

ＮＴＴ東日本 
ＮＴＴ西日本 

交番、駐在所 

三 重 県 

（防災対策部） 

三 重 県 

警 察 本 部 
警 察 署 

各消防本部 

 

各地域防災 

総合事務所 

報道機関 

 

気象庁 

 

警報事項の通知機関 

 

警 察 庁 
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政無線又は伝令により、各対策部長 → 各部員の系統により伝達する。 

   ※ 「庁内放送文例」参照 

なお、対策部長不在の場合には、これに代わる者に対して伝達を行うとともに、各 

対策部内における伝達の方法は、各対策部において定めるものとする。 

【情報伝達系統図】 

 

 

地震・火災情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

２ 地震発生時の地震情報の伝達 

【 庁 内 放 送 文 例 】 

配備基準 文            例 

震 度 ４ 

ただ今、震度４の地震が発生しました。 
「準備態勢を指令します。」職員は、負傷者がいないか確認するとともに、安
全確認を行ってください。 

震度５弱 

ただ今、震度５弱の地震が発生しました。 
「警戒態勢を指令します。」職員は、周囲に負傷者がいないか確認するととも
に、安全確認を行ってください。 
また、各対策部長は、直ちに大会議室に参集してください。 

震度５強 

以上 

ただ今、震度５強の地震が発生しました。 
「非常態勢を指令します。」職員は、周囲に負傷者がいないか確認するととも
に、安全対策を行ってください。 
各対策部長は、速やかに大会議室に参集するとともに、各対策部は事務分掌

に基づいて活動に取り組んでください。 

_ 

_ 

市長不在の場合 ① 

市 長 
消 防 庁 

消防本部（情報指令課） 三 重 県 

市民・自主防災組織 各部員 

各部長 

副市長 

消防長 

本部付 

副市長不在の場合 ② 

県気象情報配信システム 

宿・日直者（夜間・休日） 

防災安全課 
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３ 勤務時間外の伝達  

夜間若しくは勤務時間外に宿日直者及び消防本部情報指令課が地震情報等を受領 

した場合、直ちに防災安全課職員に連絡するとともに、必要な処置を講ずるものと 

する。 

４ 県への報告 
県への報告は次の場合を基準とし防災安全課が行うものとする。 

１ 災害対策本部を設置(廃止)した場合 

２ 市域に地震による被害が生じた場合 

３ 地震による災害発生の恐れがある場合 

５ 消防本部による伝達活動 
火災が同時多発あるいは、多くの死傷者が発生し、消防本部への通報が殺到した 

場合、若しくは殺到すると想定される場合には、直ちに防災安全課、県、消防庁に 

報告する。 

なお、消防庁に対しては、県を経由することなく直接報告することができる。 
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第４節 被害情報の収集・伝達活動 

第１ 初期被害情報の収集・伝達 

災害発生初期においては、人命の救出救助及び市民の安全確保のために情報を優先し

て収集する。この際、特に次の内容の収集に努めるとともに、関係部署との被害情報の

共有を行う。 

1 被害規模早期把握のために収集する情報 

項      目 情 報 の 内 容 担  当 

【概括的被害情報】 

1  人命危険の有無及び人的 

被害の発生状況 

2  火災、土砂災害等の二次 

災害の発生状況、危険性 

3  市民の動向 

4  道路交通の状況 

１ 指定職員、支援班からの報告による防

災生活圏単位で調査 

２ ため池、土砂災害等の危険箇所 

市 民 対 策 部 

建 設 対 策 部 

産業環境対策部 

自主防災組織からの情報 

総 務 対 策 部 参集途上の情報（勤務時間外の場合） 

目視による情報 

【ライフライン被害の範囲】 

各ライフライン管理者に 

問い合わせる。 

上水道 

総 務 対 策 部 

産業環境対策部 

上下水道対策部 

下水道 

電 話（電話各社） 

携帯電話（携帯電話各社） 

ガ ス（事業所） 

電 力（事業所） 

【医療関係情報】 

１ 医療情報 

２ 救急情報 

３ １１０番通報 

市内医療機関等 医 療 対 策 部 

１１９番通報(消防対策部消防通信班) 消 防 対 策 部 

１１０番通報（亀山警察署） 
総 務 対 策 部 

市役所への市民通報 

【避難情報】 

帰宅困難者、避難者の把握 

帰宅困難者、観光客等の状況(関支所班) 
市 民 対 策 部 

各避難所の避難者の状況 

その他被害関連情報 

所管施設・設備の損壊状況 

総 務 対 策 部 １ 開始した応急対策の内容 

２ 災害の発生拡大防止措置上必要な事項 
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２ ヘリコプターの支援要請 

各対策部においてヘリコプター等による被災状況の調査等で必要であると認めら 

れる場合には、順序を経て本部長に具申するものとする。 

この際、各対策部は効果的かつ効率的な運用に留意する。 

３ 緊急を要する災害情報の関係防災機関への通報 

河川の破堤等、緊急を要する情報は、承知した対策部(又は勤務者)が直ちに県、 

隣接市町及び関係防災機関に通報する。なお、通報終了後、本部長に報告するとと 

もに、対策本部内で共有を図るものとする。 

４ 報告・通報 
１ 各対策部は、情報班と協力して入手した被害情報を市域全体の地図上に取りま 

とめ、本部員会議に報告する。 

２ 整理した情報及び決定した対策等は、本部班が適時に県に通報する。 

５ 受援等の要請 

被害等の発生状況等により受援の必要があると認めた場合は、「第２章第５節第 

２－３ 県への応援の要請」により、県、隣接市町、協定市町、関係機関等へ応援要 

請を行う。 

なお、緊急を要すると認められる場合で、本部長の承認を受けることが困難な場合

は各対策部において要請し、じ後、速やかに本部長に報告する。 

６ 市民への周知 

「第２章第１６節第１被災者への情報伝達活動」によるほか、市民の安全確保及 

び応急対策の迅速な実施のために必要な情報を市民に周知する。 

この際、次の事項を重視して周知を図る。 

１ 避難の準備、避難地（広域避難場所）、避難所等の情報 

２ 被害の状況（火災、ライフライン等） 

３ 行動上の注意事項（道路交通の状況等） 

７ 県への報告 

県への報告は、右図の 

災害報告系統による。 
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第２ 被害情報の収集・伝達 

人的被害の状況、建築物の被害の状況及び火災、土砂災害の発生状況等の情報を収集 

し、効果的な災害対策活動実施に資する。この際、収集した被害規模に関する概括的情 

報を含め、逐次、県に報告する。 

１ 収集する情報の種類 

項   目 情  報  内  容 担    当 

人  的  被  害 

死者、行方不明者の状況 総 務 対 策 部 

交通・広報対策部 

医 療 対 策 部 

負傷者の状況 

住  家  被  害 

全壊、半壊の状況 市 民 対 策 部 

消 防 対 策 部 

建 設 対 策 部 

全焼、半焼の状況 

応急危険度判定調査 

公共土木施設の

被         害 

道路、橋梁、河川等の状況 

建 設 対 策 部 

産業環境対策部 

総 務 対 策 部 

交通・広報対策部 

上下水道対策部 

１ 急傾斜地、宅地等の状況 

２ ため池、急傾斜地等の調査 

交通施設、交通の状況(公共交通機関、道路交通) 

ライフライン施設の状況 

(上水道、下水道、電話、ガス、電気) 

そ   の   他 

救急・救助活動の状況 消 防 対 策 部 

医療活動の状況 医 療 対 策 部 

応急給水の状況 上下水道対策部 

出火の状況 消 防 対 策 部 

社会的混乱の発生状況（警察） 
総 務 対 策 部  

避難指示等、警戒区域設定の状況 

避難所の状況 市 民 対 策 部 

非住家（公共施設等）の状況 
教 育 対 策 部  

建 設 対 策 部 

応急対策活動の実施状況等その他 各 対 策 部 
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2 情報の収集・整理 
１ 救出救助活動に資するため、前項「収集する情報の種類」に基づき必要な情報を 

あらゆる手段を尽くして収集する。 

２ 情報班は、収集した被害情報等を最新の状態に整理し、対策本部内での情報の共 

 有を図る。 

３ 各対策部は、災害対策本部内の地図に最新の状況を記入し、本部員会議に報告 

する。 

3 報告の種類 
１ 概況報告 

         被害の有無及び程度の概況について三重県災害対策活動実施要領様式（１）に 

基づき、県災対本部（地方部経由）に報告するものとする。 

２ 災害速報 

被害の状況が判明次第、被害速報送受信票及び三重県災害対策活動要領様式 

（２）に基づき、市から県災対本部（地方部経由）に報告するものとする。 

この際、報告した内容については、防災関係機関との共有に努める。 

 

第３ 住家等被害調査 

1 調査の実施 
１ 第一次調査 

被災地区を対象として、原則、外観から住家等の被害認定調査を行う。 

２ 第二次調査 

    第一次調査の結果又は第一次調査で物理的にできなかった調査については、再 

調査等の申し出により実施する。 

2 調査態勢 

総務対策部(税務班)は、次の態勢により調査を実施する。 

１ 編 成 

(1) 被害調査にあたっては、２人１組態勢とし、調査規模等の内容により組数を 

編成する。 

     (2)  被害調査にあたり、要員等が不足するときは、他対策部等からの応援職員を 

     増員するとともに、必要により県知事又は近隣市町に対し調査要員の派遣を要 

請する。 

２ 調査期間 

(1) 第一次調査 ： 被害調査態勢の確立後、直ちに調査を開始し早期に完了する 

よう努める。 
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(2) 第二次調査 ： り災証明書の発行と併せて再調査の受付けを開始する。 

3 調査方法 
被害調査票により棟単位で行い、第一次調査段階から調査を行う旨（地区、日 

程）をあらかじめ市民に広報のうえ、外観調査が基本であるが可能な限り立入調査 

を実施することにより、認定に正確を期す。 

なお、第二次調査時は、必ず居住者又は所有者立ち会いの上で、立入調査を実施 

する。 

4 判定基準 
    「災害の被害認定基準について」及び「被災者生活再建支援法施行令の一部を改正

する政令の施行について」並びに「災害救助法事務取扱要領」による。 

 

第４ 通信の確保 

1 通信手段の確保 

    大規模・広域災害発生時には、インターネット通信・衛星通信・防災行政無線等、 

複数の通信手段を確保維持するため、平時から自治体間の広域連携、複数の防災関係 

機関が相互に協力支援し合う態勢の整備、様々な被災ケースを想定した柔軟かつ複数 

の非常通信手段の確保を行う。 

この際、自治体間の通信・防災関係機関の通信確保に留意する。 

2 担任区分 

役職・組織等 活  動  の  内   容 

総 務 対 策 部 

１ 通信手段の確保 

２ 本部への通信機器等の配備 

３ 通信機器、非常通信装置等の故障時の修理依頼 

４ 加入電話の増設依頼 

５ 他機関等に対する通信機器確保のための要請 

６ 災害時優先電話の登録と確保 

７ 防災行政無線による通信 

８ 市民への不要不急電話抑制の広報 

消 防 対 策 部 無線通信機能の確保 

市 民 対 策 部 
(関支所班) 

防災行政無線（同報系）による関地区内への広報 

市民・事業所 不要不急電話の抑制 

防災関係機関 通信確保への協力依頼 

ア マ チ ュ ア 
無 線 ク ラ ブ 

 次の事項について協力依頼 

１ アマチュア無線による災害情報の収集伝達に関する協力 

２ 避難場所、避難所、被災箇所等と災害対策本部との間の情報連 

絡に対する協力 
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３ 災害時における通信連絡手段 
  災害の発生時の通信は、災害対策業務を行う上で極めて重要であり、平素から通 

 信組織の維持に留意するとともに、有線通信・無線通信の特性を踏まえ、複数の通 

信手段を確保することが重要である。  

１ 電気通信網を利用した通信・連絡手段 

通信・連絡手段 備             考 

一 般 加 入 電 話 通常の電話及びＦＡＸ 

衛 星 携 帯 電 話 一般加入電話等が利用できない場合 

携  帯  電  話 携帯用電話 

災 害 時 優 先 電 話 
通常の電話回線を利用するが、災害発生時には発信時に、

他の通信に優先して接続される。 

インターネット通信 
インターネットや他の事業者の回線を利用するインターネ

ット通信 

ケーブルテレビ通信 専用ケーブル回線を利用するインターネットを含む通信 

市民文化部ＩＰ無線 市民文化部専用の無線 

２ 無線通信網を利用した通信・連絡手段 

通信 ・ 連絡手段 備          考 

三重県防災行政無線(地上系・衛星系) 県及び県内各市町を結ぶ無線 

亀山市防災行政無線(移動系) 各対策部を結ぶ無線 

亀山市地域防災行政無線(同報系) 関支所管内の一斉広報無線 

消防用無線 消防専用の無線 

（なお、無線通信には、このほかにアマチュア無線等がある。） 

４ 通信の運用 

     １ 無線通信機器の配置 

災害対策時には無線通信機器を統一かつ効果的に運用する。 

通  信  機  器 配 置 場 所 

三重県防災行政無線(地上系・衛星系) 市本庁舎(関庁舎) 

消防庁舎 亀山市防災行政無線(移動系) 

亀山市地域防災行政無線(同報系) 関支所庁舎 

消防用無線 消防庁舎 

   この際、通信能力の補完のため、アマチュア無線等の民間が保有する通信力の 

活用を検討・依頼する。 

２ 災害時の通信運用の基準 

(1) 三重県防災行政無線（地上系、衛星系） 

県からの地震情報等の入手及び電話回線に障害が発生した場合の県との通信 

連絡を確保する。 
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(2) 亀山市防災行政無線 

 緊急を要する市内の通信連絡及び災害現場からの情報の収集、各部署への指 

揮命令の伝達、住民への避難指示等の伝達等に使用する。  

(3) 災害対策用携帯電話 

通信や交通手段が途絶した孤立地域との通信を確保するため、防災情報伝達

システムの運用を開始するまでの間、暫定的に運用する。 

(4) 消防専用無線 

災害発生時における人命救助活動、消火活動及びその他の警防活動に関する 

通信連絡手段 

(5) 災害時優先電話 

災害時の通信として災害対策本部に災害時優先電話として７台、各指定避難 

所に衛星携帯電話各１台を配置し、災害発生時の指揮連絡・情報収集等に運用

する。 

この際、発信と受信を指定・周知し、通信の混交を防止する。 

(6) その他の無線通信施設の活用 

  非常無線通信は、必要に応じ、無線局保有者に協力を要請する。この際、無

線局の免許保有者が自ら送受信することに留意する。 

この際、要請にあたっては、非常無線通信協議会構成員所属の無線局の選定 

に着意する。 

５ その他の通信連絡手段の活用 

１ アマチュア無線 

市の通信機器等が有効に機能せず、他機関の保有する専用電話等も利用できな 

い場合は、災害時応援協定に基づき、アマチュア無線クラブ(災害通信ボランテ 

ィアネットワーク亀山)に通信協力を要請し、災害時の通信連絡を確保する。 

２ インターネット通信等 

平素から亀山市ホームページを活用し防災等に関する情報提供等を行うととも 

に、災害発生時には被害等の情報収集のための通信として確保する。 

この際、回線の脆弱性等を考慮し、複数の通信手段の確保に努める。 

    ３ 災害放送の要請 

(1) 本部長は、基本法第５６条(市町村長の警報の伝達及び警告)及び５７条(通 

信設備の優先利用等)に基づき、災害に関する通知、要請、連絡又は警告等を 

市民に対し周知する必要がある場合に放送を利用することが適切と考えられる 

時は、県知事を通じて災害放送を要請する。 

(2) 県知事に対する要請及び連絡は、総務対策部が行う。 

(3) 県が取り決めている協定には、次の２つがある。 
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ア 災害時における放送協定（県対ＮＨＫ津放送局） 

イ 災害時の放送に関する協定（県対民放各社） 

    (4) 要請時に明らかにすべき事項 

       要請は、原則として文書によるが、緊急時には電話等により行い、事後にお 

いて速やかに文書を提出する。 また、以下の事項を明確にする。 

ア 放送要請の理由 

イ 放送事項 

ウ 放送希望日時 

エ その他必要な事項 

６ 通信の統制 

災害(被害)の推移を考慮しつつ、人命の救出・救助・被害に関する情報の収集・ 

通報に関する通信を優先する等、必要の都度、災害対策本部が統制する。 

７ 通信時の留意事項 
１ 簡潔かつ正確な通信を行うことに留意する。  

２ 確実に連絡するため、ＦＡＸを活用する。 

３ 通信連絡を受けた者は、通信連絡対応記録表により確実に記録し、関係者に報 

告、伝達する。 
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第５節 受援体制 

第１ 受援体制 

１ 応援要請の実施 
      被害状況及既に実施している災害応急対策の状況等を把握し、「被災市町村応援職 

   員確保システム」等、あらゆる手段を使用して、迅速に応援を要請する。 

    応援要請にあたっては、具体的な応援要請の実施に留意する。 

２ 受入態勢の確立 

    １ 県及び派遣元市町等との情報の共有  

   ２ リエゾン(連絡要員)の受入及び調整 

   ３ 応援要員・受援部隊等の受入・運用 

要請内容に応じた応援要員の進出拠点及び活動拠点、物資の受入拠点を確保し 

活動要領を作成するとともに、業務の引継を確実に行う。 

     なお、市内進出拠点及び活動拠点等詳細については、「三重県広域受援計画」に 

よるものとする。 

 

第２ 国・その他の地方公共団体への職員の派遣要請等 

   1 要請の手順 

      基本法、協定等に基づく応援協力の要請系統は、次のとおりである。 
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２ 事務の委任 

     基本法第７１条第２項の規定に基づき、知事から、当該事務及び当該事務を行う 

こととする期間の通知を受けた場合においては、本部長（市長）は、当該期間にお 

いて所定事務を行うものとする。 

３ 県への応援要請 

災害時に県に対して応援要請若しくは応急措置の実施を要請する場合又は他市町 

への応援を要請する場合は、関係法令に基づいて行う。 

１ 本部長（市長）は、概括的被害状況等により応援要請の必要性を判断し、県災 

対本部（地方部）を通じて県知事又は他市町長への応援を要請する。 

２ 要請は、当初、口頭（電話）により要請し、後日文書により処理するものとする。 

３ 連絡担当は、総務対策部とする。 

４ 緊急を要する場合は、各対策部において県の担当部署に直接要請することがで 

きる。その場合、じ後、本部員会議において本部長（市長）に報告する。 

５ 要請時に明らかにすべき事項 

(1) 救助法の適用の可否 

(2) 災害の原因及び被害の状況 

(3) 必要とする応援活動及び応急措置の内容、理由 

(4) 必要とする応援の人員、期間、場所 

(5) 必要とする応援の物資、資機材の品名及び数量 

(6) その他必要な事項 

４ 相互応援協定等 

協定における応援の範囲、応援の方法、費用の負担その他必要な取り決め事項の 

詳細は、それぞれの応援協定等において定める。（資料編参照） 

 

５ 職員の派遣要請 

１ 職員の派遣要請 

     被災市区町村応援職員確保システムの活用によるほか、次の要領により実施す 

る。 

(1) 前記の応援協力要請系統図により行う。 

(2) 職員の派遣を希望する対策部長は、派遣希望職員等を総務対策部に申し出る。 

(3)  職員の派遣又は派遣のあっせんを要請する場合は、県知事に対し次に掲げる 

事項を記載した文書を持って行う。 

ただし、緊急を要する場合は、電話で要請し、後日文書で改めて通知する。 

２ 職員の派遣を要請する際に明らかにすべき事項 

(1) 派遣（あっせん）を要請する理由 
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(2) 必要となる作業の場所 

(3) 派遣（あっせん）を求める職員の職種別人員数 

(4) 派遣を必要とする期間 

(5) 必要となる作業の内容 

(6) 派遣される職員の給与その他の勤務条件 

(7) 前各号に掲げるもののほか、職員の派遣（あっせん）について必要な事項 

６ 指定公共機関、防災関係民間団体等への応援要請 

指定公共機関、指定地方公共機関、防災関係民間団体等の協力を得て、適切な応 

急対策活動を実施するとともに、災害時に積極的に協力が得られるよう、体制を整 

えておくものとする。 

７ 応援の受入れ 

１ 受入れの担当 

受 入 対 象 受 入 担 当 

食糧及び生活必需品 総務対策部 

人 的 応 援 応援を要請した各対策部 

２ 宿泊場所 

      亀山高等学校、亀山中学校を中心とする公共施設を活用する。 

         ただし、宿泊者が多数のときは、市内若しくは近隣市の宿泊施設の借上げを総 

務対策部が検討する。 

 

第３ 他の地方公共団体への職員派遣 

市域外で災害が発生し、他の地方公共団体からの要請により本市の職員を派遣す 

る場合は、以下の要領で実施する。 

1 派遣態勢 

１ 派遣態勢の時期  

      他の地方公共団体からの要請があったときとする。 

２ 派遣人員 

    班態勢とし、グループリーダー級以上の職員 1人を含めるものとする。 

３ 派遣期間  

    原則として３～４日のローテーション方式による。 

４ 派遣決定の調整 
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      派遣決定に関する事務は総務対策部が行う。 

2 派遣方法 

１ 派遣職員の人選 

職員の派遣は、先遣隊の報告を待って次に派遣する職員の人選を決定する。 

２ 輸送手段 

(1) 総務対策部は、派遣職員及び救援物資の輸送手段として車両を確保しておく。 

(2) 輸送手段が確保されない場合、公共交通機関を利用し現地でレンタカーを調 

達する。 

(3) 陸上交通が困難な場合は、空路等も考慮する。 

３ 派遣に伴う携行品 

        基本的には、現地自治体に負担をかけないことを前提とし、現地での生活に必 

要な物資は携行する。 

なお、派遣に伴う携行品は、以下のとおりとし、総務対策部が準備する。 

(1) 防災服（ヘルメット、防災服、雨具、防災靴等） 

(2) 関連物資（懐中電灯、携帯ラジオ、携帯電話、工具等） 

(3) 生活用品（応急医薬品、テント、寝袋、食糧、自炊用具一式等） 

(4) 救援物資等（現地情報により選択） 

４ 救援物資の調達 

派遣職員の報告を待って、現地への救援物資を必要に応じて調達する。 

 

第４ 防災関係機関との連携 

役職・組織等 活   動   の   内   容 

本  部  長 

１ 広域応援要請の指示に関すること。 

２ 自衛隊災害派遣要請に関すること。 

３ 救助法適用要請の指示に関すること。 

４ 海外支援受入れの判断に関すること。 

危機管理対策部 

総務対策部 

１ 応援要請に関すること。 

２ 他機関との連絡調整に関すること。 

３ 救助法適用要請に関すること。 

各  対  策  部 応援協定を締結している場合の応援要請に関すること。 

自 主 防 災 組 織 等 
災害対策本部の要請により又は自主的な判断により災

害対策本部の実施する応急対策活動の応援を行うこと。 

防 災 関 係 機 関 
災害対策本部と緊密な連携をとり、応援要請により活動

を行うこと。 
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２ 各機関等との連携 

１ 防災会議の招集 

市の地域に係る災害が発生した場合、当該災害に係る災害応急態勢の確立を図 

るため、必要に応じて防災会議を招集し、被害情報の提供及び活動に関する調整 

等を行い、災害応急対策の推進を図る。 

２ 連絡調整の態勢 

本市が災害対策本部を設置した場合、防災会議の委員は、災害対策本部との緊 

密な連携を図るため、必要に応じて連絡員を派遣する。 

また、防災会議委員の要請があり、本部長が必要と認めるときは、連絡員を防 

災関係機関に派遣する。 

３ 連携する機関、連絡先及び協力を要請する事項 

市内の防災機関として応急対策への協力を要請する組織・団体は、次頁のとお 

りである。 

組 織 ・ 団 体 名 協 力 を 要 請 す る 事 項 

【情報関係団体】 

自主防災組織 

アマチュア無線クラブ 

１ 異常現象及び災害危険箇所を発見した場合の災

害対策本部への通報 

２ 災害情報の収集・伝達 

３ 避難場所、避難所、被災箇所等と災害対策本部

との間の情報連絡 

４ 被害調査 

【社会福祉及び社会教育団体】 

亀山市社会福祉協議会 

日本赤十字社亀山奉仕団 

亀山市婦人会連絡協議会 

炊き出し、給水その他救援物資等の配布 

【医療関係団体】 

一般社団法人亀山医師会 

一般社団法人亀山歯科医師会 

一般社団法人鈴鹿亀山薬剤

師会 

日本赤十字社三重県支部 

１ 医療救護及び助産救護活動 

２ 防疫活動 

【産業経済団体】 

鈴鹿農業協同組合・鈴鹿森林

組合・亀山商工会議所・商業団

体 

１ 生活必需物資、生活関係物資の調達、配分 

２ 産業に関する被害調査 

【復旧工事関係団体】 

三重県建設業協会亀山支部 

水道工事指定店 

排水設備工事指定店 

１ 浸水対策活動 

２ 公共土木施設、都市施設、農地及び農業用施設、

水道施設の応急措置 

３ その他の施設の応急措置 
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要請による派遣 
又は自主派遣 

災害派遣命令権者 
(第３３普通科連隊長) 

派遣要請(県知事に派遣要請の要求ができない場合) 

市   長 県 知 事 
派遣要請 被害状況の通知 

派遣要請 

情報収集 

※ 連絡先及び連絡担当対策部の一覧は附属資料による。 

 

第５ 自衛隊災害派遣要請 

1 県への自衛隊災害派遣要請 

１ 要請による派遣 

大規模な災害によりその被害が、地方自治体の災害対応能力を超える場合は、 

   災害対策基本法第６８条の２（災害派遣の要請の要求等）により、市町村長は、 

都道府県知事に対し、自衛隊法第８３条第１項の規定による要請をするよう求め 

ることができる。この規定により、本部長は、鈴鹿地域防災総合事務所長を経由 

して県知事へ派遣要請を求めるものとする。 

事態が急を要するときは、県知事へ直接電話又は無線等で要請し、じ後に文書

を送付するものとする。なお、本部長が県知事に派遣要請を求めることができな

い場合は、陸上自衛隊第３３普通科連隊長に直接要請を行うものとする。 

ただし、この場合、本部長は、じ後速やかに陸上自衛隊第３３普通科連隊長に

要請した旨を県知事に通知しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域関係団体】 

自主防災組織 

１ 異常現象及び災害危険箇所を発見した場合の災

害対策本部への通報 

２ 災害の予防と拡大防止 

３ 災害情報の収集、伝達 

４ 避難住民の誘導、受入れ等住民の避難活動 

５ 炊き出し、給水、その他救援物資の配布活動 

６ 医療救護活動 

７ 応急復旧活動 

８ 被災地域の防犯活動 

９ その他災害応急対策業務 
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２ 各対策部長は、各対策部において実施すべき応急対策が当市の能力を超えると判

断した場合、自衛隊災害派遣要請を本部長に上申する。 

2 災害派遣要請基準：３要件（公共性、緊急性、非代替性） 

１ 公共性 

    公共の秩序を維持するため、人命又は財産 を社会的に保護する必要性があるこ 

と。 

２ 緊急性 

    差し迫った必要性があること。 

３ 非代替性 

自衛隊の部隊が派遣される以外に他に適切な手段がないこと。 

3 災害派遣要請に含むべき事項 

１ 災害の状況及び派遣を要請する事由（特に災害派遣を必要とする区域の状況を 

明らかにすること。） 

２ 派遣を希望する期間 

３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

４ 連絡場所及び連絡者 

５ その他参考となる事項 

4 災害派遣受入 

１ 派遣部隊と市との連絡窓口及び責任者の決定 

(1) 派遣部隊の受入及び災害対策本部と自衛隊との総合調整は、危機管理班が行 

う。 

(2) 災害対策本部に自衛隊連絡員の派遣を求めるとともに、災害対策本部内に自 

衛隊連絡所を開設する。 

２ 作業計画及び資機材の準備 

(1) 派遣部隊の作業実施期間においては、現場に責任者を配置し、派遣部隊指揮 

官と協議し作業の推進を図る。 

(2) 派遣部隊が行う応急復旧に必要な資機材についてはできる限り市で準備し、 

速やかに活動が開始できるよう留意する。 

３  受入拠点・救助活動拠点等の準備 

【受入拠点】 

施  設  名 施設管理者 所  在  地 

亀山 PA(上り線) NEXCO中日本 布気町字高塚 

亀山 PA(下り線) NEXCO中日本 布気町字岨９４２-２ 

【救助活動拠点】 ※車両や資機材の留め場、宿営地として利用する拠点 
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施  設  名 施設管理者 所  在  地 

亀山サンシャインパーク 三重県 布気町８０１-１ 

豊田自動織機亀山試験場 (株)豊田自動織機 白木町２５８４－２ 

災害救助活動のためのヘリポートは「資料編第５ 航空機場外離発着場一覧」か 

ら最適な場所を選定する。 

４  住民の協力 

派遣部隊の作業等に関する必要な広報等の実施により住民の協力を求める。 

５ 派遣部隊の誘導 

自衛隊の災害派遣が決定した場合、総務対策部は被災（作業）現場に至る経路・

集結地及び誘導員の配置等に関し、派遣部隊と相互調整を行う。 

５ 緊急時派遣要請先 

〇 三重県防災対策部（災害対策課） 

平日の昼間・夜間及び土・日・祝日 

電話番号 ０５９－２２４－２１８９ 

 ・ 三重県防災行政無線【端末局】 

災害対策本部設置時（県庁講堂） 

地上系無線電話 ８－＊－６６０（代）～ ６８３ 

衛星系無線電話 ７－１０１－６６０（代）～ ６８３ 

災害対策本部設置時（プレゼンテーションルーム） 

地上系無線電話 ８－＊－６４８ 

衛星系無線電話 ７－１０１－６４８ 

・  三重県防災行政無線【移動局】 

災害対策本部設置時（県庁講堂） 

地上系無線電話 ＊－６６０（代）～ ６８３ 

災害対策本部設置時（プレゼンテーションルーム） 

地上系無線電話 ＊－６４８ 

〇  陸上自衛隊第３３普通科連隊 

所在地 ： 津市久居新町９７５ 

電話番号 ０５９－２５５－３１３３ 

・ 三重県防災行政無線【端末局】 

第 2科 

地上系無線電話 ８－８４１―＊＊－１１ 

衛星系無線電話 ７－８４１－１１ 

当直司令室 

地上系無線電話 ８－８４１―＊＊－１２ 

衛星系無線電話 ７－８４１－１２ 

・  三重県防災行政無線【移動局】 

当直司令室 

地上系無線電話  ８４１―＊＊－１２ 
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６ 撤収要請 

災害派遣目的を終了し、又はその必要がなくなった場合、本部長(市長)は県知事 

及び派遣部隊の長等と十分協議を行ったうえ、県知事あてに災害派遣部隊の撤収要 

請を行う。 

 

第 6 三重県防災ヘリコプター支援要請 

災害の発生に際し、県知事に対する防災ヘリコプターの緊急運航の応援要請は、「三重

県防災ヘリコプター支援に関する協定」の定めるところによるものとし、その概要は次

のとおりとする。 

１ 応援要請の原則 

現に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、原則として次のいずれか 

に該当する場合、応援要請を行うことができる。 

１ 災害が隣接する市町等に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合 

２ 発災市町等の消防力によっては、防御が著しく困難と認められる場合 

３ その他救急搬送等、緊急性があり、かつ防災ヘリコプター以外に適切な手段が 

なく防災ヘリコプターによる活動が最も有効な場合 

2 応援要請方法 

１ 県知事に対する応援要請は、電話等により、次の事項について要請を行うもの 

とするが、事後、速やかに防災ヘリコプター緊急要請書を県知事に提出するもの 

とする。 

(1) 災害の種別 

(2) 災害発生の日時、場所及び被害の状況 

(3) 災害現場の最高指揮者の職名・氏名及び連絡方法 

(4) 場外着陸場の所在地及び地上支援体制 

(5) 応援に要する資機材の品目及び数量 

(6) その他必要事項 

２ 各対策部長は、第１項の応援要請の原則に基づき、ヘリコプターの支援要請を 

必要する場合、総務対策部と調整を行い要請する内容を明らかにし、本部長に上 

申する。 

３ 緊急時応援要請連絡先 

三重県防災対策部消防・保安課課 防災航空班 
○ NTT回線電話（緊急専用） 059－235－2558  

ＦＡＸ  059－235－2557 
○ 三重県防災行政無線 電話  ８－１４５－＊＊－１１ 

ＦＡＸ  ８－１４５ 
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3 緊急運航の要件 
１ 公共性 

 地域並びに地域住民の生命、身体、財産を災害から保護することを目的とするこ 

と。 

２ 緊急性 

    差し迫った必要性があること(緊急に活動を行わなければ、県民の生命、財産に重 

大な支障が生ずるおそれがある場合) 

３ 非代替性 

  防災ヘリコプター以外に適切な手段がないこと(既存の資機材、人員では十分な活 

動が期待できない、又は活動できない場合) 

4 防災ヘリコプター緊急運航要請の基準 

１ 救急活動 

(1) 救急車で搬送するよりも病院搬送までの時間を短縮できる救急患者の搬送 

(2) 傷病者発生地への医師の搬送及び医療機材等の輸送、離島、山村等の交通遠隔 

地において、緊急医療を行うため、医師、器材等を搬送する必要があると認めら 

れる場合 

(3) 高度医療機関のない地域からの傷病者の転院搬送 

遠隔地へ緊急に転院搬送を行う場合で、医師がその必要性を認め、かつ医師が

搭乗できる場合 

  (4) その他救急活動上、特に防災ヘリコプターによる活動が有効と認められる場合 

２ 救助活動 

(1) 河川、海等での水難事故、山岳遭難事故等における捜索又は救助 

(2) 山崩れ等の災害により、陸上から接近できない被災者等の救出、大雨、山崩れ 

等により、陸上からの救出が不可能で救出が緊急に必要と認められる場合 

３ 災害応急対策活動 

(1) 被災状況等の調査及び情報収集活動 

地震等の自然災害が発生若しくは発生するおそれがある場合で、広範囲にわた 

る状況把握調査、情報収集活動を行うとともにその状況を監視する必要があると 

認められる場合 

(2) 食糧、衣料その他の生活必需品及び復旧資材等の救援物資、人員等の搬送 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で食糧、衣料、その他の生活必 

需品・復旧資材等の救援物資、医薬品、人員等を緊急に輸送又は搬送する必要が 

認められる場合 

  (3) 災害に関する情報、警報等の伝達等広報宣伝活動 

          災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、災害に関する情報及び避難命 
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令等の警報、警告等を迅速かつ正確に伝達するため必要があると認められる場合 

４ 火災防御活動 

(1) 林野火災等における空中からの消火活動 

(2) 被災状況等の調査及び情報収集活動 

(3) 消防隊員、消防資機材等の搬送 

５ 要請者において措置する事項 

消防対策部は、防災ヘリコプターの緊急運航要請に際し、次の措置を行う。 

(1) 着陸すべき場所に、必要な人員を配置し、危険防止のための措置 

(2) 着陸場に至る交通機関等を確保 

(3) 現地責任者は離着陸場に待機し、必要に応じ機長等との連絡に当たる。 

(4) 緊急輸送の場合は、患者の航空機輸送について医師が承認していることを明ら 

  かにする。なお、搬送のため、搭乗できる者は医師又は看護師１名とする。 

 

第 7 海外支援の受入れ 

支援申入れは、外交ルートを通じて外務省から申入れが行われる場合とＮＧＯ(非政

府組織）等から直接市に申入れが行われる場合があり、以下のように対応するものとす

る。 

1 外務省経由の海外支援 

１ 支援活動の打診 

外交ルートで外務省へ海外から支援の申入れがあった場合は、外務省から県に 

支援国、支援の種類、規模、到着日時、到着場所等が通報され、県から市に対し 

て受け入れるかどうかの打診が行われる。 

２ 支援受入れの判断 

災害対策本部は、外務省経由の海外支援の申入れがあった場合、災害の状況や 

応急活動の状況、国・県の支援体制等を総合的に判断し、関係対策部と受入れの 

必要性及び受入体制を検討の上、受け入れるかどうかを決定することとする。 

３ 支援の回答 

総務対策部は、災害対策本部での協議結果を踏まえ、速やかに県に回答する。 

４ 受入れ 

海外支援部隊の受入れにあたり、支援活動内容の調整や必要な情報提供を行う。 

５ 支援部隊の撤収要請 

海外支援部隊の活動期間が終了した場合又は支援部隊の活動場所や機会がなく 

なった等の場合は、支援部隊の責任者と協議の上、県知事に撤収を要請する。 

６ 海外支援活動の記録 

    支援を受けた関係対策部は、支援組織に対して、海外支援組織の団体名、国 
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籍、到着日時、種類、支援人員、活動場所、活動内容、責任者名、連絡先等につ 

いての報告書の提出を求める。 

2 市に直接申入れのある海外支援 

１ 支援活動の打診 

ＮＧＯ（非政府組織）団体等から直接、市の災害対策本部や関係対策部へ支援 

の打診が行われることがある。 

２ 援受入れの判断 

     災害対策本部は、災害の状況、応急活動の状況等を総合的に判断し、関係対策 

部と受入れの必要性及び受入態勢を検討の上、支援の申入れを受けるかどうかを 

決定する。 

３ 支援の回答 

総務対策部は、災害対策本部における協議の結果を踏まえて、海外支援の受入 

れに関する回答を速やかに申入れ先に回答する。 

４ 受入れ 

海外支援部隊の受入れにあたり、支援を希望する対策部は、活動内容の調整や 

   必要な情報交換を行う。 

５ 支援部隊の撤収要請 

海外支援部隊の活動期間が終了した場合又は支援部隊の活動場所や機会がなく 

なった等の場合は、支援部隊の責任者と協議の上、撤収を要請する。 

６ 海外支援活動の記録 

         支援を受けた関係対策部は、海外支援部隊の団体名、国籍、到着日時、種類、 

部隊人員活動場所、活動内容、責任者氏名、連絡先等についての報告書の提出を 

求める。 
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第６節 災害救助法の適用   

第１ 災害救助法の適用手続き 

災害救助法に基づき救助の実施の必要が生じた場合、速やかに所定の手続きを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 被害状況等の報告・適用要請 
  本部長(市長)は、災害が「救助法施行令に基づく適用基準」のいずれかに該当又 

は該当する見込みがある場合は、迅速かつ正確に被害状況を把握して速やかに県に 

報告するとともに、災害救助法の適用を要請する。 

また、災害の事態が急迫して、知事による救助の実施を待つことができない場合

は、必要な救助活動を実施するとともに、その状況を直ちに知事に報告し、その後

の処置に関して知事と協議する。 

2 救助の実施 

    本部長(市長)は、知事が救助の実施に関する事務の一部を市長が行うこととした場合に 

おいて、当該事務を実施するとともに、知事が実施する救助の補助を行う。 

 

県 災 対 策 本 部 （ 地 方 部 ） 

県  災  対  本  部 

国 

災 害 発 生 

  災  害  対  策  本  部 

承   認 

被害状況情報提供・法適用協議 

被 害 状 況 情 報 内 容 確 認 

報道発表 法 適 用 決 定 

適 用 通 知 

被害状況情報提供・法適用要請 

被 害 調 査 

被 災 住 民 

救 助 実 施 
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第 2 適用基準 

救助法の適用基準は、救助法施行令第１条に定めるところによる。 
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第７節 消火・救助・救急活動 

第１ 消火活動 

地震直後に発生することが想定される同時多発火災による被害を軽減するための消防 

活動の主体として、市域で火災等の災害が発生した場合に、住民に対し、初期消火活動 

の徹底を期するよう、あらゆる手段をもって呼びかけを行うとともに、住民の避難時に 

おける安全確保及び延焼防止活動を行う。 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

本 部 長 
１ 亀山警察署への消防活動協力要請に関すること 

２ 自衛隊への災害派遣要請に関すること 

危機管理対策部 災害対策本部と消防対策部との連絡調整に関すること 

消 防 対 策 部 

１ 速やかな被害状況の把握と情報の収集伝達に関すること 

２ 消防団への出動指令に関すること 

３ 消防職員の迅速な参集状況の把握と初期態勢の確立に関するこ

と 

４ 指揮命令系統の確立と災害対策本部との連絡調整に関すること 

５ 消防団との現場活動方針等の調整に関すること 

６ 消防活動及びその他の警防活動に関すること 

７ 消火応援部隊の受入態勢の確立と消火部隊の再編成に関するこ

と 

８ 消火用資機材の確保、調達に関すること 

９ 災害危険箇所の早期発見と情報収集に関すること 

10 消防団及び自主防災組織の現場活動の協力支援に関すること 

11 避難の勧告等の伝達に関すること 

消  防  団 

１ 災害警戒、巡視に関すること 

２ 消防活動（現場活動）に関すること 

３ 避難者の誘導等に関すること 

市民、事業所 

自主防災組織 

１ 出火防止措置等の実施確認に関すること 

２ 自発的な初期消火活動の実施と消防機関の消火活動等への協力 

 に関すること 
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２ 初期消火活動の配備態勢 

１ 配備態勢 

(1) 非常配備  

消防長は、次の基準により非常態勢を発令し、非番等職員を非常招集し活動 

を開始する。 

ア 市において震度５強以上の地震が発生したとき 

イ 南海トラフ地震に関する臨時情報が発表されたとき 

ウ その他、消防長が必要と認めたとき 

(2) 非常招集 

自動的な非常態勢（非常配備が発令される事態が発生した場合）の発令によ

り、勤務時間外及び勤務のため出張中の職員は、直ちに所定の場所へ参集す

る。 

(3) 部隊の配置及び運用 

非常態勢に入った場合は、勤務中の職員及び参集した職員によって部隊を編 

成する。 

部隊は、消防隊、救助隊、救急隊、指揮支援隊等を編成し、水槽付消防ポン 

プ自動車、消防ポンプ自動車、化学消防ポンプ自動車、高規格救急車、広報車 

救助工作車、指揮支援車、小型動力ポンプ付水槽車、資機材搬送車等をあて 

る。 

なお、非常配備の編成は、事前に計画しておく。 

２ 消防災害対策本部の設置 

非常体制が発令された時、消防本部内に消防災害対策本部を設置する。 

なお、消防災害対策本部の構成、任務等詳細は消防長が別に定める。 

３ 現地本部の設置 

大規模災害時には、消防長が必要と判断するときは、消防現地本部を設置し職 

   員及び応援隊の指揮にあたる。 

３ 初動活動 

１ 消防本部・署の初動措置 

地震発生直後に、消防本部及び消防署は、次の措置をとる。 

(1) 出火防止措置 

庁舎内の火気使用場所の点検及び火気始末を実施する。 

(2) 庁舎の安全及び機能確保 

庁舎建築物の被害状況の点検及び内部の機器等の機能点検を実施する。 

(3) 通信施設の確保 

通信施設の機能及び非常電源の点検を実施する。 
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    (4) 情報の収集及び報告 

消防対策部は、「３ 情報の収集伝達」に定める情報を直ちに収集し、災害対 

    策本部に書面により報告する。 

(5) 消防部隊運用の検討 

収集した被害情報等により、消防対策部は、初動時の部隊を編成する。 

(6) 消防隊等の出動準備 

       消防隊の出動経路の確認。（道路閉鎖等の情報収集等） 

    ホース等積載資機材の確認。 

２ 消防団の初動措置 

地震発生時に消防団の全機能を発揮できる体制を確立し、地震火災の様相に応 

じた有効な活動を実施すると同時に、地域住民の中核的な存在となって出火防止 

あるいは初期消火についての指導を行い、地域住民の生命、身体の安全を確保す 

る。消防団及び消防指揮本部との連携を図るため、消防団長は、消防本部に参集 

する。 

３ 情報の収集伝達 

(1) 地震発生直後の情報収集・伝達 

地震発生直後、次の情報を収集し、関係機関へ伝達する。 

収集・伝達する情報の内容 担   当 連  絡  先 

地震情報 

消防対策部 

災害対策本部 

非常招集連絡 各消防職員・消防団員 

火災の発生状況 
災害対策本部 人的被害の状況 

（救助・救急要請、１１９番通報） 

周辺道路の通行障害等の状況 出動隊及び参集職員 
消防本部 

参集途上の被害情報 参集職員 

(2) 被害情報の収集・伝達 

参集職員が収集した消防活動に必要な情報を迅速、的確に収集・伝達する。 

(3) 初期における情報収集態勢 

 

 

 

 

 

情報収集項目 報   告   要   領 

火災発生場所 
火災発見順に、その町名、番地又は目標と目標からの方向及

び距離を報告する。 

火 災 の 程 度 
延焼火災は、延焼方向・棟数・消防隊の着手の有無等を報告す

る。 

その他の災害 火災以外の災害は、目撃した範囲で報告する。 
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(4) 中期における情報収集態勢 

情報収集項目 報     告     要     領 

人 的 被 害 人命危険の有無及び人的被害の発生状況 

倒壊危険家屋 倒壊家屋による住民の動向及び被害者の状況 

二次災害危険 
余震に伴う傾斜危険家屋、地盤の緩み、道路、宅地等におけ

る災害発生状況 

避 難 指 示 等 避難対策の必要の有無及び避難の状況 

(5) 自主防災組織を活用した情報収集手段 

災害発生時における地域の被害状況を自主的に報告させる。 

４ 通信の運用 

通信の運用については、「第２章第４節第４ 通信機能の確保」によるほか、 

   消防対策部は基本として、次の点に特に留意する。 

(1) 災害対策本部と消防本部間の通信は、防災行政無線による。 

(2) 消防本部と出動隊との通信は、消防無線とする。 

(3) 有線途絶時の通信は、無線通信とする。 

４ 避難誘導要領 

市民の安全避難を確保することは、消防の責務であり、安全避難に必要な火災等 

  の鎮圧と拡大防止に全力をあげる。 

特に、大規模災害時における避難誘導に対処するためには、消防機能の全力をあ 

  げ災害対策本部の指示を受けることなく住民の安全確保を図る。消防対策部におけ 

  る避難誘導活動は、次の要領にしたがって行う。 

１ 消防長及び署長は、火災の拡大が急激で人命危険が切迫し、直ちに避難をさせ 

る必要があり、災害対策本部長の指示を受けるいとまがない場合は、避難指示等 

の措置をとる。 

２ 消防長は災害対策本部に、署長は現地部隊に対し、火災の延焼予測、避難を必 

要とする地域及び安全方向等、必要な情報連絡を行う。 

５ 応援協力 

１ 広域消防応援要請 

消防活動に関する他機関への応援要請は、「第２章第５節 受援体制」に定める 

   ほか、以下のとおりであるが、急を要すると判断される場合は消防長が要請するこ  

   とができる。 

種      類 対   象 根 拠 法 令 

三 重 県 消 防 相 互 応 援 協 定 

火災・救急・救助 

消 防 組 織 法 第 ３ ９ 条 

緊急消防援助隊の応援等の要請等に

関する要綱 
消 防 組 織 法 第 ４ ４ 条 

高速道路における消防相互応援協定 消 防 組 織 法 第 ３ ９ 条 
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２ 救助・救急、消火応援部隊の受入体制 

消防機関部隊の受入拠点は以下のとおりとし、受援の詳細にあっては消防長が 

別に定める。 

【受入拠点】 

施  設  名 施設管理者 所  在  地 

東野公園 亀山市 川合町 1286-49 

亀山 PA(上り線) NEXCO中日本 布気町字高塚 

名阪関ドライブイン 三交興業(株) 関町萩原 39 

【救助活動拠点】  

※救助機関が活動を行う際に、車両や資機材の留め場、宿営地として利用する拠点 

施  設  名 施設管理者 所  在  地 

東野公園 亀山市 川合町 1286-49 

亀山公園 亀山市 若山町 4-7 

豊田自動織機亀山試験場 豊田自動織機(株) 白木町 2584-2 

関Ｂ&Ｇ海洋センター 亀山市 関町新所 8 

 

第２ 救助・救急活動 

  消防本部及び消防団の保有するすべての機能を十分に発揮し、救助・救急活動を実施 

するとともに、市単独では十分な救助・救出活動が困難な場合は、県や他市町へ応援要 

請を行い、緊密な連携を図るとともに、防災関係機関との活動調整を図る。 

役職・組織等 活 動 の 内 容 

本  部  長 
１ 亀山警察署への協力要請に関すること。 

２ 自衛隊への災害派遣要請に関すること。 

危機管理対策部 災害対策本部と消防対策部との連絡調整に関すること。 

消 防 対 策 部 

１ 速やかな被害状況の把握と情報の収集伝達に関すること。 

２ 消防職員の迅速な参集状況の把握と活動態勢の確立に関するこ 

 と 

３ 指揮命令系統の確立と災害対策本部との連絡調整に関すること。 

４ 消防団への出動指令及び現場活動方針等の調整に関すること。 

５ 防災関係機関及び応援部隊の受入態勢の確立に関すること。 

６ 救助・救急資機材の確保、調達に関すること。 

７ 救助・救急活動の実施に関すること。 

８ 消防団及び協力機関との現場活動の調整に関すること。 

消   防   団 救助・救急活動の実施に関すること。 

建 設 対 策 部 資機材・重機等の調達の協力に関すること。 

市民、事業所 

自主防災組織 

１ 自発的な被災者の救助・救急に関すること。 

２ 救助・救急活動を実施する各機関への協力に関すること。 
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第８節 医療・救護活動 

第１ 医療・救護体制 

地震災害が発生した場合、災害医療支援病院である亀山市立医療センターを中心とし 

て、速やかに医療・救護体制を整えるとともに、被災地において医療の必要があるとき 

は県災対本部に対し三重ＤＭＡＴの派遣要請を行う。 

また、一般社団法人亀山医師会、一般社団法人亀山歯科医師会及び一般社団法人鈴鹿 

亀山薬剤師会との連携を図り、「災害時における医療（歯科）救護に関する協定」に基づ 

く応援要請行う。 

1 実施責任 

役職・組織等 活  動  の   内  容 

本 部 長 県及び災害応援協定に基づく応援要請 

危機管理対策部 

総 務 対 策 部 

１ 医療活動に関わるライフライン関係機関との調整に関すること 

２ 救護活動の総合調整に関すること。 

３ 医薬品及び資機材の救護所までの搬送に関すること。 

４ 応急活動従事者及び患者の搬送のための交通手段の確保、要請 

に関すること。 

福 祉 対 策 部 

１ 医療活動に関する医療対策部との調整に関すること。 

２ 医療ボランティアの受入れに関すること。 

３ 医薬品及び資機材の調達管理に関すること。 

４ 被災患者の治療・患者移送及びその他の医事に関すること。 

消 防 対 策 部 負傷者等の搬送に関すること。 

医 療 対 策 部 災害発生直後の災害医療救護活動への協力に関すること。 

市民、事業所 

１ 家庭内、事業所内における応急処置用医薬品の常備に関するこ 

 と。 

２ 救護所開設予定地の把握に関すること。 

医療ボランティア 医療活動に関する協力 

２ 救護所の設置 

      災害現場の被災状況に応じて、救護所の設置を行い、災害拠点病院や災害応援協 

   定に基づき派遣要請を行うとともに、住民に対して救護所の設置場所を周知する。 

    なお、現地救護所においては、医療のトリアージや応急処置を行い、避難所の設 

置が長期間にわたると見込まれる場合は、避難所での救護所の併設を検討する。 

１ 医療救護体制の整備 

(1) 救護所設置候補地の事前指定 

救護所の設置場所については、亀山市立医療センター、消防署等周辺の公共

施設及び空地等をあらかじめ候補地として事前に検討しておくほか、民間医療 
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施設等に対する協力要請についても検討を行う。 

   (2) 自主防災組織における救護態勢の確立 

自主防災組織等に対し、軽微な負傷者等に対する応急救護を行うため、地域 

救護所の設置を推進し、地域における応急救護体制の確立を図る。 

２ 救急医療の全体のシステム 

【救急医療全体システムフロー図】 
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第２ 初期救急医療体制 

１ 救護体制 
１ 災害発生初期の体制 

  福祉対策部及び医療対策部は、災害支援病院(医療センター)を主体とした救護

体制を構築するとともに、県指定災害拠点病院等と連携して災害初動期の救護体

制を確立する。 

   ２ 災害発生初期以降の体制 

 災害発生直後の負傷者発生に対応するため、各地域において応急手当が可能な

態勢の構築を進める。この際、個人病院等を有効に活用するための施策を平素か

ら促進する。 

  ３ 災害発生中期以降の体制 

    医師及び保健師等の巡回により、避難者の健康状態を把握するとともに、診断

治療できる体制を構築する。この際、メンタルヘルスについても着意する。 

  ４ 医療体制を維持するための、治療資材・薬剤等を県に要望するとともに、防災

協定に基づき協力を要請する。 

    また、医療体制構築のため、必要と判断される場合は県に対してＤＭＡＴの派

遣等を要請する。 

２ 救急搬送体制 

災害の発生により、救急搬送を要する多数の傷病者が発生した場合は、県及び関 

係機関と調整し、迅速・適切な救急搬送活動を実施する。 

１ 災害等の現場からの傷病者の搬送 

(1) 救急隊を出動させ、傷病者の救急救護を行うとともに、迅速、的確に医療セ 

  ンターに搬送する。搬送先での受け入れが困難な場合は、県指定災害拠点病院 

  へ搬送する等、適宜に搬送先の情報を積極的に入手して決定する。 

 (2) 搬送する能力が不足する場合は、防災関係機関等に協力を要請する。 

        ２ 緊急患者搬送 

(1) 生命に危険がある場合又は当該医療機関での治療が困難な場合は、県等にヘ 

リコプター等を要請し搬送する。 

(2) ヘリコプターの運用にあたっては、臨時ヘリポートまでの搬送を事前に検討

するとともに、ヘリコプターの支援要請については、「第２章第５節第６ 三重

県防災ヘリコプター支援要請」による。 

３ 医療ボランティアの受入れ 

１ 医療ボランティアの要請 

総務対策部は、市内拠点病院、救護所等において医師、看護師、薬剤師等の医 
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   療関係者が不足すると判断される場合は、「第２章第１０節第５-４ ボランティ 

アの受入」により医療ボランティアを要請する。 

２ 医療ボランティアの活動調整 

福祉対策部は、医療ボランティアを適切に受け入れるとともに、活動調整を行 

う。この際、感染症を考慮した要請に留意する。 

３ 災害時救急医療の全体システム(災害医療支援病院) 

災害時にも医療機能を維持し、救急医療活動の拠点となる病院を以下に指定す 

る。 

病  院  名 所   在   地 連  絡  先 

亀山市立医療センター 亀山市亀田町 4 6 6 - 1 ８３ － ０９９０ 

災害医療支援病院においては、以下の体制をとるものとする。 

(1) 災害時の医療機能の維持 

(2) 医師、看護師等スタッフの確保 

(3) トリアージの実施  

(4) 重症者を受入れるスペースの確保 
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４ 県指定災害拠点病院（北勢・中勢・伊賀地区） 

医療圏 

災 害 拠 点 病 院 

災害医療支援病院 
基幹災害拠点病院 地域災害拠点病院 

桑名 

圏域 

県立総合 

医療センター 

厚生連 

三重北医療センター 

いなべ総合病院 

桑名総合医療センター 

青木記念病院 

四日市 

圏域 
市立四日市病院 

四日市羽津医療センター 

厚生連 

三重北医療センター 

菰野厚生病院 

鈴鹿 

圏域 
厚生連鈴鹿中央総合病院 

鈴鹿回生病院 

亀山市立医療センター 

津圏域 
三重大学医学部附属病院 

 
三重中央医療センター 

伊賀 

圏域 

上野総合市民病院 
 

名張市立病院 

役 割 

 ・ 

必 要 

機能等 

・ 重篤救急患者の救命医療を行うための高 

度の診療機能 

・ 重症傷病者の受入れ機能 

・ ＤＭＡＴ等の受入れ機能 

・ 広域搬送への対応機能 

・ ＤＭＡＴの派遣機能 

・ 地域の医療機関への応急用資器材の貸出 

 機能基幹災害拠点病院は、災害医療に関し 

 て県の中心的な役割を果たし、研修を行う 

 など県内の災害拠点病院の機能強化を図る 

・ 災害医療支援病院と 

連携し、又は支援し、 

主として被災地内の傷 

病者の受入及び搬送に 

あたる等、地域におけ 

る必要な医療救護活動 

・ 医療班を派遣する体 

制の確保と様々な状況 

に応じた派遣 

・ 必要に応じて地域の 

 医療機関への応急用資

機材の提供 

５ 救助法の適用の基準   
救助法が適用された場合は、同法により、同法によらない部分及び同法が適用さ 

れない場合については、同法に準じて行う。 
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第９節 緊急輸送機能の確保 

第１ 緊急の交通・輸送機能の確保 

 人命の救出救助のための活動に必要な交通路を優先して確保する。また、避難所の

開設状況に合わせて、物資輸送等に必要な経路を確保する。 

１ 実施責任 

役職・組織等 活   動   の   内   容 

危機管理対策部  災害対策本部の緊急輸送に関する総合調整を行う。 

交通・広報対策部 

１ 鉄道事業所と情報交換を行う。 

２ 市内緊急輸送道路の指定、交通規制等に関して市民に広報す 

る。 

建 設 対 策 部 
１ 市道の被災調査及び応急復旧について検討する。 

２ 通行禁止区域内において必要な措置等を実施する。 

道 路 管 理 者 
交 通 管 理 者 

１ 道路・橋梁の被災調査及び応急復旧について検討する。 

２ 応急復旧工事、道路障害物除去作業を指示する。 

３ 緊急輸送道路、交通規制対象路線等の情報を収集及び提供す 

る。 

４ 亀山警察署と連携を図り、道路交通規制を実施する。 

鉄 道 事 業 者 

１ 鉄道施設の被害状況の把握及び災害対策本部との連絡調整を 

する。 

２ 鉄道施設の応急復旧措置を行う。 

３ 災害対策本部との連絡調整を行う。 

三重県建設業協会
亀 山 支 部 等 

災害時協定等に基づき、道路障害物除去作業及び応急復旧作業 

に協力する。 

市 民 、 事 業 所 

１ 緊急輸送道路指定路線に不要な車両を乗り入れない。 

２ 災害応急対策車両及び緊急車両の優先通行に協力すること。 

３ 通行規制等の情報に注意し、不要な車両の運行の自粛に努め

る。 

２ 道路被害情報の収集 

     情報収集にあたっては、所管する道路管理者及び関係機関等と連携して、道路情報

を入手するとともに、自ら積極的に情報を収集する。 

３ 緊急輸送道路の確保 

    人命の救出救助及び救助物資等の輸送のための輸送路を優先して確保する。 

１ 道路の啓開及び予備経路の確保 

    緊急輸送道路の通行が困難な場合は、障害物を速やかに撤去し確保する。 

また、予備の経路を併せて確保する。 
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２ 民間力の活用 

防災協定に基づき、「一般社団法人三重県建設協会亀山支部」に協力を要請す 

る。 

4 交通規制 

   救出救助活動の実施及び市民の安全を守るために必要な交通規制を、次の事項に基 

づき警察及び道路管理者に要請する。  

１ 避難路及び緊急交通路の迅速な確保 

２ 被災状況により、区域又は道路の区間を指定して緊急通行車両以外の車両の通 

行禁止又は制限 

３ 被災地域への一般車両の流入制限 

４ 道路障害及び交通状況を把握して、通行の禁止、迂回路の指示等危険防止及び 

 混雑緩和の措置を行う。 

域内の緊急輸送道路 

 路  線  名 区    間 

第 １ 次 緊 急 輸 送 道 路 

高速自動車道 
（中日本高速(株)道路管

理） 

東名阪自動車道 亀山市～桑名市 

伊勢自動車道 亀山市～伊勢市 

新名神高速道路 亀山市安坂山～四日市市伊坂町 

一般国道 

（国土交通省管理） 

国道１号 亀山市関町坂下～桑名市長島町押付 

国道２５号 亀山市太岡寺町～伊賀市治田 

第 ２ 次 緊 急 輸 送 道 路 

主要地方道 

四日市関線 亀山市関町木崎～亀山市関町新所 

亀山白山線 亀山市川合町～亀山市東御幸町 

亀山鈴鹿線 亀山市和田町～鈴鹿市国府町 

一般県道 

亀山停車場石水渓線 亀山市御幸町～亀山市本丸町 

亀山停車場石水渓線 亀山市羽若町～亀山市羽若町 

亀山城跡線 亀山市東御幸町～亀山市太岡寺町 

市町道 亀田小川線 亀山市羽若町～亀山市羽若町 

第 ３ 次 緊 急 輸 送 道 路 

一般国道（県管理） 国道３０６号 亀山市栄町～亀山市栄町 

主要地方道 津関線 津市芸濃町楠原～亀山市関町木崎 

一般県道 白木西町線 亀山市若山町～亀山市若山町 

市町道 

小野白木線 亀山市小野町～亀山市小野町 

国一側道栄町川合線 亀山市栄町～亀山市川合町 

国一東野公園跨道橋線 亀山市川合町～亀山市川合町 

栄町川合線 亀山市川合町～亀山市川合町 

国一側道下り２号線 亀山市川合町～亀山市栄町 

※ ｢三重県緊急輸送道路ネットワーク計画（令和６年２月）」より抜粋 
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市内防災拠点の種類と緊急輸送道路区分 

拠点の種類 施   設   名 
緊急輸送道路区分 

第１次 第２次 第３次 

地方公共 

団体 

市町本庁舎 亀山市役所  ○  

市町分庁舎 亀山市関支所  ○  

警察庁舎 亀山警察署  ○  

消防本部庁舎 亀山市消防本部  ○  

広域応援部隊
の活動物資搬
送拠点 

救助活動拠点 

・亀山サンシャインパーク 
・東野公園 
・西野公園 
・豊田自動織機亀山試験場 

  

○ 

物資拠点 
・亀山公園 
・豊田自動織機亀山試験場 

  

※｢三重県緊急輸送道路ネットワーク計画（令和 6 年２月）」より抜粋 

※三重県緊急輸送道路ネットワーク計画及び図面」については、次のアドレスを参考 

「三重県の道路」（https://www.pref.mie.lg.jp/DOROKI/HP/77496006278.htm） 

５ 緊急輸送道路の応急復旧等 

１ 緊急輸送道路等の道路障害物の除去 

救助活動を重視した応急復旧を実施する。この際、県災対本部と事前に調整す 

る。 

２ 道路障害物除去作業等の実施手順 

(1) 道路・橋梁等の被災調査及び応急復旧の検討 

建設対策部は、地方部と協議の上、民間コンサルタント業者等に協力を要請し 

被災調査及び応急復旧等の検討を行う。 

(2) 応急復旧工事の指示 

建設対策部は、復旧範囲を地方部と協議の上、決定し、三重県建設業協会亀山 

支部に復旧工事への協力を要請する。 

(3) 道路障害物除去作業の指示 

建設対策部は、作業範囲を決定した上で、災害時応援協定に基づき三重県建設 

業協会亀山支部及び三重県レッカー事業協同組合に道路障害物除去作業への協力 

を要請する。 

(4) 資機材の調達 

道路復旧工事及び道路障害物除去作業のための資機材の調達は、三重県建設 

業協会亀山支部等に要請する。 

６ 鉄道施設 

    鉄道の被害状況等について、東海旅客鉄道株式会社及び西日本旅客鉄道株式会 

https://www.pref.mie.lg.jp/DOROKI/HP/77496006278.htm
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社と連携して対応する。また、安全確保等のための必要な処置については、優先 

して対応するよう要請する。 

 

第２ 緊急輸送活動 

１ 実施責任 

役職・組織等 活    動    の    内    容 

総 務 対 策 部 

１ 緊急輸送の要請に関すること 

２ 運輸業者との調整に関すること 

３ 応急対策車両の配車に関すること 

４ 市保有車が不足した場合の車両等の借上げに関すること 

５ 緊急車両の認定手続きに関すること 

６ 救援物資・義援物資の整理・保管に関すること 

交 通 管 理 者 緊急通行車両の確認に関すること 

協 定 業 者 等 災害時応援協定に基づく緊急輸送の協力に関すること 

民 間 団 体 等 緊急輸送の実施及び協力に関すること 

２ 緊急輸送システム 

【緊急輸送システム図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災地後方拠点 

広域輸送拠点 

臨時ヘリポート 

応急復旧用資機材等集積場 医療関係物資集積拠点 物資集積拠点 

市内緊急輸送路 

（市内主要道路） 

市内緊急輸送路 
（市内主要道路） 

物資等を必要とする場所 
（地域防災拠点、復旧現場等） 

緊急輸送道路 
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３ 救助法による輸送費支出の基準 

１ 実施責任 

救助法が適用された場合は同法により、同法によらない部分及び同法が適用さ 

れない場合については、同法に準じて行う。 

２ 救助法による基準 

救助のため、次に掲げる事項について輸送を行ったときは、輸送費を支出する。 

(1) 災害にかかった者の避難 

(2) 飲料水の供給 

(3) 救助用物資の整理配分 

(4) 医療及び助産 

(5) 災害にかかった者の救出 

(6) 死体の捜索及び処理 

３ その他 

(1) 救助のために支出する輸送費の額は、通常の実費とする。 

(2) 救助のための輸送費を支出する期間は、各号の救助を実施する期間とする。 

４ 交通の確保・緊急輸送活動の基本方針 

交通の確保・緊急輸送活動については、被害の状況、緊急度、重要度を考慮して、交 

通規制、応急復旧、輸送活動を行う。 

１ 輸送にあたっての配慮事項 

輸送活動を行うにあたっては、次のような事項に配慮して行う。 

(1) 人命の安全 

(2) 被害の拡大防止 

(3) 災害応急対策の円滑な実施 

２ 輸送対象の想定 

段  階 輸     送     対     象 

【第１段階】 

 
発災後 

～ 
 ２４時間 

 

１ 救助・救急活動、医療活動の従事者、医薬品等人命救助に要する 
人員、物資 

２ 消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資 
３ 政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、

ガス、水道施設保安要員等初動の応急対策に必要な要員・物資等 
４ 後方医療機関へ搬送する負傷者等 
５ 緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規制等に 

必要な人員及び物資 

【第２段階】 
２４時間 

～ 
 ７２時間 

１ 前記第１段階の続行 
２ 食糧、水等生命の維持に必要な物資 
３ 傷病者及び被災者の被災地外への輸送 
４ 輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 

【第３段階】 
７２時間 

～ 

１ 前記第１段階及び第２段階の続行 
２ 災害復旧に必要な人員及び物資 
３ 生活必需品 
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５ 緊急通行車両 

１ 緊急通行車両等の事前届出手続き 

災害発生時には、応急措置の実施に必要な緊急交通路が指定され、交通規制の 

実施により、一般車両の通行が禁止又は制限され、緊急通行車両や規制除外車両 

の通行が優先されるため、基本法第５０条第１項に基づく災害応急対策に使用す 

る車両について、「緊急通行車両等事前届出」を行い、迅速な応急対策活動が行 

えるよう準備する。なお、緊急通行車両等事前届出の対象は以下のとおりとす 

る。 

(1) 警報の発令及び伝達並びに避難指示に関する事項 

(2) 消防、水防その他応急措置に関する事項 

(3) 被災者の救援、救助その他保護に関する事項 

(4) 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項 

(5) 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 

(6) 清掃、免疫その他の保健衛生に関する事項 

(7) 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 

(8) 緊急輸送の確保に関する事項 

(9) 前各号に掲げるもののほか、災害の発生の防禦又は拡大の防止のための措置

に関する事項 

     ※ 「附属資料第１３-1２ 緊急通行車両の標章及び証明書」を参照 

２ 緊急通行車両の使用手続き 

前項に示す用務により緊急通行車両として使用する場合は、危機管理班と調整 

を行い、「緊急通行車両等事前届出書」により、亀山警察署において標章及び証 

明書の交付を受ける。 

なお、事前届出車両だけでは緊急通行車両等が不足する場合は、危機管理班と 

調整し、「資料編第１３様式類１１ 緊急通行車両等事前届出書」により申請を 

行う。 

３ 車両の借上げ等 

市保有車両等で必要な車両等を確保することが困難な場合は、総務対策部が必 

要な車両等の借上げを行うほか、必要に応じて運転手の確保を行う。 

６ 緊急輸送の要請 
１ 輸送関係機関等への緊急輸送の要請手続き 

    総務対策部は、市内運送業者等に対して緊急輸送を要請する。 

２ 県災対本部への緊急輸送の要請手続き 

総務対策部は、市保有の車両等及び市が調達した車両等だけでは輸送力が不足 

する場合、県災対本部に対して緊急輸送の実施を要請する。 
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３ 緊急輸送を要請する場合の措置 

(1) 緊急物資等の受入れ 

食糧、物資等の受入れは、「地震対策編第２章第１１節第１-４ 食糧の調達 

搬送」によるが、その際、緊急物資を搬入・搬出するために必要な人員を確保 

するよう努める。なお、確保できない場合は、その人員も併せて要請する。 

(2) 傷病者等の市域外への緊急輸送 

  ア 感染症以外の患者等の搬送 

傷病者等を市域外へ緊急輸送する場合は、輸送車両等のほか、医師・看護師 

等の同乗についても要請する。 

    イ 感染症感染の疑いがある患者等の搬送 

        患者の症状により搬送方法を決定する。この際、災害支援病院及び鈴鹿保 

健所と連携する。 

７ ヘリコプターの活用 
１ ヘリコプターの支援要請 

ヘリコプターの支援要請は、「地震対策編第２章第５節第７ 三重県防災ヘリコ 

プター支援要請」による。 

２ ヘリポート 

  航空機場外離着陸場所在地の詳細については、附属資料に示す。 

３ 臨時ヘリポートの設置 

    消防対策部は、ヘリコプターを利用する必要がある場合、臨時ヘリポートを指 

定し、総務対策部に報告する。 

消防長は、臨時ヘリポートに消防対策部員を派遣し、必要な連絡調整を行う。 

事業所敷地等を活用した臨時のヘリポートを設定する際には、安全距離及び離 

着陸時の障害となる高さのある建造物に留意する。 
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第 10節 避難及び被災者支援等の活動 

第１ 避難判断 

 地震災害発生以降、天候気象の急変による避難行動が必要となる事象の発生にあた

り、これまでに発生している地震災害の状況・今後の天候・危険個所の状況等、総合

的に判断して、二次災害防止のため早期に避難指示を発令する。 

１ 実施責任 

役職・組織等 活     動     の     内     容 

本  部  長 
１ 避難指示・災害発生情報の発令に関すること 

２ 警戒区域の設定に関すること。 

危機管理対策部 

交通・広報対策部 

１ 避難指示・災害発生情報の市民及び自主防災組織への伝達に関する

こと。 

２ 警戒区域設定後の立入禁止、制限、住民の退去の伝達に関すること。 

３ 避難指示・災害発生情報等の県、警察関係機関への伝達・協議に関

すること。 

４ 要配慮者への避難指示・災害発生情報等の伝達に関すること。 

消 防 対 策 部 
消   防   団 

１ 避難指示・災害発生情報等の伝達に関すること 

２ 火災現場等からの避難誘導に関すること。 

亀 山 警 察 署 
１ 避難指示・災害発生情報に関すること。 

２ 避難の誘導に関すること。 

市 民 及 び 
自 主 防 災 組 織 

１ 避難指示・災害発生情報等の市民相互の伝達に関すること 

２ 避難時における要配慮者の安全確保への協力に関すること 

２ 避難指示等の発令 

１ 避難指示又は災害発生情報等の権限 

  本部長は、地震災害による大規模火災の発生又はガス等の流出拡散により広域 

的に人命の危険が予測される場合、その他住民の生命及び身体を災害から保護す 

るため必要と認められるときは、当該地域の住民に対して避難指示等の発令を行 

う。 
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実  施  者 災害の種類 要        件 根  拠 

市     長 災 害 全 般 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にお

いて、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害

の拡大を防止するため、特に必要があると認めるとき

は、避難のための立ち退きを勧告し、急を要すると認め

るときは、避難のための立ち退きを指示する。 

基本法 
第６０条 

警 察 官 災害全般 

市町村長が避難のための立ち退き若しくは屋内での

待避等の安全確保措置を指示することができないと認

めるとき、又は、市町村長から要求があったときは、警

察官又は海上保安官は、必要と認める地域の居住者に対

し、避難のための立ち退き又は屋内での待避の安全確保

を指示することができる。 

基本法 
第６１条 

警察官又は海上保安官は、第一項の規定により避難の

ための立ち退き又は屋内での待避等の安全措置を指示

したときは、直ちに、その旨を市町村長に通知しなけれ

ばならない。 

基本法 
第６１条
３項 

人の生命若しくは身体に危険を及ぼし、又は財産に

重大な損害を及ぼす虞のある天災、事変、工作物の損壊

等危険な事態がある場合においては、その場に居合わせ

た者、その事物の管理者その他関係者に必要な警告を発

し、及び特に急を要する場合においては、危害を受ける

虞のある者に対しその場の危害を避けるために必要な

限度でこれを引き留め、若しくは避難させ、又はその場

に居合わせた者、その事物の管理者その他関係者に対

し、危害防止のための通常必要と認められる措置をとる

ことを命じ、又は自らその措置をとることができる。 

警察官職
務執行法
第４条第
１項 

消 防 吏 員 
消 防 団 員 火   災 

火災現場において、消防警戒区域を設定して、その区

域からの撤去を命じ、出入を禁止し若しくは制限する。 

消 防 法 
第２８条 

知    事 
知事の命を
受けた職員
水防管理者 

洪   水 
洪水により、著しい危険が切迫していると認められ

るときは、避難のための立ち退きを指示する。 

水 防 法  
第２９条 

知    事 
知事の命を
受けた職員 

地すべり 
地すべりにより著しい危険が切迫していると認めら

れるときは、避難のための立ち退きを指示する｡ 

地すべり
等防止法
第２５条 

自  衛  官 災 害 全 般 

災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は、災害の状況

により特に急を要する場合で、警察官がその現場にいな

い場合に避難を指示する。 

（警察官職務執行法の準用） 

自衛隊法 
第９４条 

 

２ 避難情報発令・伝達  

あらゆる手段を尽くして、避難に関する情報を伝達する。この際、既開設避難

所への伝達に留意する。 
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３ 避難情報に含むべき内容 

避難指示及び災害発生情報を発令する際には、次の項目から必要な情報を明示

して行い、住民等に対する避難情報の周知を図る。 

(1) 要避難対象地域 

(2) 避難場所 

(3) 避難理由 

 (4) 避難経路(危険な経路がある場合等） 

(5) 避難時の注意事項（火の元確認、避難時の戸締り、携行品、服装等、避難先明 

記） 

３ 警戒区域の設定 

基本法第６３条（市町村長の警戒区域設定権等）に基づき、市長は、災害が発生 

し又はまさに発生しようとする場合において、人の生命又は身体を保護するため必 

要があると認めるときは、警戒区域を設定し、当該区域への応急対策従事者以外の 

者の立入りを制限し、若しくは禁止又はその区域からの退去を命ずることができ 

る。「警戒区域の設定」が「避難の指示」（基本法第６０条）と異なる点は以下のと 

おりである。 

１ 「避難の指示」が対人的に捉えて指示を受ける者の保護を目的としているのに 

対して、「警戒区域の設定」は、地域的に捉えて立入制限、禁止、退去命令によ 

り、その地域の居住者等の保護を図ろうとするものである。 

２ 「警戒区域の設定」は、災害がより急迫している場合に行使される。 

３ 「警戒区域の設定」に基づく禁止、制限又は退去命令については、その履行を 

担保するために、その違反について罰則が科される（基本法第１１６条第２項） 

のに対し、 「避難の指示」については罰則がない。 

４ 避難要領 

１ 避難の考え方 

    指定緊急避難場所・指定避難所・その他の避難所等のうち安全で近傍にある避 

難所等に避難する。避難にあたっては要配慮者、特に避難行動要支援者の避難に 

配慮し、適切な避難行動ができるように行政及び地域が一体となり体制を構築す 

る。 

２ 学校、幼稚園、保育所、認定こども園、病院、社会福祉施設等の避難誘導 

          学校、幼稚園、保育所、認定こども園、病院、社会福祉施設等の施設管理者は 

収容者等の避難が必要な場合、あらかじめ各施設において定めた計画により、避 

難誘導する。 

３ 避難の準備 

     避難の準備については、次の事項を周知する。 
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(1) 避難の手段は原則として徒歩とする。ただし、災害の状況や各自の実情に合っ 

         た柔軟な考えのもと自家用車等の利用も可能とする。自家用車等を利用する場合 

         道路状況や交通規制等に注意し、安全確保を最優先に行動すること。 

(2) 避難に際しては、必ず火気、危険物等の始末を完全に行う。 

(3) 事業所にあっては、油脂類の流失防止、発火しやすい薬品、電気、ガス等の 

 安全措置を講ずる。 

(4) 市民は、日ごろから次に掲げる非常用持ち出し品を、男性は約１５kg、女性 

 は約１０kgまでを目安に用意しておき、避難時は両手がふさがらないようリュ 

ックサックに入れ、避難時に探さなくてもよいようにしておく。 

ア 貴重品（保険証、通帳、印鑑、証書等） 

イ マスク・体温計・携帯用消毒液等の感染防止用品 

ウ 食糧品等（水、乾パン、缶詰、即席めん、高齢者や乳幼児のための食品等） 

エ 応急医薬品、常備薬、お薬手帳等 

オ 衣類（肌着、防寒着等） 

カ スマートフォン等の予備バッテリー 

キ その他（ラジオ、懐中電灯、眼鏡等）必要と思われるもの。 

 また、携行して避難するものと、自宅に備えておくものとに区分して保管

することが望ましい。 

４ 要配慮者の避難 

要配慮者の避難にあたっては、安全に避難できるよう留意し、次の対策を講じ

る。 

(1) 避難所での生活ができる人 

一般の避難所に受け入れる。 

(2) 避難所での生活ができない人 

「災害時要援護者の福祉避難所に関する協定」に基づき、福祉避難所に受け入 

れる。 

(3) 日本語による意思疎通が困難な外国人 

総務対策部及び市民対策部は、外国語等により避難指示等を伝達するほかボ 

ランティア等の協力により広報活動を行う。 

(4) 市民相互の共助 

     市民は、地域の要配慮者の避難にあたって、相互に協力する体制を構築す 

る。 

５ 車中泊避難 

 車中泊避難者に対する避難場所の確保や支援方策を検討する。 
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５ 避難所の開設 
１ 避難所の開設準備 

非常態勢に該当する災害が発生した場合には、指定避難所指定職員が指定避難

所に参集し、避難所の開設を行う。避難所の開設に際しては、避難所施設状況を

把握するとともに、災害対策本部に避難所の開設を報告する。 

   (1) 市街地大火災等により避難所施設の多くが被災し、市内で避難者を受入れで 

きない場合は、総務対策部は近隣市町等に避難者の受入れを要請する。 

(2) 避難所の不足等が発生又は不足が見積られる場合、市民対策部及び福祉対策 

部は、次の措置を講ずる。 

ア 避難所に指定されていない市の施設を充てるほか、他の公共及び民間の施 

  設管理者に対して、臨時の避難所としての施設の提供を要請する。 

イ 「災害時要支援者の福祉避難所に関する協定」に基づき、福祉施設等に対 

して施設の福祉避難所の開設を要請する。 

ウ 県に要請し屋外にテントを設営する。 

エ 民間業者からのテントの借上を行う。 

２ 避難所の開設 

     市民対策部は、教育対策部と協議の上、開設が必要な避難所に避難所開設職員 

を派遣し、避難所を開設する。 

ただし、開設に急を要する場合は、次の方法をとる。 

(1) 勤務時間内に避難所を開設する場合 

ア 避難所となる施設管理者に対して開設を要請する。 

イ 避難者が受入れを求めた場合は、災害対策本部からの要請がなくとも施設 

管理者が開設し、市民対策部に避難所開設職員の派遣を要請する。 

(2) 勤務時間外に避難所を開設する場合 

ア 指定避難所指定職員は、非常態勢に相当する地震が発生した場合、災害対 

策本部の命を受けることなく、直ちに指定避難所に参集し、避難所を開設す

る。 

イ 施設管理者は、あらかじめ避難所として使用できる施設の鍵を指定避難所 

  指定職員に依託し、地震発生時は直ちに対応できるようにしておく。 

 

第２ 避難所 

救助法が適用された場合における「避難所の供与」の実施は、県知事の委任を受けて 

市長が実施する。 

同法が適用されない小災害の場合、及び同法が適用されない部分は、市長が実施する 
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１ 実施責任 

役職・組織等 活    動    の    内    容 

本  部  長 避難所開設の決定に関すること。 

交通・広報対策部 避難情報及び避難所開設状況の広報に関すること。 

市 民 対 策 部 避難所の開設、管理運営に関すること。 

教 育 対 策 部 避難所の開設、運営管理に関して、市民対策部に協力すること。 

福 祉 対 策 部 

１ 福祉避難所の開設要請及び要配慮者の受入れに関すること。 

２ 被災者(要配慮者を含む。)の健康管理及び健康相談に関すること。  

３ 感染症等の防除、防疫及び避難住民に対する衛生指導に関するこ

と。 

市 民 及 び 
自 主 防 災 組 織 避難所において主体的に運営を行うこと。 

ボ ラ ン テ ィ ア 避難所の運営を補助すること。 

２ 救助法の実施基準  

救助法が適用された場合は同法により、同法によらない部分及び同法が適用され 

ない場合については、同法に準じて行う。 

３ 避難所の運営及び管理 

避難所の運営及び管理にあたっては、避難所運営マニュアルを準用するとともに、

次の事項に留意する。 

１ 避難所における情報の伝達、食料等の配布、清掃等について、避難者、住民、 

自主防災組織等の協力が得られるように努めるとともに、必要に応じて、県、他 

の市町に対し協力を求める。 

２ 避難所の運営にあたっては女性の参加を推進するとともに、男女のニーズの違 

い等男、女双方の視点等に配慮する。 

３ 避難所の生活環境の維持に努めるとともに、避難者のプライバシーにも配慮す 

る。 

４ 良好な衛生環境の維持に努めるとともに、健康状態の把握・管理に留意する。 

５ 福祉対策部は、高齢者、障がい者等要配慮者の避難について、福祉避難所の開

設を防災協定に基づき要請する。 

  ６ 必要に応じてホームヘルパーの派遣、車椅子の手配等を福祉事業者、ボランテ

ィア団体等の協力を得て実施するとともに、保健師、災害支援ナース等専門職の

派遣を県に要請する。 

７ 帰宅困難者については、交通情報等を入手し安全が確保された後に帰宅を促す

この際、避難生活が長期化する場合の対応について準備する。 
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８ ペット同行の避難者に対しては、ペットの避難所を指定するなど、飼い主責任 

を基本とした同行避難に配慮した対応に努める。 

９ 避難所外避難者の把握、情報提供、救援物資の提供等、避難所外避難者対策に 

 留意する。 

４ 避難所の運営における役割 

１ 避難所の管理責任者 

(1) 避難所の管理責任者には、市民対策部が派遣する避難所開設職員があたる。 

(2) 避難所開設職員には、市職員をあてることを基本とするが、開設数が多い場

合には、消防団、地域防災組織等の役職者から選任する。 

２ 施設管理者 

施設管理者（学校長等）は、施設の避難所利用に対してアドバイスをするほか 

避難所運営について協力する。 

３ 運営主体 

避難所の運営は、当初は市民対策部から派遣される避難所開設職員が中心とな 

って行うが、避難所の開設が長期にわたると予想される場合などは、自主防災組 

織等を中心とした住民組織が自主的な活動で運営されるように留意する。 

５ 避難所の機能 

避難所は、避難者を受入れるのはもちろんのこと、地震により都市機能が麻痺し

た地区の住民生活を支援するため、避難所に次の機能を持たせる。 

１ 水、食糧品、生活必需品等の配給・要請の拠点 

２ 医療・救護の拠点（必要により救護所、巡回診療） 

３ 情報伝達の拠点（掲示板の設置、広報紙の配布窓口） 

６ 避難所における基本的な活動 

避難所における基本的な活動は、以下のとおりである。 

１ 避難所に受け入れた避難者の住所、氏名、家族構成等を把握し避難者名簿を作 

成 

２ 物品受払い簿を作成して、災害対策本部等から配分された物資の受払いを記録 

３ 避難所収容記録を作成して、避難所において発生した記録すべき事項を記録 

４ 災害対策本部等関係者からの情報の収集・伝達 

５ 避難者への物資等の配分 

６ 避難所を対象とした各種業務等への支援 

  ７ 災害対策本部、自治会、自主防災組織、地域まちづくり協議会との連携 

  ８ 感染症予防・拡大対策の実施   
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７ 避難所の運営マニュアル 

各避難所の管理責任者は、市民対策部の指導のもとで、避難所運営マニュアルに

より、避難所の管理運営を行う。運営マニュアルは、主に次の事項について定める 

１ 配備態勢  

２ 避難者の受入準備   

３ 避難所の管理   

４ 避難所の閉鎖 

８ 避難所の環境保護の方針 

１ 避難者情報の管理 

(1) 市民対策部は、各避難所において作成された避難者名簿を回収し、市内の避 

難者の情報を統括的に管理する。 

(2) 避難者情報は、災害応急対策活動や避難者の自立を支援する施策を実施する 

ための基礎資料として本部員会議に報告する。 

(3) 各対策部長は、各対策部における応急対策の実施にあたって避難者情報を収

集する必要がある場合は、市民対策部に調査の実施協力を要請する。 

２ 要配慮者への対応 

(1) 要配慮者の把握 

ア 自主防災組織やボランティア等の協力を得て、要配慮者を把握し、健康状

態等について聞き取り調査を行う。 

イ 避難所内でも比較的落ち着いた場所を提供する等の配慮を行うとともに、 

必要に応じて、福祉施設、病院等への入所、被災地外への避難等が行えるか 

災害対策本部において調整・協議する。 

(2) 寝たきり等施設での生活が必要な者 

福祉対策部は、寝たきり等により施設での生活が必要な者を事前に把握し 

福祉施設等に対して福祉避難所の開設及び受入要請を行う。 

(3) 介護者を確保できる避難所の設定 

福祉対策部は、介護が必要で、指定避難所での避難生活を行うことが困難 

な高齢者、障がい者等に対して、福祉避難所への受入れを調整する。 

９ 医療・保健体制  

  福祉対策部、医療対策部は亀山市医師会等と連携し、災害時の救急・救護態勢 

の早期確立に努める。この際、感染症拡大防止策の実施に留意する。 

１ 医療対策部は、避難所に受入れされている避難者に対する救護活動の態勢を 

検討する。 

２ 福祉対策部は、必要に応じて避難所に保健師・看護師を巡回させ、避難者の 

健康管理にあたる。 
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３ 福祉対策部は、メンタルケアを行うため、必要な人材を避難所に巡回派遣す 

る。 

  ４ 福祉対策部及び医療対策部は、避難所における感染症拡大防止の処置を適切 

に指導するとともに、感染者の発生にあたっては鈴鹿保健所と連携し、患者の 

移送について調整する。 

10 避難生活長期化への対応 

１ 災害発生から３日目程度までの対応 

  各避難所の状況を的確に把握し、防災備蓄品の適切な配分により対応する。 

この際、市民対策部は県と先行的に調整し、生活必需品又は消耗が早い物品 

等について確保する。 

  ２ ３日目以降から７日目頃までの対応 

政府が実施するプッシュ型支援と連携し、物資の円滑な受入及び配送・配分 

を計画する。この際、市民対策部は、長期化を予想し、避難生活環境向上のた 

めの物品の調整を先行的に行う。 

   ＜必要が予想される生活機器の一例＞ 

(1) 衣類（冬期の防寒着を含む） 

(2) 洗濯機、乾燥機 

(3) 冷暖房設備 

(4) 掃除機 

(5) 冷蔵庫 

(6) 炊事設備 

(7) テレビ 

３ 入浴支援 

(1) 市民対策部は、避難生活の長期化に対応して、市有の入浴施設の利用及び公 

園等において仮設のシャワールーム、仮設浴場等の設置を検討する。 

(2) 施設の設置にあたっては、建設対策部及び県に支援を要請する。 

４ 洗濯支援 

(1) 市民対策部は、避難生活の長期化に対応して、井戸水等を活用した仮設洗濯

場の設置を検討するとともに、必要に応じて各避難所に洗濯機及び乾燥機を設

置する。 

(2) 設置にあたっては、建設対策部及び県に支援を要請する。 

５ 宿泊施設、社会福祉施設等の活用 

市民対策部は、避難生活が長期化する場合、必要に応じて民間宿泊施設等の避

難所としての活用を調整する。 

この際、感染症への対応に留意する。 



地震災害対策編  

第２章 災害応急対策           第１０節 避難及び被災者支援等の活動 

141 

 

また、福祉対策部は、要配慮者のうち、介護等の必要性の高い者について設備

の整った施設や社会福祉施設等への受入れを調整する。 

６ 感染対策とプライバシー保護 

避難所においては、適時の換気の実施やダンボール間仕切り等を活用し、感染

症拡大防止の対策を講ずるとともに、避難者のプライバシー保護に努める。 

  ７ 個人情報の収集と管理 

避難所において避難者の生活再建に向けた施策を展開するために個人情報を収 

集した場合は、当該個人情報の管理を適切に行う。 

11 避難における特別措置 

１ 近隣市町への避難 

大災害が発生し、予定した避難所が使用できない又は適当でない場合におい 

て本部長は、近隣市町への避難について県知事に要請する。 

なお、事態が急迫し、県知事に要請するいとまがないときは、市長は近隣市 

町長に対して直接要請する。 

２ 避難の方法 

  原則として災害対策本部が避難者を搬送するが、状況により、搬送も併せて 

近隣市町に要請する。要請の方法は、「第２章第５節第４ 防災関係機関との連 

携」による。 

12 ペット対策 

       三重県及び関係団体等にペットとの同行避難、受け入れ等について助言を求め 

るとともに、ペット同行避難による避難所の公衆衛生が悪化しないよう又、ペッ 

ト所有者が避難所の近くで飼育できるように仮設避難設備の設置や飼育管理のル 

ールづくり及び必要な支援物資の備蓄などペットの受け入れ態勢の構築を図る。 

第３ 応急住宅対策 

１ 実施責任 

役職・組織等 活 動 の 内 容 

交通・広報対策部 

１ 応急住宅対策に関する広報の実施に関すること。 

２ 応急仮設住宅建設用地のための市有財産の資料提供に関するこ

と。 

建 設 対 策 部 
１ 仮設住宅入居の判定のための資料作成に関すること。 

２ 応急住宅対策の実施に関すること。 

建 設 業 者 等 応急仮設住宅の実施協力に関すること。 
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２ 住宅対策の種類と順序 

住宅の倒壊・流出等により住宅対策が必要と判断される場合には、次の取り組み 

を行う。 

１ 発災直後の対策 

(1) 避難所の設置による被災者の応急受入れ 

   (2) 応急仮設住宅の建設、住宅の応急修理、障害物の除去 

２ 二次的対策 

(1) 公営住宅法による災害公営住宅等の建設 

(2) 公営住宅法による既設公営住宅等の復旧 

(3) 民間住宅の復興に対する支援 

３ 応急仮設住宅の供与 

１ 実施責任 

救助法が適用された場合における「応急仮設住宅の供与」の実施は、県知事の 

委任を受けて本部長(市長)が実施する。 

大規模地震災害時等、市で対応が困難と考えられる場合は、県による建設を検 

討することとする。 

また、同法が適用されない小災害の場合及び同法が適用されない部分は、市長が 

実施する。 

２ 救助法が適用された場合の実施基準 

救助法が適用された場合は同法により、同法によらない部分及び同法が適用さ 

れない場合については、同法に準じて行う。 

３ 入居基準 

(1) 住家が全焼、全壊又は流失した場合 

通常は非住宅として取扱われる土蔵又は小屋であっても、事実上そこを住家 

    として使用していた場合はこれを住家に含める。 

ただし、住家が全焼、全壊又は流失しても、離れ家等が残り居住になんら差 

し支えないものは除く。  

(2) 自らの資力をもってしても住宅を確保することができない者1 

ア 生活保護法の被保護者並びに要保護者 

イ 特定の資産のない失業者、母子世帯 

ウ 特定の資産のない勤労者、小企業者 

４ 応急仮設住宅建設予定地 

応急仮設住宅建設用地は、次の順位に従って決定する。 

(1) 当面利用目的が決まっていない公共用地 

(2) 都市公園（テニスコート、野球場等） 
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(3) 遊休地 

５ 供与期間 

    救助法及び建築基準法では、応急仮設住宅の供与期間は２年以内とされるが、 

災害復興住宅等の整備や自己再建により自立退去が見込めるまでの間、応急仮設 

住宅を利用することが考えられる。（特定非常災害の場合は、「特定非常災害被害者 

の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律（平成８年法律第８５ 

号）」による存続期間の特例が定められている。） 

６ 入居選考 

(1) 自らの資力では住宅の応急修理ができない者を対象に認定する。 

(2) 十分な調査を基とし、必要に応じ民生委員・児童委員の意見を徴する等、り災

者の生活条件を調査の上、決定する。 

(3) 抽選等の方法により決定することのないよう注意する。 

７ 応急仮設住宅の建設上の留意点 

(1) 住宅の構造は、高齢者、障がい者向けの仮設住宅等、可能な限り、入居者の 

状況や利便性に配慮する。 

(2) 設置戸数の決定にあたっては、救助法の設置基準によるほか、避難所等の存 

続状況などを考慮に入れて最終の戸数を決める必要がある。また、事前に関係 

団体等との協議等により、一定の戸数や資材を確保する等、迅速な応急仮設住 

宅の建設に努める。 

(3) 仮設住宅の整備と併せて、集会施設等を整備するとともに、地域の自主的な 

組織づくりを促進する。 

(4) 地域の状況により商業施設や医療施設等生活環境を整備するとともに、福祉 

  や医療サービスが必要な一人暮し高齢者や障がい者等に対してケースワーカー 

の配置や手話通訳者、ホームヘルパーの派遣等、実状に応じたきめ細かな対応に 

努める。 

８ 応急仮設住宅の管理 

(1) 市長の責任において、応急仮設住宅の管理を行う。 

(2) 県知事が応急仮設住宅を設置した場合においても、管理委託契約を結び、市 

長が管理を行う。 

９ 設置戸数引き上げ等の要請 

災害の状況等やむを得ない事情により設置戸数の引き上げ、供与期間の延長、 

着工時期の延長等が必要となる場合は、県知事に要請する。 

１０ 公営住宅及び応急仮設住宅（賃貸型応急住宅）の確保とあっせん 

     市営住宅を始めとする公営住宅や民間賃貸住宅を活用し、住家が減失、り災し 

た者のうち、自らの資力では住宅を確保することができない者のための住宅を確 

保し、あっせんする。 

  １１ 大規模災害時の県への供給・あっせんの要請 

大規模地震災害により市で対応することが困難な場合は、次の事項を明らかに 
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して、県に要請する。 

(1) 被害戸数（全焼、全壊） 

(2) 設置を必要とする戸数 

(3) 調達を必要とする建設業者数 

(4) 連絡責任者 

(5) その他参考となる事項 

４ 空き家住宅 

建設対策部は、市営住宅のほか、県、県内各市町、関係機関等の所有する空き家を 

確保し、入居者を募集する。 

５ 住宅の応急修理 
１ 実施責任 

  救助法が適用された場合における「住宅の応急修理」の実施は、県知事の委任 

を受けて市長が実施する。 

同法が適用されない小災害の場合及び同法が適用されない部分は、市長が実施 

する。  

２ 救助法が適用された場合の実施基準 

項  目 基     準     等 

対 象 

１ 住家が半壊(焼)し、自らの資力により応急修理ができない者（世帯単位） 

２ 大規模な補修を行わなければ居住することが困難で、ある程度住家が半壊

(焼)した者 

３ 市町村ごとの設置基準個数は、半壊(焼)又は流出した世帯の３割以内 

支出費用 
居室、炊事場及び便所等、日常生活に必要最小限度の部分を修理するための

原材料費、労務賃、材料輸送費及び工事事務費 

期     間 
災害発生の日から１か月以内 

（ただし、厚生労働大臣の承認により期間延長あり） 

備     考 実状に応じ、市町村相互間において対象戸数の融通ができる。 

    ３ 応急修理の実施方法 

     建設対策部は、住宅の応急修理を希望する市民を受付け、調査を実施した上で、 

救助法による実施基準等を満たす者に対して、建築業者等を派遣する。 

４ 県に対する要請 

建築業者が不足し、建築資機材等を調達することが困難な場合は、次の事項を 

明らかにして県に対して要請する。 

(1) 被害戸数（半焼、半壊） 

(2) 修理を必要とする戸数 

(3) 調達を必要とする資機材の品目及び数量 

(4) 派遣を必要とする建築業者数 

(5) 連絡責任者 

(6) その他参考となる事項 
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６ 障害物の除去 

１ 実施責任 

  救助法が適用された場合における「障害物の除去」の実施は、県知事の委任を 

受けて本部長(市長)が実施する。 

同法が適用されない小災害の場合及び同法が適用されない部分は、市長が実施 

する。 

２ 救助法が適用された場合の実施基準 

 救助法が適用された場合は同法により、同法によらない部分及び同法が適用さ 

れない場合については、同法に準じて行う。 

３ 障害物の除去の実施方法 

建設対策部は、住宅等に流入した土石等障害物のため日常生活に著しい支障を 

及ぼしているものに対し、障害物の除去を実施する。 

なお、実施の方法は、「第２章第１０節第３ 応急住宅対策」に準ずる。 

４ 県に対する依 

建設対策部は、対応が困難な場合は、県に対して次の事項を示し応援を求め 

る。 

(1) 除去を必要とする戸数 

(2) 除去に必要な期間、人員 

(3) 除去に必要な機械器具の品目別数量 

(4) 除去をした障害物の集積場所の有無 

(5) 連絡責任者 

(6) その他参考となる事項 

 

第４ 避難行動要支援者・要配慮者対策 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

福 祉 対 策 部 

１ 避難行動要支援者に対する安否確認(訪問等) 
２ 避難行動要支援者・要配慮者関連施設の被災状況の把握及び受 
入調整 

３ 避難行動要支援者・要配慮者に対する避難行動支援 
４ 視聴覚障がい者に対する情報提供（手話通訳・代読者等）の調整 
５ 要配慮者に関する情報の関係機関等との共有 
６ 避難所等への専門職員等の派遣、又は県への支援要請 

交通・広報対策部 
市 民 対 策 部 

要配慮者への応急対策情報の提供 

建 設 対 策 部 要配慮者等への応急仮設住宅の供給 

市 民 及 び 
自 主 防 災 組 織 

要配慮者の安否確認、避難誘導及び避難所の運営等 

ボ ラ ン テ ィ ア 災害対策本部及び市民等の活動への協力 
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２ 避難行動要支援者・要配慮者への対応 
 避難行動要支援者・要配慮者への対応は、災害対策本部及び地域並びにボランティ 

ア組織が協同連携して支援を行うものとする。 

１ 安否の確認 

 地震発生直後市民相互が助け合い、高齢者、障がい者等の要配慮者の安否を確認 

するとともに、災害対策本部との情報共有に努める。 

この際、避難行動支援関係者からの収集に努めるとともに、県との共有を図る。 

  ２ 避難行動要支援者の避難支援 

    避難行動要支援者名簿を活用し、発災後速やかに避難支援等関係者の協力を得 

   て、避難行動支援等を行う。 

３ 在宅要配慮者の避難所等への受入れ 

  「災害時要援護者の福祉避難所に関する協定」に基づき、要配慮者（障がい者 

高齢者等）を必要に応じて、福祉施設若しくは介護者の確保できる施設への受入 

れを要請する。 

４ 視聴覚障害者に対する情報提供態勢 

(1) 福祉対策部は、手話通訳者、代読者等のボランティアを要請し、視聴覚障が

い者に対する支援態勢を確立する。 

(2) 交通・広報対策部は、テレビ、ラジオ放送、広報紙、広報車及び障がい者等 

の支援団体等の様々な媒体を利用して、視聴覚障がい者に確実に情報が伝達さ 

れるよう留意する。 

５ 日本語による意思疎通が困難な外国人への情報提供態勢 

    交通・広報対策部及び市民対策部は、外国語による相談窓口、電話相談等を行 

うとともに、外国語による広報紙の配布等を行うとともに、確実に情報が伝達さ 

れる態勢の構築に努める。 

 

第５ ボランティア活動の支援 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

本  部  長 ボランティア受入れの指示に関すること。 

福 祉 対 策 部 

１ ボランティアの受入れ及び配置に関すること。 

２ ボランティアセンターの開設に関すること。 

３ 災害対策本部との連絡・調整に関すること。 

４ ボランティア活動への支援に関すること。 

５ 海外からのボランティア受入れの調整に関すること。 

交通・広報対策部 ボランティア募集広報について協力すること。 
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各  対  策  部 

１ ボランティアの受入れに関すること。 

２ ボランティア需要・活動状況の報告に関すること。 

３ ボランティア受入マニュアルの作成に関すること。 

社会福祉協議会等 ボランティアセンターの開設及び運営協力に関すること。 

市 民 、 事 業 所 
自 主 防 災 組 織 地域の応急対策活動への協力に関すること。 

２ ボランティア受入態勢の整備 
１ 現地災害ボランティアセンターの設置 

  関係機関と連携・協議し、被災状況に応じて「現地災害ボランティアセンタ 

ー」や「サテライト」（ボランティアの活動拠点）を設置し、みえ災害ボランテ 

ィア支援センターとの連携を図るとともに、感染症拡大防止を考慮しつつ、ボラ 

ンティアを円滑に受け入れる態勢を構築する。 

(1) 災害ボランティアへの支援 

    被災地にとってよりよい支援となるよう、ボランティアニーズの把握、ボラ 

ンティアの受入と活動先の調整を行うとともに、感染防止対策等の必要な支援 

を行う。  

(2) 専門性をもつ支援団体との連携 

専門性をもつ支援団体が効果的に活動を行うことができるよう、情報提供な

ど必要な支援を行う。 

２ 災害支援団体との連携 

  被災者の多様なニーズに対応するため、専門性をもつ様々な支援団体やボラン 

ティアが効果的に活動を行うことができるよう、情報提供や必要な支援を行う。 

3 災害ボランティアセンター 
１ 災害ボランティアセンターの開設 

(1) 地震災害等発生後、福祉対策部は速やかに社会福祉法人亀山市社会福祉協議 

会と協議し、ボランティア調整機関としての亀山市災害ボランティアセンター 

の開設を「亀山市災害ボランティアセンター設置・運営マニュアル」に基づき、 

要請する。 

 開設にあたっては、感染症の状況を考慮し、要請する。 

(2) ボランティア活動については、その自主性を尊重し、活動方針や運営につい 

てはボランティアコーディネーターを軸としたボランティアセンターの決定に 

委ねる。 

２ 災害ボランティアセンターの業務 

(1) ボランティアの募集及び登録を行う。 

(2) 災害対策本部及び地域住民からの依頼により、ボランティアの派遣を行う。 

(3) ボランティア団体の情報収集及び各ボランティア団体間の調整を行う。 
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(4) ボランティアの募集について、広報紙、マスコミ等を通じて行う。 

4 ボランティアの受入れ 

１ 技能ボランティア 

医師、建築士、通訳等専門的な技能を有するボランティアや災害時に専門的に 

活動する災害ボランティアについては、災害ボランティアセンターが受付後、各 

班からのニーズにより派遣する。 

２ 海外からのボランティア 

  海外からのボランティアの受入れについては、国、県と協議の上、災害対策本

部でその対応を協議する。 

３ 各対策部の受入れ 

  各対策部は、ボランティア活動を効果的に進めるため、受入れに関するマニュ 

アルを作成する。各対策部は技能ボランティア以外に、主として次の活動につい 

てボランティアの協力を得ることとする。 

(1) 災害情報、生活情報等の収集、伝達 

(2) 避難所等における炊き出し、清掃等の被災者支援活動 

(3) 救援物資、資機材の配分、輸送 

(4) 軽易な応急・復旧作業 

(5) ボランティアの受入事務 

5 ボランティア活動への支援 

福祉対策部は、ボランティア活動に対して次の支援を行う。 

１ 災害の状況及び災害応急対策の実施状況等の情報を提供し、ボランティア活動 

の円滑化を図るとともに、ボランティア活動からもたらされる情報についても積 

極的に受け入れる。 

２ ボランティア活動が効果的に行えるように、必要な機器・資材及び活動の拠点 

として総合保健福祉センターを提供する。 

３ ボランティア活動に従事する者に対して、市の負担により、ボランティア保険 

の加入手続きを行う。 
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みえ災害ボランティア支援センター 

社会福祉法人 

福祉協議会 
三重県社会 

日本赤十字社

三重県支部 

三 重 県 

連絡協議会 

ボランティア 

ＮＰＯ法人 

市 民 会 議 

みえ防災 

ＮＰＯ法人 

ネットワークＣ 

み え Ｎ Ｐ Ｏ 

 三重県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 地域・住民が実施するボランティア支援 

１ 被災状況の把握とボランティアの要請 

  自治会や自主防災組織は、被災状況や支援ニーズを把握し、現地災害ボランテ 

ィアセンターへ情報提供するとともに、必要に応じボランティアの要請を行う。 

２ 現地災害ボランティアセンターの運営支援 

  被災状況に応じて、現地災害ボランティアセンターの運営支援ボランティアと 

して、ボランティアニーズの把握やボランティアの受付、活動先の案内などに協 

力する。 

３ ボランティア受入支援 

    ボランティアセンターや災害支援団体と連携して、ボランティアの受け入れを 

行う。 

三
重
県
社
会
福
祉
協
議
会 

・震度 6 以上の場合 

・市内で重大な災害が発

生 

・災害救援ボランティ

アによる支援が必要

と判断された場合 

等 

協議 亀山市社会福祉協議会 

設置 

市災害対策本部 

福祉対策部 

 

指令 

要請 

または協議 

 

亀山市総合保健福祉セン

ターまたはその他 

亀山市災害 

ボランティア 

センター 
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第 11節 救援物資等の調達・供給活動  

第１ 食糧の供給 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 

１ 災者救援食糧の調達に関すること。 

２ 応援要員、車両の支援要請に関すること。 

３ 救援用食糧の搬送に関すること。 

４ 炊き出し食材及び必要機材等の調達に関すること。 

市 民 対 策 部 

１ 指定避難所における被災者への食糧の配給に関すること。 

２ 避難者に対する必要食糧の把握及び報告に関すること。 

３ 避難所における救援物資等の管理に関すること。 

市 民 ・ 事 業 所 災害発生後３日分程度の非常食糧の備蓄に関すること。 

小 売 業 者 ・ 

協 定 締 結 業 者 

１ 営業の早期再開に関すること。 

２ 在庫食糧の提供に関すること。 

３ 食糧の調達への協力に関すること。 

ボ ラ ン テ ィ ア 被災者救援物資の搬送、配布の協力に関すること。 

２ 救助法の実施基準 

救助法が適用された場合は同法により、同法によらない部分及び同法が適用され

ない場合については、同法に準じて行う。 

３ 食糧供給・調達の方針 

   在宅並びに避難所の避難者に対し、市保有の備蓄食を活用した食糧を提供すると

ともに、不足した場合は、災害時応援協定締結団体等から調達した食糧や全国から

の支援物資等を避難者に対し供給し、又は応急給食を実施する。 

１ 食糧供給の対象者 

(1) 避難所に受入れられた者 

(2) 災害により被害を受け、自宅で炊事ができない者（在宅避難者等を含む。） 

(3) 病院、観光客、帰宅困難者及び縁故先への一時避難者 

(4) 応急対策活動に従事する者で、食糧供給の必要のある者 

   ２ 食糧の供給 

     食糧の供給は、おおむね１日３回提供を行う。 

(1) 県・市の備蓄防災協定による支援 

ア 災害発生～１２時間以内  
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住民による自己確保備蓄食糧又は市備蓄保存食糧（乾パン又はアルファ 

ー米） 

イ 災害発生１２時間後～ 

         協定締結小売業者等から調達したおにぎり、パン等簡単な調達食 

ウ 災害発生２４時間後～ 

     協定締結事業所等から調達食 

(2)  政府によるプッシュ型支援による支援(災害発生７２時間後～) 

      住民、ボランティア、避難が長期化する場合は、避難所で避難者が自炊 

できるよう食材、燃料及び調理器具等の準備を検討する。 

３ 備蓄食糧の供給 

  避難者（在宅避難者を含む。）等に対する食糧等の供給については、災害発生 

から概ね１２時間以内においては、市の備蓄食糧を供給し、指定避難所ごとに総 

務対策部が搬送し、市民対策部が配給する。 

なお、備蓄食糧の搬送にあたっては、搬送要領等について事前に検討しておく 

ものとする。 

４ 食糧の調達・搬送 

１ 食糧の調達 

  総務対策部は、食糧の調達等に関して、次の業務を行う。 

(1) 災害協定締結小売業者等からの調達 

必要な応急食糧を調達する場合は、「災害時における生活必需物資等の調達 

に関する協定」に基づき、協定締結小売業者等の被災状況を確認のうえ、応急 

食糧の調達に関する協力要請を行う。 

(2) 弁当の調達 

弁当業者の選定、委託にあたっては、衛生的に安定した食事を提供でき、冷 

却装置を設置しており（設置していない場合は温食の供給）、配送態勢を確保 

できる業者とする。                  

なお、調達にあたっては市内業者を優先する。 

(3) 食糧調達要請に関する県との連絡調整 

必要な食糧の調達が困難な場合は、県に対して調達を要請する。 

ただし、米穀については、県と締結している「災害救助用米穀等の緊急引渡 

しについての協定」に基づき、農林水産省所管部局に直接、連絡要請すること 

ができる。 

２ 広域調達 

          市内で十分な調達ができない場合は、県及び他市町との災害時相互応援協定等 

に基づき救援食糧の支援を要請する。なお、他市町に要請する場合は、次の点に 
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留意する。 

(1) 需要量を事前に把握し、計画的に毎日安定した量を確保する。 

(2) 衛生面に配慮し、業者の調理したものに限り調達を行う。 

３ 物資集積拠点 

(1) 調達した食糧は、物資集積拠点に集約し、市民対策部が管理する。 

(2) 夏季は、冷蔵庫の設置を検討する。 

４ 調達食糧の搬送 

(1) 応急食糧集積拠点への搬送 

ア 最初の調達は、総務対策部が各小売業者等に出向き調達する。 

イ ２回目以降は、復旧状態を考慮し直接物資集積拠点への搬送を依頼する。 

(2) 物資集積拠点から搬送 

物資集積拠点においては、防災生活圏ごとに必要量等を確認した上で、１日

３回、事前に配分し搬送する。 

５ 食糧の配分 

避難所に派遣される職員は、避難所での食糧の配分にあたっては、避難所運営組 

織と連携して、避難所収容者及び在宅での避難者の把握を行うとともに、必要な食 

糧数を災害対策本部に要請を行い、避難所運営組織及び自治会長等を通じて食糧の 

配分を行う。 

１ 在宅避難者への配分 

避難者本人の申し出により在宅避難をしている者への配分にあたっては、自治

会長等を通じ、必要な食糧数を当該避難所で配分を行う。 

２ 自主避難所等への配分 

自主避難所を開設し、避難をしている者への配分にあたっては、自治会長等を

通じ必要な食糧の数を当該避難所で配分を行う。 

６ 炊き出しの実施 

市内全域にわたり大規模な被害が発生した場合、避難生活の状況及び避難住民の 

心情等を考慮して、必要により防災拠点となる指定避難所を基準として炊き出し所

を開設する。 

１ 炊き出しの実施時期 

  実施の態勢及び炊き出しの実施を希望する避難者の要望等を考慮して決定す 

る。 

２ 炊き出し所の設置 

指定避難所を基準に設置する。 

３ 炊き出し要員の確保 

  原則として、職員が自主防災組織及び避難所運営組織・ボランティア等の協力 
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を得て実施する。 

４ 炊き出しの材料の調達 

総務対策部は、炊き出しの実施に際し、災害時応援協定「災害時における生活 

必需品物資等の調達に関する協定」等を活用して、必要な食材及び機材等の調達 

を行い、炊き出し所に配分を行う。 

 

第２ 飲料水の供給 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

交通・広報対策部 断水状況及び給水場所等応急給水の実施に関する広報 

上 下 水 道 対 策 部 

１ 応急給水に係る人員、資機材等の応援要請 

２ 応急給水の実施 

３ 断水状況及び給水場所等応急給水の実施に関する広報 

４ 水道施設の被害状況の把握 

市 民 ・ 事 業 所 
１ 災害発生後３日分程度の非常用飲料水及び容器の備蓄 

２ 風呂の残り水、井戸水等による生活用水の確保 

ボ ラ ン テ ィ ア 応急給水への協力 

２ 救助法の実施基準 

救助法が適用された場合は同法により、同法によらない部分及び同法が適用され

ない場合については、同法に準じて行う。 

３ 応急給水の実施 

市域内において大規模な被害が発生した場合、上水道施設等に対する被害調査を 

速やかに実施するとともに、必要により早期に給水活動が行える体制を整えるなど 

被災市民への救援態勢を確立する。 

１ 災害発生直後の情報の収集 

(1) 災害発生直後、水源地における水量を確認する。 

(2) 給水区域の断水状況の把握を行う。 

２ 広 報 

(1) 応急給水を実施するにあたっては、給水場所、給水時間を事前に広報する。 

(2) マスコミへの協力を依頼し、テレビ・ラジオによる情報提供を行う。 

３ 応援要請 

  独自に給水体制を整えることが不可能である場合は、応援協定により災害対策 

本部を通じて他市町への応援要請を行う。 

また、自衛隊の災害派遣要請が必要な場合は、災害対策本部を通じて県知事に 
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要請する。 

４ 応急給水のシステム 

１ 目標量と応急給水の目標 

(1) 応急給水の目標 

    応急給水の目標は、施設の復旧が進捗するにつれ、段階的に増加していくこ 

とにする。 

災害発生からの日数 目 標 水 量 用   途 

～  ３日まで   ３リットル/人・日 生命維持に最低限必要な水量 

～  ７日  ２０リットル/人・日 炊事、洗面等最低限の生活水量 

～ １４日 １００リットル/人・日 生活用水の確保 

～ ２８日 
被災前給水量 

（２５０ リットル/人・日） 
応急復旧完了 

(2) 給水の方法 

   給水の方法について、応急給水マニュアルによる。 

２ 応急給水実施の優先順位 

避難所、災害対策本部等の重要施設への給水は、地震発生直後から確保する 

ものとし、さらに、医療施設及び高齢者、障がい者等の要配慮者の施設には、 

優先的に給水車を配備する。 

３ 給水拠点の確保(給水拠点) 

           給水拠点は、水道施設の被災状況に併せて、できる限り市民の身近で行い、 

 その後の施設の復旧に伴い、給水拠点を増やしていく。 

４ 応急給水用資機材の備蓄・調達 

           災害の発生に伴い、応急給水に必要な資機材の緊急点検・配備を行い、不足 

する部分は、民間資材メーカーとの協議により調達するほか、相互応援協定を 

締結している市町及び県に応援要請を行う。 

また、災害時の交通遮断や渋滞等による輸送効率の極端な低下に備えて、資

機材を分散して管理する。 

５ 給水応援 

(1) 災害相互応援協定により、他市町に応援要請を行う。 

(2) その他、ボランティアにも応援要請を行う。 

５ 市民への広報 

広報車、広報紙、マスコミ（テレビ、ラジオ、新聞）、防災行政無線（同報系） 

パソコン通信、自主防災組織等を通じて、断水状況（断水の解消見込み）、応急給 

水状況（時間や場所）、飲料水の衛生対策等について、広報活動を実施し、市民の 

不安解消に努める。 



地震災害対策編  

第２章 災害応急対策           第 1１節 救援物資等の調達・供給活動 

 

155 

 

なお、マスコミに対しては、全面的な協力を求め、定期的に情報を提供する。 

また、外国人向けの情報伝達手段として、外国語でのラジオ放送や通訳、ボラン 

ティアによる災害情報の伝達を実施する。 

 

第３ 生活必需品の供給 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 

１ 救援物資の要請に関すること。 

２ 要員、車両の要請に関すること。 

３ 物資の調達及び集積拠点における管理に関すること。 

４ 物資の備蓄及び管理に関すること。 

５ 物資の搬送に関すること。 

市 民 対 策 部 
１ 避難所における物資の配付に関すること。 

２ 必要物資の把握及び報告に関すること。 

市民、事業所 
１ 災害発生後３日分程度の生活必需品等の備蓄に関すること。 

２ 物資の配布への協力に関すること。 

小 売 店 等 

１ 営業の早期再開に関すること。  

２ 在庫物資の提供に関すること。 

３ 物資の調達への協力に関すること。 

ボランティア 物資の搬送、調達、配布の協力に関すること。 

２ 災害救助法の実施基準 

救助法が適用された場合は同法により、同法によらない部分及び同法が適用され 

ない場合については、同法に準じて行う。 

３ 生活必需品の供給・調達の方針 

避難所の避難者等に対して、市保有の備蓄品及び災害時応援協定締結団体等から 

調達した生活必需品や全国からの支援物資等を供給するなどの被災者に対する救援 

を行う。 

１ 応急物資供給の対象者 

(1) 避難者 

(2) 災害により被害を受け、日常生活を営むことが困難な者 

２ 避難者に対する生活必需品の供給 

  避難者（在宅避難者を含む。）に対する生活必需品は、おおむね次の物資等を 

目安とし、災害の規模に応じて調整する。 

   (1) 災害発生～２４時間以内  

     市販薬（風邪薬、胃腸薬等一般的なもの）、乳幼児用粉ミルク又は乳児用液 
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体ミルク、おむつ（乳児用・大人用）、生理用品、毛布、仮設トイレ等 

(2) 災害発生２４時間後～  

日用雑貨（石鹸、タオル、歯ブラシ、歯磨き粉、トイレットペーパー、ゴミ 

袋、軍手バケツ、洗剤、洗濯ロープ、洗濯バサミ、蚊取線香、携帯ラジオ、老 

眼鏡、雨具、ポリタンク、生理用品、ティッシュペーパー（ウエットティッシ

ュ等）、衣料品（作業着、下着、靴下、運動靴等）、炊事用具（鍋、釜、やか

ん、包丁、缶切等）、食器（箸、スプーン、皿、茶碗、紙コップ、ほ乳瓶等）

光熱材量（ローソク、マッチ、懐中電灯、乾電池、ＬＰガス容器一式、コンロ

等付属器具、卓上コンロ）、その他ビニールシート等 

３ 備蓄物資の供給 

(1) 災害発生当初は、備蓄物資を活用して供給する。 

(2) 備蓄物資の搬送方法は、「第２章第１１節第１ 食糧の供給」に準じる。 

４ 応急物資の調達・搬送 

災害発生後に必要な物資を調達する場合は、小売店等に協力を要請するととも 

に、必要に応じ、その他の市内小売店等から調達する。 

５ 応急物資集積拠点 

調達した物資は、食糧と同様、物資集積拠点に集約し、総務対策部が管理す 

る。調達物資搬送は、１日１回を基本として実施する。 

６ 物資の配給 

各避難所に届けられた応急物資は、避難者が落ち着いた段階で、避難所開設職 

員が避難者の協力を得て配給する。 

     なお、在宅避難者に対する物資の配給は、必要な物資の品目及び数を事前に把 

握し、避難所において配給を行う。 
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第 12節 遺体の取扱い 

第１ 遺体の収容・処理 

大規模地震災害発生時には、多数の死者、行方不明者が発生することが想定されるた 

め、これらの捜索、収容、検案・身元確認、引渡し、埋火葬等を的確に行う。 

また、県及び関係機関等と連携し、遺体の捜索、検視場所・遺体安置所の設置及び埋 

火葬を実施する。 

１ 実施責任 
役職・組織等 活  動  の  内  容 

福 祉 対 策 部 

 

１ 関係機関（警察、病院等）との調整に関すること。 

２ 遺体安置所の開設と管理に関すること。 

３ 遺体安置所への搬送に関すること。 

４ 霊柩車以外の車両の確保への協力に関すること。 

５ 火葬後の遺骨の一時保管への協力に関すること。 

６ 納棺、遺体の安置、身元不明者に関すること。 

７ 遺体の火葬場への搬送に関すること。 

８ 遺骨・遺品の保管及び遺族への引渡しに関すること。 

９ 行方不明者の相談、身元確認に関すること。 

10 行旅死亡人に関すること。 

11 遺体の搬送のための車両の調達に関すること。 

医 療 対 策 部 

１ 遺体の検案に関すること。 

２ 遺体の洗浄、縫合、消毒に関すること。 

３ 遺体安置所への医師の派遣に関すること。 

市 民 対 策 部  埋火葬許可証の発行に関すること。 

産業環境対策部  火葬の実施に関すること。（応援要請） 

消  防  団 
１ 遺体及び行方不明者の捜索に関すること。 

２ 遺体安置所への搬送に協力すること。 

亀 山 警 察 署 

１ 遺体及び行方不明者の捜索に関すること。 

２ 遺体の検分又は検視に関すること。 

３ 行方不明者相談、身元確認への協力に関すること。 

４ 身元引受人への遺体の引渡しに関すること。 

５ 遺体安置所への搬送に協力すること。 

災害時協力協定

締結葬祭業者等 

１ 棺及び葬祭用品の供給並びに作業等の役務の提供に関するこ 

 と。 

２ 遺体安置施設の提供に関すること。 

３ 遺体の搬送の協力に関すること。 

自主防災組織 遺体及び行方不明者の捜索への協力に関すること。 
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２ 救助法による実施基準 
救助法が適用された場合は同法により、同法によらない部分及び同法が適用され

ない場合については、同法に準じて行う。 

遺体の捜索は、災害救助法が適用された場合は県が実施することとなるが知事の 

補助機関として、実質的には市が実施する。 

３ 遺体の捜索及び収容 

１ 遺体の捜索 

  消防・警察・自衛隊等の救助機関と連携し、救出救助活動に必要な資機材等を 

借上げて実施する。 

２ 遺体を発見した場合の措置 

(1) 遺体を発見した場合は、速やかに亀山警察署に連絡し、指定された場所にお

いて警察官の検視を得なければならない。 

(2) 亀山警察署は、遺体検視、その他所要の処理を行った後、関係者（遺族又は 

  福祉対策部）に引き渡す。 

(3) 遺体については、医師に依頼して死因その他の医学的検査を実施する。 

(4) 検視及び医学的検査を終えた遺体は、福祉対策部が消防団、亀山警察署等の 

協力により遺体安置所へ搬送する。 

４ 遺体の処理 

１ 遺体の処理方法 

(1) 遺体の処理は、以下に掲げる範囲内において行うものとする。 

ア 遺体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

イ 遺体の一時保存 

ウ 検案 

(2) 資機材等の調達 

ア 地震発生後、遺体の処理に関わるドライアイス、棺等の資機材を災害時協 

定に基づいて速やかに調達する。 

イ 資機材等の調達が困難な場合は、県にあっせんを要請する。 

(3) 遺体の身元確認 

ア 身元が確定した遺体については、遺体処理票を作成し、その旨を記載して 

引取人に引渡し、必要な手続きの上、埋火葬する。 

イ 遺体の身元が明らかでない遺体又は確認できない遺体については、所持品 

着衣、人相、その他の特徴を写真撮影等により記録し、身元発見に努力する。 

また、亀山警察署から死亡報告書を受け、その後処理する。 

   (4) 遺体安置所 

遺体安置所は、公共施設の中から避難所等に使用されていない施設を充てる 
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ものとし、施設等の被災状況により「災害時における葬祭業務に関する協定」 

に基づき、協定締結葬祭業者等に遺体安置場所の提供を要請する。 

(5) 遺体の処理方法 

ア 遺体の洗浄、消毒を行い遺品を整理し納棺のうえ、その性別、推定年齢、 

遺品等を遺体処理票及び遺留品処理票に記録し、遺体安置所に提出するもの

とする。 

また、棺には、氏名及び番号を記載した札を付ける。 

イ 遺体は一定期間経過後、引取人がないときは行旅死亡人として福祉対策部

が取り扱う。 

ウ 埋火葬許可証を交付する。 

エ 遺体処理に要する車両 

オ 車両が不足する場合は、他の市有トラック等の使用又は県に応援を要請す

る。 

２ 遺体処理の期間 

(1) 遺体処理の期間は原則として、地震発生から１０日間とする。 

(2) 地震発生から１０日間で処理が終了しないときは、期間の延長手続き（県知 

事への申請）をとる。 

３ 遺体処理のための書類 

遺体処理にあたっては、以下の書類を整理する。 

(1) 遺体処理票 

(2) 遺体処理支出関係書類 

(3) 埋火葬許可証 

(4) 遺留品処理票 

 

第２ 遺体の埋火葬 

遺族において対応が不可能な場合に、福祉対策部が対応する。 

1 遺体の埋火葬の方法 

１ 対象者は、災害によって死亡した者とする。 

２ 基本的には、亀山市斎場で火葬を行う。 

ただし、火葬場自体が損壊して機能を果せなかったり、遺体が多数あるなどそ 

の他のやむを得ない理由がある場合、県及び他市町に協力を要請し、火葬場を確 

保する。 

       その他、被災地に近い寺院あるいは、安置所の設置についても考慮する。 

３ 遺体の移送に必要な車両は、場合によっては霊柩車以外の車両を使用できるこ 
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ととし、福祉対策部が確保する。 

４ 火葬後の遺骨は、場合により福祉対策部が一時保管する。 

２ 埋火葬の期間 

１ 遺体の埋火葬の期間は原則として、地震発生から１０日間とする。 

２ 地震発生から１０日間で埋火葬が終了していないときは、期間の延長手続き

（県知事への申請）をとる。 

3 埋火葬に関する書類 

埋火葬を実施するために必要な以下の書類を作成する。 

１ 埋火葬台帳 

２ 埋火葬支出関係書類 
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第１３節 防疫・保健衛生 

第１ 防疫活動 

感染症の発生未然防止のため、避難所、浸水地区及び衛生状態の悪い地区を中心に予 

防対策を実施し、災害時における感染症の流行、健康被害等を未然に防止するとともに 

被災者への健康相談等により心身の安定を図る。 

  また、食品危害の発生を防止するため、総合的な食品衛生対策を実施する。 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

福 祉 対 策 部 

１ 調達食糧品の食品衛生に関すること。 

２ 避難所の食品衛生に関すること。 

３ 防疫活動の実施に関すること。 

４ 防疫用資機材の調達に関すること。 

５ 防疫、食品衛生上の注意事項について市民に広報すること。 

６ 救護所等の衛生管理・消毒に関すること。 

７ 感染症等の防除、防疫及び被災者に対する衛生指導に関するこ

と。 

産業環境対策部 廃棄物の処理に関すること。 

上下水道対策部 家庭用水の供給に関すること。 

医 療 対 策 部 感染症の調査、健康診断に関すること。 

２ 防疫活動 

１ 予防教育及び広報活動の推進 

福祉対策部は、平常時からパンフレット等啓発用資材の整備を図るとともに、 

   これらを使用して、市民への予防教育を行い、衛生管理の指導に努める。 

２ 衛 生 

          産業環境対策部は、塵芥、汚泥などについて、適正に処理するとともに、し尿 

の処理に万全を期する。 

３ 消 毒 

          福祉対策部は、被害の状況により、次の事項について消毒を実施することとし 

必要な防疫用薬剤等の備蓄、調達を行う。 

(1) 家屋の消毒 

(2) 側溝の消毒 

(3) 患者輸送用車両などの消毒 

附属資料に消毒の基準を示す。 
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４ ねずみ、害虫等の駆除 

      産業環境対策部は、速やかにねずみ、害虫等の駆除を実施する。 

５ 家庭用水の供給等 

上下水道対策部は、速やかに家庭用水の供給を実施することとし、容器による 

搬送等実状に応じた方法によって行う。 

６ 健康診断 

福祉対策部及び医療対策部は、避難地において避難者の健康状態の把握に努め 

るとともに、必要に応じて健康診断等を実施する。 

また、県知事から臨時の予防接種を命じられたときは、その指示に従って、的 

確に実施する。 

７ 感染症患者等に対する措置 

  福祉対策部は被災地において、感染症患者又は保菌者が発生したときは、法に 

 基づき対応する。 

８ 避難所の防疫指導等 

  福祉対策部は、市民対策部の協力を得て避難所における防疫活動を実施し避難

所派遣職員を通じて衛生に関する自治組織を編成し、うがい、手洗いの励行等の

活動を実施する。 

９ 報 告 

  福祉対策部は、被害状況、防疫活動状況、災害防疫所要見込額を県災害対策本

部（鈴鹿地域防災総合事務所）に報告するものとする。 

  １０ ペット対策 

     福祉対策部は市民対策部と協力し、協定に基づき、公益社団法人 三重県獣医 

師会鈴鹿支部の助言・協力を得て、避難所に隣接した場所に、飼い主責任を基本 

としたペットの避難所及び救護所を設置するよう努める。 

     また、ペットの飼い主は、災害が発生し避難所へ避難する場合は、避難先での 

ペットの管理に自らが責任を負うことを前提に、ペットとともに同行避難を行い 

ペットの避難所及び救護所が設置されている場合は、ペットの避難所及び救護所 

の指示に従い、ペットを適正に管理するものとする。 

３ 食品衛生監視 

１ 食中毒の防止 

福祉対策部は、鈴鹿保健所に対して、食品衛生監視員を物資集積拠点及び避難 

 所に派遣するよう要請し、衛生状態の監視、指導を受け、改善を図る。 

また、避難所においては、食品の取り扱い状況や容器の消毒等について調査・ 

   指導を受け、改善を図る。 

２ 食中毒発生時の対応方法 
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  県は、食中毒患者が発生した場合、食品衛生監視員による所要の検査を行うと 

ともに、原因調査を行い、被害の拡大を防止する。 

 

第２ 廃棄物等の処理対策 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

産業環境対策部 

１ 廃棄物処理に関する広域応援要請に関すること。 

２ ごみ、し尿の収集について市民に広報すること。 

３ 災害廃棄物処理実行計画の作成に関すること。 

４ 災害廃棄物の発生状況の調査に関すること。 

５ 災害廃棄物仮置場候補地の選定と調整に関すること。 

６ 応急汲み取りの実施に関すること。 

７ バキュームカー、汲み取り要員の確保に関すること。 

８ 一般廃棄物及び災害廃棄物の収集・運搬、処理に関すること。 

９ 廃棄物処理施設の被災調査及び応急復旧に関すること。 

10 死亡獣畜の処理に関すること。 

11 運搬承認書の発行に関すること。 

総 務 対 策 部 必要人員の臨時雇用の調整に関すること。 

福 祉 対 策 部 災害用トイレ設置の衛生環境に関すること。 

市民、事業所 
自主防災組織 

１ 地震発生後、収集を開始するまでごみを出さないこと。 

２ 地域の清掃に関すること。 

２ 災害時の廃棄物処理の基本方針 

１ 廃棄物の分類 

    災害時に発生する廃棄物は、次のとおり分類する。 

(1) 一般廃棄物（通常発生分） 

日常生活上発生する一般ごみ、可燃系資源ごみ、不燃系資源ごみ及び破砕粗

大ごみ。 

(2) 災害を原因として発生する一般廃棄物(被災発生物) 

     ア 屋内で破損した食器などの一般ごみ 

     イ 屋内で破損した家具類、電化製品などの破砕粗大ごみ 

     ウ 避難所、応急仮設住宅などから発生する廃棄物 

(3) 災害廃棄物(瓦礫等) 

ア 倒壊していない建築物から発生する破損した内壁、外壁、屋根瓦などの廃 

棄物 

イ 倒壊した建築物から発生する廃棄物 

ウ 倒壊した家屋とともに、解体時に同時に排出される廃棄物（畳、カーテ 

ン、カーペット、大型家具、家電製品などの破砕粗大ごみ） 
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２ 基本的な処理方針 

(1) 一般廃棄物(通常発生分) 

一般廃棄物の処理については、平常時どおり、市が各地区ごみ集積所から排

出された廃棄物を収集運搬し、処理することを基本とする。 

   (2) 災害廃棄物 

災害廃棄物については、亀山市総合環境センター及び仮置場まで運搬するこ 

    とを基本とし、倒壊建築物については、所有者の責任において解体する。 

また、その処理については、市及び近隣市町、廃棄物処理業者などの協力を 

    要請する。 

３ 分別の徹底 

          一般廃棄物(被災発生分)は、分別を徹底し、リサイクルを図るとともに、処理 

が容易となるように指導するものとする。 

さらに、災害廃棄物については、仮置場の確保が十分でなく、仮置場において 

   分別が困難になることから、可能な限り解体現場において分別を徹底するよう指 

   導する必要がある。 

３ 一般廃棄物の処理 
１ 収 集 

(1) 人員の確保に努め、可能な限り早急に収集を開始する。 

(2) 被災状況により、交通の支障箇所などを早期に確認し、臨時収集計画により 

収集することも検討する。 

(3) 収集態勢が不十分な場合は、収集委託業者、近隣市町、廃棄物処理業者への 

協力要請を行う。 

(4) 広報車より、市民に対し収集計画及びごみを出す際の注意事項等の広報を行 

う。 

(5) 状況により、自主防災組織等の協力を求めて、前記の広報を行うとともに、 

  ごみ集積所へのビラ掲示も考慮する。 

なお、広報を行う項目は、概ね次の事項とする。 

ア 収集の曜日 

イ 収集する品目 

ウ 収集場所 

エ 注意事項（収集日以外はごみを出さないこと、分別の徹底など） 

２ 処 理 

(1) 市は、亀山市総合環境センターの稼働を確保し処理を行う。 

(2) 収集量に処理量が追いつかないとき及び十分な処理が行えないときは、三重 

県災害時廃棄物処理応援協定に基づき、県への応援の調整を要請する。 

調整が困難な場合は、廃棄物処理業者による域外処理を検討する。 
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居住機能を有し、 

自己都合により 

解体された家屋 

４ 災害廃棄物の処理 

１ 処理・処分の方針 

(1) 地域復興の観点から、災害による廃棄物の受入れ処理にあたっては、変化す 

る状況にも迅速に対応できるよう処理態勢を確保する。 

(2) 災害廃棄物の仮置場の適正な配置により、効率的に処理する。 

(3) 被災家屋等建築物の解体に際し、アスベスト飛散防止対策(湿潤化などを図 

る。)野焼きの防止、ダイオキシン類の発生などの環境対策に配慮し、災害廃

棄物の処理を行う。 

(4) 災害時の廃棄物処理にあたっては、搬入量の増大や危険物等の混入の恐れが 

あることから、作業の安全性を確保する。 

２ 被災家屋処理 

(1) 一般解体 

ア 被災した家屋は、その所有者の責任及び負担により処理するものとする。 

イ 所有者自ら（業者委託を含む。）解体した被災家屋については、災害廃棄 

物として、総合環境センター又は仮置き場にて受入れを行い、その確認につ 

いては、運搬承認書又は災害対策本部の指示をもって行う。 

なお、業者による解体の場合、居住機能を有しないと判断された被災家屋 

の廃棄物について、その確認は運搬承認書又は災害対策本部の指示をもって 

行い、総合環境センター又は仮置き場での受入れを行う。 

ウ 居住機能のある倒壊していない家屋を自己都合により業者解体した場合に 

おいては、産業廃棄物として取り扱い、受入れは行わない。 

                     

 

 

   所有者解体の場合                              業者解体の場合 

 

 

 

    災害廃棄物                                   産業廃棄物 

 （運搬承認書提出「様式 3 号」・運搬承認書発行「様式第４号」） 

災害対策本部指示 

    総合環境センター                               業 者 処 理 

（もしくは、仮置き場、周辺自治体、廃棄物処理業者） 

 

 

 

全壊・半壊(全焼・半焼)家屋又は居

住機能を有しないと判断される家屋 

被 災 家 屋 
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一般解体処理の流れ(フロー図) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全壊 

半壊 

一部損壊 

一部損壊 
(修繕に伴い発

生する廃棄物) 

一部損壊 
(損壊以外の部
分も個人で処
理) 

一部損壊 
(修繕に伴い発生

する廃棄物で損

壊以外の部分も

個人で処理) 

半壊以上の
家屋のリサイ
クル家電 

被災家屋等解
体廃棄物運搬
承認申請書(様
式第３号)を市
へ提出 

被災家屋等解
体廃棄物運搬
承認申請書(様
式第３号)を市
へ提出 

一部損壊に伴
う家屋等災害
廃棄物搬入申
込書兼承認書
(様式第６号 -
1)を市へ提出 

修理・修繕に伴
う家屋等災害
廃棄物搬入申
込兼承認書(様
式第 6 号)を市
へ提出 

産業廃棄物処
理業者へ個人
が依頼 

産業廃棄物処
理業者へ個人
が依頼 

廃家電５品目
等処理申込兼
搬入承認書(様
式第７号)を市
に提出 

家屋解体
廃棄物運
搬承認書
( 様式 第
４号 ) を
市に提出 

個人 市 
一次
仮置
場 

履行
報告
書を
提出 

二次
仮置
場 

家屋解体
廃棄物運
搬承認書
( 様式 第
４号 ) を
市に提出 

個人 市 
一次
仮置
場 

履行
報告
書を
提出 

二次
仮置
場 

市が現地
調査後承
認 

市が現地
調査後承
認 

産廃扱い 

産廃扱い 

市が現地
調査後承
認 

個人 

個人 

個人 

個人 

個人 

一次
仮置
場 

一次
仮置
場 

一次
仮置
場 

履行
報告
書を
提出 

履行
報告
書を
提出 

二次
仮置
場 

二次
仮置
場 

二次
仮置
場 

処 
 
 
 
理 
 
 
 
総 
 
合 
 
環 
 
境 
 
セ 
 
ン 
 
タ 
 
 

(被害状況) (市への提出書類) (市の承認) (解体費用) (運搬費用) (一次) (二次) (市への報告) 



地震災害対策編  

第２章 災害応急対策                 第１3節 防疫・保健衛生 

167 

 

費 用 負 担 表 

 解体 
費用 

運搬 
費用 

処理 
費用 

集積 
場所 

り災 
証明 申請書類 

全壊・半壊 個人 市 市 仮置場 必要 
被災家屋等解体廃

棄物運搬承認申請書
(様式弟 3号) 

一 部 損 壊 個人 個人 市 仮置場 必要 

一部損壊に伴う家
屋等の災害廃棄物搬
入申込兼承認書(様式
第６号-1) 

一部損壊(修繕
に伴い発生する
廃棄物) 

個人 個人 市 仮置場 必要 

修理・修繕に伴う家
屋等の災害廃棄物搬
入申込兼承認書(様式
第６号) 

一 部 損 壊 
損壊以外の部分
も個人で処理 

個人 個人 

産廃扱い 
産廃業者へ
個人が依頼 

－ － － 

一部損壊(修繕
に伴い発生する
廃棄物で損壊以
外の部分も個人
で処理) 

個人 個人 
産廃扱い 
産廃業者へ
個人が依頼 

－ － － 

 半壊以上の家
屋の家電リサイ
クル５品目 

個人 個人 市 仮置場 必要 

廃家電５品目等処
理申込兼搬入承認書
(様式第７号) 

(2) 公費解体 

ア 被災した家屋の中には、救助活動や復興活動等の妨げになる場合や、近隣 

に危険を及ぼす場合など例外的に公費解体処理を実施しなければならない場 

合が想定される。 

その場合は、災害対策本部において、災害の規模、社会的状況等を勘案し 

早急に公費解体の実施について方針を決定したうえ、公費解体の処理の基準 

及び実施方法等について市民に公表する。 

なお、公費解体の対象となる被災家屋は、全壊、半壊もしくは全焼、半焼 

した家屋、又は居住機能を有しないと判断される一部損壊した家屋とする。 

ィ 市による解体(市が委託する業者等による解体) 

           市が委託する業者等により解体を行い、次のとおり処分を行う。 
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整 理 調 査 

 

委託先決定・契約            仮 置 場 

 

業    者              運    搬 

 

解 体 作 業                      処理(総合)環境センター 

               (もしくは周辺自治体、廃棄物処理業者)  

運  搬 

 

(3) 個人による自主解体 

災害規模が大きく、市委託による解体に時間を要し、早急な対応が困難な場合で公 

費負担を認める場合は、次のとおり処理を行う。 

また、可能な限り早急に解体経費を算出し、市民に広報する。 

  

      申し込み受付             (解体運搬申請書様式第８号) 

 

          整 理 調 査                          運   搬 

 

         申込者による業者選定           仮 置 場 

 

      市が業者決定・契約 運   搬 

 

             解 体 作 業           処理(総合環境センター) 

 (もしくは周辺自治体、廃棄物処理業者) 
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公費解体処理の流れ(フロー図) 

 

(4) 市委託による公費解体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 仮置場の条件  

    仮置場は、想定される災害規模に応じて、一定以上の面積があり、周辺への環 

境影響や道路アクセスを考慮し確保する。 

４ 運搬承認書の発行 

    解体現場から仮置場ないし総合環境センターへの廃棄物の運搬に際して、本市 

の廃棄物であることを運搬承認書をもって確認する。 

運搬承認書は、被災家屋実態調査に伴い、市民対策部において発行する。 

５ その他の留意事項 

(1)  解体現場における指導 

解体現場のパトロールを行い、廃棄物の分別と搬出が適正に行われているこ

となどを確認する。 

(2) 仮置場における管理 

運搬承認書又は災害対策本部の指示を確認し、種別ごとに分別されている災 

    害廃棄物のみを受け入れる。 

(3) 付近住民対策 

   仮置場付近の住民には、十分に説明を行い、理解を求める。 

５ し尿対策 

１ 処理態勢 

     避難所設置に伴うし尿の発生量について、設置個所、利用人数等を総合的に判 

全壊もしく
は全壊した
家屋または
居住機能を
有しないと
判断される
一部損壊家
屋 

被災家屋
等解体・
運搬申請
書を市へ
提出 

市 
市 
業者 

市 市 一次 

仮置場 
市 

被害状況は
上記と同様
であるが、
市委託によ
る解体に時
間を要し早
急な対応が
困難な場合 

被災家屋
等解体・
運搬申請
書を市へ
提出 

市 
市 
業者 

市 市 一次 

仮置場 
市 

(被害状況) (市への提出書類) (現地調査) 

(委託先決定) 

（解体費用） (一次) (契約) （運搬費用） （解体費用） 

(被害状況) (市への提出書類) (現地調査) （解体費用） (一次) (契約) （運搬費用） （解体費用） 

(委託先決定) 
個人による自主解体 

処
理 

 

総
合
環
境
セ
ン
タ
ー 
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断し、適切な処理態勢を敷く。特に貯蓄容量を越えることがないように配慮す 

る。（し尿の発生量は、１人１日当たり１．７リットルを目安とする。） 

     また、人員、器材が不足する場合には、「災害時における一般廃棄物の処理等に 

関する無償救援協定」、「災害時における仮設トイレ等のあっせん・供給に関する 

協定」等により、県及び近隣市町に支援を要請する。 

２ 災害用トイレの設置 

(1) 必要台数の把握  

     上下水道の被災状況により可能な限り早急に災害用トイレの必要箇所及び必 

要台数を把握する。 

(2) 災害用トイレの設置基準 

災害用トイレを次の基準を目安として設置する。 

 

 

 

 

(3) 災害用トイレの調達 

  災害用トイレ賃貸業者等、業界団体と早急に連絡をとり、災害用トイレの必 

要数を確保する。 

この時、同時に、トイレットペーパー、清掃用品及び屋外設置時の照明施設 

（資器材及び工事）等の手配も行う。 

(4) 災害用トイレの設置 

   ア 災害用トイレの設置と汲み取り等管理を的確に連動させるため、災害用ト 

イレを設置し た者は、直ちに福祉対策部に報告する。 

        イ 災害用トイレは、まず避難所等公共施設に優先的に設置し、続いて、住宅 

の被災者のために公園等に設置する。 

        ウ 公園等屋外で照明施設が必要である場合は、中部電力パワーグリッド(株) 

鈴鹿営業所と協議の上、照明施設を設置する。 

３ 災害用トイレの管理 

(1) 市民対策部は、業者に委託し、汲み取りを行い、福祉対策部は防疫対策とし 

て消毒を行う。 

(2) 福祉対策部は、設置場所の管理者及び自主防災組織等の住民に対して、日常 

  の清掃等の管理を要請する。 

４ 処 理 

        収集したし尿は、し尿処理場において処理するが、被災状況、処理量の増大や 

施設の被災状況に応じて、他市町への応援要請も考慮して処理の方針を決定する。 

 必 要 数 

災害用トイレ設置箇所数 ５箇所/１，０００世帯 

災害用トイレ設置台数 １.２台/１００人 
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６ 死亡獣畜等の処理 

    １ 死亡獣畜（牛・馬・豚・めん羊・山羊が死亡したもの）の処理についてその手 

   続きを得た上で行うものとする。  

２ 移動しうるものについては、亀山市総合環境センターの動物焼却炉での焼却を 

原則とし、これによりがたい場合は、適当な処理場所を定め、処理を行う。  

 

第３ 保健衛生 

１ 実施責任 

役職・組織等 活 動 の 内 容 

福 祉 対 策 部 

 

医 療 対 策 部 

１ 保健衛生対策の実施について市民に広報すること。 

２ 健康相談や訪問指導の実施に関すること。 

３ 精神保健医療の協力に関すること。 

４ 保健衛生対策の方針決定に関すること。 

５ 避難所の衛生対策の実施に関すること。 

６ 被災者の健康状態の把握に関すること。 

７ 要配慮者への配慮に関すること。 

市 民 対 策 部 避難所の環境改善の実施に関すること。 

教 育 対 策 部 児童・生徒の心のケアに関すること。 

２ 健康相談等 

災害時における健康相談や訪問指導等の健康対策は、福祉対策部が鈴鹿保健所と 

連絡をとりながら実施する。 

１ 巡回健康相談 

(1) 避難所等における被災者の健康状態を把握するため、保健師による巡回相談

を行う。 

(2) 応急仮設住宅入居者が生活環境の変化に適応し、健康で自立した生活ができ 

るよう訪問指導、健康相談、健康教育等を実施する。 

(3) 保健・医療・福祉等のサービスの提供について、鈴鹿保健所に助言を求める 

とともに、各関係機関及び関係者との連携を図る。 

２ 巡回栄養相談 

(1) 福祉対策部は鈴鹿保健所と連携して、避難所や応急仮設住宅、給食施設等を 

巡回し、栄養相談等により被災者等の栄養状況を把握する。 

 この際、要配慮者の栄養管理に留意する。 

(2) 避難所解消後においても被災者の食の自立が困難である場合には、巡回栄養

相談を継続するとともに、被災者の栄養バランスの適正化を支援する。 
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３ 精神保健福祉対策 

災害直後の精神科医療の確保と災害によって起こるこころの問題に長期的に対応 

する体制を確保する。 

１ 災害時の精神保健活動は、鈴鹿保健所と連携をとり行う。 

２ 既存の医療機関が対応できない場合は、必要に応じて救護所 

内に精神科医療機能を設置する。 

３ こころのケアが必要な人の把握を行い、必要に応じ県災対本部に対してＤＰＡ

Ｔ（災害派遣精神医療チーム）の派遣を要請する。 

４ 教育対策部は、被災した児童・生徒には、できるだけ早い段階からこころのケ

アを行う。 
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第 14節 社会秩序の維持 

第１ 災害警備活動 

    災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、速やかに警備態勢を確立し、情

報収集に努めるとともに、住民等の生命、身体及び財産の保護を第一とした災害警備

活動を実施する。 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部  供給物資の配分の実施に関すること。 

交通・広報対策部 災害に関する正確な情報を市民に伝達すること。 

消 防 対 策 部 

消  防  団 

１ 防火パトロールの実施に関すること。 

２ 防犯パトロールの協力に関すること。 

各 対 策 部 
市民の不安を和らげるよう、迅速な応急対策を実施するこ

と。 

亀 山 警 察 署 
１ 防犯パトロールの実施に関すること。 

２ 防火パトロ－ルの協力に関すること。 

市 民 、 事 業 所 

自 主 防 犯 組 織 

１ 災害に関する正確な情報を入手すること。 

２ 自主防犯組織の地域における防火・防犯パトロールの実施

に関すること。 

２ 災害警備等に関する情報の収集 

災害警備活動上必要な情報の収集にあたっては、関係機関等と連携して情報の共

有を図り、災害警備態勢を確立して、地域の安全を維持する。 

３ 災害対策本部による広報 

総務対策部は、市域内で確認された不審情報や火災等、避難生活に影響を及ぼす 

情報等を市民に広報する。 

 この際、復旧復興に関する情報を併せて広報し、民心の安定を図る。  

４ 供給物資の迅速な配分の実施 

総務対策部は、生活の基礎となる物資や食糧品等を迅速に配分し、被災者の不安

を和らげるよう配慮する。 

この際、政府等が実施するプッシュ型支援と連携するとともに、円滑な物流シス

テムの運用に留意する。 

５ 正確な情報の入手と情報発信 

市民及び事業所は、災害対策本部等公的機関又はマスコミが発表する情報を入手
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するとともに、避難所内又は地域での情報の共有に努める。 

この際、情報の発信元を確認する等して、うわさ話などに惑わされることがない

よう留意する。 

６ 自主防犯組織 

自主防犯組織は、災害時の各種の犯罪や事故の未然防止を目的として、自ら防犯

パトロールを実施して地域の安全を維持するよう努める。 

 

第２ 物資の供給 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 

交通・広報対策部 
１ 物資供給に関わる正確な情報を市民に伝達すること。 
２ 市民からの苦情等の情報を収集すること。 

産業環境対策部 

１ 商業施設等の被害状況、営業状況の調査の実施に関すること。 
２ 商業者に対する営業再開の要請等に関すること。 
３ 商業者の営業再開を支援するための災害対策本部内の連絡調 
整に関すること。 

４ 商業者に対する物価安定に関する要請等に関すること。 
５ 物価の実態に関する情報収集に関すること。 
６ 県への物価安定に関する要請に関すること。 

商  業  者 
１ 店舗等の早期、営業再開に関すること。 
２ 物価安定のための営業努力を行うこと。 

市     民 
１ 物資供給に関する正確な情報を入手すること。 
２ 地震発生後の買い占めなどがないよう、事前の備蓄を行うこ
と。 

２ 量販店等の営業状況調査等の実施 

産業環境対策部は、県、ボランティア等の協力を受けて、市内の量販店、商店街 

等の被害状況及び営業状況を調査し、商業施設の営業状況等の広報、営業再開支援 

のための災害対策本部内の連絡調整等対策を講じる。 

３ 物資の安定供給のための営業の要請 

産業環境対策部は、市内の量販店、商店街等に対して、適正な物資等の供給等に

よる生活基盤の確立のため、早期の営業再開を要請する。 

営業にあたっては販売価格等に関する情報収集に努める。 

また、県に対して、関係業者に対する適正な物資等の供給及び流通について要請

するとともに、便乗値上げ等の事実が確認された場合は、是正指導等の実施を要請

する。 
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第 15節 ライフライン施設の復旧・保全 

第１ 施設設備の応急復旧 

   大規模な地震災害により、電気・ガス・電話・上下水道等のライフライン施設が、被 

 害を受けた場合には、大きな社会的混乱の要因となることが予想され、応急対策活動の 

障害となる。 

  このため、ライフライン関係機関等との相互の連携を図りながら、応急対策・復旧体 

 制について整備するものとする。 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部 
市及び他の関係機関が所管する市内の施設・設備の被害状況の把握

に関すること。 

総 務 対 策 部 

建 設 対 策 部 
市庁舎等防災拠点を最優先に応急復旧すること。 

各 対 策 部 
１ 所管施設、設備の被害状況の把握に関すること。 

２ 所管施設、設備の応急復旧措置に関すること。 
三重県建設業協会

亀 山 支 部 等 
施設、設備の応急復旧の協力に関すること。 

防災関係機関 各機関所管施設、設備の応急復旧に関すること。 

２ 基本方針 

１ 施設、設備の応急復旧活動の基本方針 

(1) 市有施設、設備等の管理者は、公共施設の緊急点検を実施する態勢を確保す

る。 

(2) 震災後、建物の倒壊、土砂崩れ等二次災害の防止対策を実施する。 

(3) 被害の状況に応じて応急復旧にとりかかる態勢を確保する。 

２ 関係機関の管理する施設、設備の応急復旧活動の基本方針 

(1) 災害対策本部、避難所、病院等の業務・生活が早期に可能となるように、ラ 

イフラインの応急復旧を実施する。 

(2) 鉄道、道路、橋梁等市内の交通関係施設の被害状況の調査と、都市機能の回

復に向けての早期復旧を実施する。 
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第２ ライフライン応急復旧 

１ 実施責任 

２ ライフライン応急復旧の調整 

１ ライフライン情報の収集・提供 

(1) ライフライン被害情報の収集のための体制の確保 

ア 各ライフライン関係機関は、「第２章第１６節第１ 被災者への情報伝達活

動」により、災害対策本部に各所管施設の被害状況、応急対策の実施状況及

び復旧の見込み等に関する情報を連絡する。 

イ 総務対策部は、収集した情報を整理し、広報及び復旧時の調整のための会 

議等の資料とする。 

(2) 市民へのライフライン情報の提供のための広報の実施 

総務対策部は、整理した資料に基づき、市民に広報紙等によりライフライン 

情報を提供する。 

(3) 報道機関へのライフライン情報の提供 

総務対策部は、テレビ、ラジオ、新聞等の情報機関に対して、ライフライン 

情報を提供し、報道することを要請する。 

２ ライフライン復旧の調整 

(1) 総合的復旧のための調整会議の開催 

「第２章第５節第１ 受援体制」により、建設対策部は、必要に応じてライ

フライン復旧のための連絡調整会議を招集する。 

(2) 復旧調整会議での協議事項 

ア 被害状況等の報告 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

総 務 対 策 部  ライフライン被害の把握と復旧情報の収集に関すること。 

交通・広報対策部 報道機関へのライフライン情報の提供及び広報に関すること。 

建 設 対 策 部 

上下水道対策部 

１ ライフラインの復旧に関すること。 

２ 水道施設の応急復旧に関すること。 

ガ ス 会 社 
１ ガス施設の応急復旧に関すること。 

２ 危険予防措置を講ずること。 

中 部 電 力 

パワーグリッド

(株 )鈴鹿営業所 

１ 電力施設の応急復旧に関すること。 

２ 危険予防措置を講ずること。 

西日本電信電話

株式会社 
公衆電気通信の応急復旧に関すること。 
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イ 工事のスケジュール調整 

ウ 資機材置場、駐車場等復旧拠点確保の調整 

エ その他必要な事項 

３ ライフライン復旧拠点の選定 

(1) 復旧基地適地の事前調査の実施とオープンスペースの確保 

(2) 地震後の空地利用状況調査の手順の策定 

(3) ライフライン復旧拠点の選定 

(4) ライフライン復旧拠点運用のための調整事項の整理 

３ 上水道施設の復旧 

１ 初動態勢 

上下水道対策部における初動態勢によるが、地震発生後は応急給水を優先する。 

２ 発災直後の情報の収集 

発災直後は、以下の情報を集約・整理して、被害の範囲・規模を把握して、応 

   急復旧対策を立てる。 

(1) 災害発生直後は、配水池等の状況を確認し、配水量の把握を行う。 

(2) 各給水区域の断水状況の把握を行う。 

３ 広 報 

(1) 応急復旧を実施するに当たり、復旧見込みが判明次第、広報を行う。 

(2) 災害時には、時間的余裕がなく市民への情報伝達効率も低下するため、マス 

コミに協力を依頼し、テレビ、ラジオ等による情報提供を行う。 

４ 応援要請 

災害の規模が大きく、独自で全ての応急復旧体制を整えることが不可能な場合 

   は相互応援協定により、災害対策本部を通じて他の市町の水道事業体に支援要請 

   する。 

５ 応急復旧の基本方針 

(1) 取水・導水施設の復旧活動 

取水・導水施設の復旧は、最優先で行う。 

(2) 浄水施設の復旧活動 

浄水施設の被害のうち、施設の機能に重要な影響を及ぼすものについては、 

    速やかに復旧活動を行う。 

６ 管路の復旧 

(1) 復 旧 

       復旧にあたっては、随時、配水系統などの変更等を行いながら、あらかじめ

定めた順位をもとに、被害の程度及び復旧の難易度、被害箇所の重要度、取水

施設の運用状況等を考慮して、給水拡大のために最も有効な管路から順次行
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う。 

 なお、資機材の調達、復旧体制及び復旧の緊急度等を勘案し、必要に応じて

仮配管、路上配管等の仮復旧を実施する。 

(2) 給水装置の復旧 

     ア 公道内の給水装置の復旧は、配水管の復旧及び通水と並行して実施する。 

          イ 一般住宅等の給水装置の復旧は、指定給水装置工事事業者等への応援要請 

を行う。 

その際、緊急度の高い医療施設、人工透析治療施設等は優先して行う。 

     ウ 給水に支障となるものについては、申し込みの有無に関わらず応急措置を 

            実施する。 

     エ 市水道の配水池、送配水管の破損、停電その他の事故による断水等の事故 

            発生に際し、迅速な復旧によって被害の拡大を防止し、配水の円滑を図るた 

            め、復旧係の編成連絡等の事項を定める。 

７ 応急復旧の目標 

          水道の応急復旧は、早急に復旧できるよう、目標を定め、事業に取り組む。 

８ 応急復旧用資機材の備蓄・調達 

(1) 応急復旧用資機材 

    応急復旧用資機材設置場所は、第二水源地（阿野田）若しくは関第二水源地

とし、災害発生直後には緊急点検・配備を行う。 

(2) 応急復旧用資機材の調達 

       災害時応援協定に基づき、他の市町からの調達又は業者等から調達を行う。 

４ 下水道施設の復旧 

１ 初動態勢 

(1) 初動態勢 

災害発生後の初動活動は、以下の活動に必要な要員を確保できる態勢を確立 

する。 

ア 住民への対応 

イ 被害状況の把握 

ウ 関係機関に対する情報提供 

エ その他関連機関との情報交換等 

(2) 情報収集 

ア 下水道施設の情報収集 

災害発生後、迅速かつ効果的に被害状況の情報を収集するためには、下水 

道施設資料が重要な役割を果たす。 

これらの資料確保を踏まえた上で、以下に示す項目について情報収集す 
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る。 

イ 処理場施設の被害状況 

ウ 管渠施設の被害状況 

エ 排水設備の被害状況 

(3) 関連施設からの情報収集 

災害の状況において、他のライフライン、構造物の状況、道路等の状況が下 

水道施設の状況を把握するのに有効な手段となることがある。 

したがって、以下に示す項目を災害の状況に併せて情報収集する。 

ア 河川施設の被害状況 

イ 水道施設の被害状況 

ウ ガス施設の被害状況 

エ 道路被害状況及び交通情報 

オ 電気通信障害に関する情報 

カ 関連業者の稼働状況 

(4) 伝達態勢 

前記被害情報の収集とともに、的確に被害状況等を職員に伝達するため、あ

らゆる手段を講じて必要な情報を的確かつ迅速に提供する。 

２ 応急対策 

(1) 災害復旧資機材の整備・調達 

災害発生時に必要とされる全ての資機材を整備するのは、経済的にも備蓄ス 

ペース的にも非効率であり、建設対策部で保有している資機材等で不足する場 

合は、災害時の応援協定に基づく、他の市町からの調達又は業者等から調達を 

行う。 

(2) 下水道施設被害調査 

処理場及び主要幹線管渠等重要性の高い施設から調査を行い、市職員で対応 

    できないと判断される場合は、他の市町職員及び施工業者等の支援を求め、緊 

    急に施設調査を行う。 

(3) 応急復旧の基本方針 

下水道は、市民生活に必要不可欠なものであり、応急復旧については、緊急 

性・重要性の高いものから復旧にかかる。 

また、復旧にあたっては、二次災害が発生しないよう十分に注意を払う。 

(4) 応急復旧方法 

ア 処理場・ポンプ場 

運転が停止した場合、施設機器の被害状況調査を行い、早期に処理能力が

回復するよう復旧を行う。 

イ 管 渠 
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              流水能力の確保、道路の陥没や雨水による浸水など二次災害発生の防止が 

最優先であり、復旧箇所の早期把握と緊急度の高い箇所から、早期復旧に努 

める。 

ウ 排水設備 

              市民からの修理相談を受け付ける窓口を設置し、修理の対応可能な施工業    

者を紹介する。 

３ 関連機関への応援要請 

    災害が発生した場合において、本市の応急対策に係る能力が不足等すると判断

される場合は、県、他の市町、関連機関、建設業組合及び排水設備指定工事店へ

の応援要請を行い、復旧に際しての機材・人員の協力を得る。 

５ ガス施設の復旧 

１ 役割分担 

市域におけるガス施設の災害防止、復旧活動等については、ガス会社、ガス事 

   業者及び販売店が担当する。 

２ 応急対策 

地震が発生した場合、ガス会社、ガス事業者等において災害応急対策を実施す 

る。 

３ 復旧対策 

復旧にあたっては、人命に関わる箇所及び救急救助活動の拠点となる場所（災 

害対策本部、避難所、病院等）を原則として優先するなど、災害状況、各施設の 

被害状況及び被害復旧の難易度を勘案して、供給上復旧効果の高いものから行 

う。 

６ 電力施設の復旧 

１ 役割分担 

  市域における電力施設の災害防止、復旧活動等については、中部電力パワーグ

リッド(株)鈴鹿営業所が担当する。 

２ 応急対策 

中部電力パワーグリッド(株)鈴鹿営業所において事前に定められた計画により 

応急対策活動を実施する。 

３ 復旧対策 

          復旧にあたっては、災害対策本部、避難所、病院、報道機関等社会的優先度の 

高い施設を原則として優先して行うが、災害状況、各設備の被害状況、各設備の 

復旧の難易度を勘案して、復旧効果の高いものから順次実施することとする。 

また、電力設備の被害状況、供給状況、復旧作業の現状と見通し等について防 

   災関係機関、報道機関に対し、迅速かつ的確に情報を伝達することとする。 
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同時に、復旧の見通し、感電や火災等公衆災害並びに二次災害を防止するための

被害地区における電気施設、電気機器使用上の注意等について、一般市民に対す

る広報宣伝活動を行う。 

これらの広報宣伝活動は、あらかじめ作成した広報素材の防災関係機関への提 

     供、報道機関による報道の要請及び広報車による巡回放送等によるものとする。 

４ 災害時における危険予防措置 

  電力需要の実態に鑑み、災害時においても原則として送電を継続するが、地震 

    の被害及び火災の拡大に伴い感電等、二次災害の恐れのある場合で、中部電力パ

ワーグリッド(株)鈴鹿営業所が必要と認めた場合又は県、市町、警察、消防機関

等から要請があった場合は、送電停止を含む適切な危険予防措置を講じることと

する。 

７ 電気通信の復旧 
１ 役割分担 

          市域における電気通信の復旧は、西日本電信電話(株)があたる。 

２ 応急対策 

西日本電信電話株式会社において事前に定められた計画により、応急対策活動 

を実施する。 

３ 復旧対策 

          復旧にあたっては、災害対策本部、避難所、病院等社会的優先度の高い施設の 

早期復旧に努める。 

また、災害対策本部は、災害時の被災者の通信連絡を確保するため、避難所に

おける電気通信施設の提供（海外との電気通信を含む、臨時の公衆電話、公衆Ｆ

ＡＸ、公衆電気通信端末の設置）を行うよう要請する。 
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第 16節 被災者への情報伝達 

第１ 被災者への情報伝達活動 

   大規模な地震災害が発生した場合、多数の情報が錯綜することが予測されることから 

迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡のため、多様な災害関連情報等の収集・伝達態勢 

の整備に努める。 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

交通・広報対策部 

１ 二次災害防止のための必要な緊急広報及び総合的な広報の実施 

２ 災害発生後定期的に報道機関に発表を行うこと。 

３ 広報紙の作成及び印刷に関すること。 

４ 関係機関に広報協力を要請すること。 

５ 広報紙の配布依頼に関すること。 

６ パソコン通信等による情報発信に関すること。 

７ 一時避難者への広報に関すること。 

８ 要配慮者に対する広報に関すること。 

市 民 対 策 部 

１ 市民からの情報及び問い合わせ等について災害対策本部に伝達

すること。 

２ 避難所において広報紙を配布すること。 

消   防   団 消防車等による緊急広報の実施に関すること。 

各 対 策 部 等 

１ 定期的な情報の報告及び整理に関すること。 

２ 広報内容を災害対策本部に提出すること。 

３ 広報内容を十分把握すること。 

４ 広報活動の協力に関すること。 

亀 山 警 察 署 広報車等による緊急広報の実施協力に関すること。 

報 道 機 関 市民及び他地域に対してきめ細かな広報に協力すること。 

自 主 防 災 組 織 広報紙の配布等の広報活動への協力に関すること。 

市      民 一時市外避難者は避難先を届け出ること。 

ボ ラ ン テ ィ ア 

１ 広報紙の配布に協力すること。 

２ パソコン通信等による情報発信に協力すること。 

３ 要配慮者に対する広報に協力すること。 
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２ 広報の態勢 

１ 災害対策本部は、地震発生後の災害情報のうち、市民の安全に関わる緊急広報

（大火災発生時の避難指示等）を実施する。 

２ 交通・広報対策部は、その他の情報（避難所情報・生活情報・復旧情報・復興

情報等）の総合的な広報活動を実施する。 

３ 各対策部は、定期的に災害対策本部に対して災害情報・生活情報を報告すると

ともに、これら情報のリスト化を図る。 

３ 広報の方法 

１ 広報の内容 

(1) 災害発生以降、緊急に市民に伝達すべき情報 

ア 災害発生状況(地震情報・気象情報等) 

イ 災害対策本部設置に関する情報 

ウ 救助・救出に関する情報 

エ 避難に関する情報避難指示等) 

オ 被災者の安否に関する情報 

カ 二次災害の危険性に関する情報（火災、土砂災害、倒壊建物、浸水等の危 

険性等） 

キ 主要道路及び緊急道路の状況(交通規則情報等) 

ク 公共交通機関の情報 

ケ 医療機関及び救護所等の状況 

        コ 公共土木施設の状況 

サ 教育施設及び学生、児童・生徒に関する情報 

シ ボランティア及び支援に関する情報 

ス 民心の安全及び社会秩序維持のための必要事項(*市長からの呼びかけ等を 

含む。) 

(2) 生活情報及び復旧情報 

ア ライフラインの状況（電気・水道・ガス・電話・下水道等の被害状況） 

イ 防疫・衛生に関する情報 

ウ 給食、給水、生活必需品等の供給に関する情報 

(3) 避難所情報及び復興情報 

ア 住宅に関する情報（応急仮設住宅等） 

イ 各種相談窓口の開設情報等 

ウ り災証明書の発行情報 

エ 税・手数料等の減免措置の情報 

オ 災害援護金等の融資情報等 
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２ 緊急広報の方法 

(1) 報道機関に対する広報の要請 

災害対策本部長(市長)は、災害に関する通知、要請、伝達または警告等緊急 

    を要する場合において、報道機関による放送を必要とする場合(ケーブルテレビ 

    を除く。)原則として、県知事を通じて依頼するものとする。 

ただし、やむを得ない場合は、放送局へ直接依頼し、じ後に県知事に報告す

るものとする。 

(2) 広報車による広報 

交通・広報対策部は、消防団及び亀山警察署の協力を得て広報車等による緊

急広報を実施する。 

(3) 防災行政無線(同報系)による広報 

災害対策本部は、災害に関する通知、要請、伝達又は警告等が緊急を要する 

合は、防災行政無線(同報系)により関地区に対する広報を行う。 

３ 一般広報の実施 

(1) 報道機関への情報資料提供による広報 

交通・広報対策部は、市庁舎に設ける記者発表室(理事者控室)において、定 

     期的に報道機関に対して情報資料の提供を行う。 

なお、報道機関の災害対策本部関連室等への取材のための立入りは、禁止す 

る。  

(2) 広報紙等印刷物の発行による広報 

ア 各担当対策部は、広報紙に掲載する広報内容を災害対策本部に提出する。 

イ 交通・広報対策部は、広報紙印刷物原稿の作成、印刷の発注、配布の依頼を 

 行う。 

ウ 市民対策部は、避難所で被災者に配付する。 

エ 交通・広報対策部は、地震発生後の初期の段階では、通常の広報ルートが機 

 能しない場合が想されるため、自主防災組織に対して、広報紙の配布の協力を 

 依頼する。 

オ 自主防災組織は、総務対策部と協力して、広報紙の地域における配布、掲 

示板への掲示を実施する。 

カ 各対策部は、被災者に広報された内容について、職員に十分徹底を図る。 

(3) インターネット通信等を利用した広報 

交通・広報対策部は、ボランティアの協力を得られた場合は、インターネッ

ト通信やケーブルテレビ放送を用いて、広報紙に掲載する内容について情報提

供を行う。 

４ 広報車等による現場広報 

    各対策部は、災害の状況又は道路の復旧状況に応じて、必要な地域へ広報車や 
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職員等を派遣し、広報活動を行う。 

なお、自主防災組織は、災害対策本部の実施する広報活動に協力する。 

４ 一時市外避難者への広報 

交通・広報対策部は、市の施策等の広報を、市内在住者だけでなく、一時市外に 

  避難した市民への伝達に努めるとともに、市外の施設管理者との連携、広報紙を直 

  接郵送する等の方法により、一時市外避難者へ広報する。 

５ 要配慮者等への広報 

１ 要配慮者への広報 

  交通・広報対策部は、福祉対策部及び福祉ボランティア等の協力を得て、在宅 

 の要配慮者等に対して広報紙を各戸配布するよう努め、聴覚や視覚に障害がある 

 要配慮者に対しては、ボランティア等の協力を得て手話通訳や代読者により広報 

 紙の内容を広報する。 

２ 外国人に対する広報 

  交通・広報対策部及び市民対策部は、通訳ボランティア及び外国人団体等の協 

 力を得て、広報紙等の通訳を行い、主要な外国語による広報に努める。 

   ３ 避難所外避難者に対する広報 

     避難所外避難者に対して各対策部は、各種方法により情報提供を行う。 

 

第２ 住民等からの問い合わせに対する対応 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

交通・広報対策部 

１ 市民からの電話等による問い合わせに応対すること。 

２ 緊急問い合わせに対応するためのマニュアルを作成するこ

と。 

３ 市民からの問い合わせ内容を本部員会議等に報告すること。 

４ 災害対策本部の決定事項等の対応に関すること。 

５ 情報提供の依頼に関すること。 

６ 相談所の設置状況等を広報すること。 

７ ボランティアを通じてパソコン通信による情報提供をする 

 こと。 
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市 民 対 策 部 

１ 関係機関の協力を得て公共施設等に臨時相談所を開設する

こ  

 と。 

２ 他の相談所等を把握し、活動調整を実施すること。 

３ 臨時相談所の設置・運営のためのマニュアルを作成するこ

と。 

４ 避難者の安否問い合わせに応対すること。 

５ 相談所における要望等の処理に関すること。 

役 職 ・ 組 織 等 活  動  の  内  容 

各 対 策 部 

１ 必要に応じて専門的な内容の電話問い合わせに対応するこ

と。 

２ 必要に応じて専門的な対応を行う相談所を開設すること。 

市民、事業所 
広報内容に注意し、電話での問い合わせはできるだけ控えるこ

と。 

２ 市民に対する対応 

１ 相談所の開設・運営 

(1) 市民対策部は、被災者の要望等を把握するため、必要に応じて公共施設や避難

所に、相談所を設置する。 

(2) 各対策部は、法律相談や住宅相談、外国人向けの相談等、必要に応じて専門相

談所を設置する。 

２ 総合的な相談窓口情報の提供 

(1) 市民対策部は、市が開設する臨時相談所、専門相談所等の設置を調整するとと 

もに、他の防災関係機関が実施する相談窓口の設置状況を調査し、総務対策部へ 

報告する。 

(2) 交通・広報対策部は、本市及び他の防災関係機関の実施する相談窓口の総合的 

な情報を広報紙等によって広報する。 

(3) 交通・広報対策部は、ボランティアの協力が得られた場合、ボランティアを通 

  じてパソコン通信に情報を提供する。 

３ 緊急問い合わせへの対応の方法 

１ 総務対策部は、地震発生直後に多発すると想定される市民からの電話による問

い合わせ、相談に対応するとともに、その内容を通信連絡応対記録票に記入し、

必要があれば関係部署に伝達する。 

２ 総務対策部は、災害対策本部の決定事項等、市民に情報提供する事項について

は、その内容を統一的な文書で連絡し、その後の応対の迅速化を図る。 

３ 総務対策部は、市民からの問い合わせについては、直ちにその内容を精査し、

関係対策部長に連絡するとともに、必要に応じ、災害対策本部に報告する。 
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４ 相談所における要望等の処理の方法 

１ 市民対策部は、相談内容、苦情等を聴取し、速やかに各関係機関へ連絡し早期 

解決に努力する。 

２ 市民対策部は、処理方法の正確性と統一を図るために、あらかじめ定められた 

通信連絡応対記録票を用いて作成し、問い合わせの内容、処理方法を定期的に災 

害対策本部に報告する。 
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第 17節 二次災害の防止 

第１ 水害・土砂災害対策 

大規模な地震災害により、河川の護岸施設及びため池の堤体が被害を受けた場合、浸

水被害が発生するおそれがある。 

このため、建設対策部、消防団は、地震発生直後に、国土交通省中部地方整備局三重

河川国道事務所、県鈴鹿建設事務所、県四日市農林事務所と連携を取りながら、専門技

術者等を活用して護岸施設及びため池の巡視を行い、危険性が高いと判断された箇所に

ついては、関係機関や住民に周知を図り、適切な応急対策を行うとともに、災害発生の

おそれのある場合は速やかに避難対策を実施する。 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

本 部 長 避難指示等の発令に関すること。 

交通・広報対策部 避難指示等の市民及び関係機関への伝達に関すること。 

建 設 対 策 部 
１ 水害・土砂災害等危険箇所の巡視・点検調査に関すること。 

２ 水害・土砂災害等危険箇所の応急復旧に関すること。 

消 防 団 

自 主 防 災 組 織 

１ 水害・土砂災害等危険箇所の巡視・点検協力に関すること。 

２ 避難指示の市民への伝達に関すること。 

２ 地震後の土砂災害対策等  

建設対策部は、地震発生直後に国土交通省中部地方整備局三重河川国道事務所、 

県鈴鹿建設事務所との連携を図り、余震あるいは降雨等による二次的な土砂災害等 

の危険箇所の点検を専門技術者等の派遣を要請して行い、危険性が高いと判断され 

た箇所については、関係機関や住民に周知を図り、ブルーシートによる崩壊面の被 

覆、不安定土砂の除去、仮設防護柵の設置等の応急工事、適切な応急対策を行うと 

ともに、災害発生の恐れのある場合は速やかに適切な避難対策を実施する。 

３ 二次災害防止のための応急復旧対策 

１ 点検調査及び応急工事等の実施 

(1) 危険箇所の点検は、危険が想定される箇所の事前想定を基に調査ルートを想 

定し、優先順位を決めて対応する。 

(2) 危険箇所点検要員は、市及び各機関の職員を確保するとともに、専門技術者等

への事前委託、ボランティア募集等を実施し対応する。 

(3) 二次災害の恐れがある場合、「第２章第１０節第１ 避難判断」により、迅速 
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に適切な避難対策を実施する。 

(4) 二次災害を防止するため、仮排水路の設置、不安定土砂の除去、ブルーシー 

ト張り、土のう積み、仮設防護柵の設置等の応急工事等を検討、実施する。 

２ 市民への広報 

    二次災害に関する情報は、「第２章第１６節第１ 被災者への情報伝達活動」に 

より、次の事項を市民に伝達する。 

(1) 二次災害の発生が予想される箇所 

(2) 広域避難場所、避難所 

(3) 避難時の注意事項、携行品等 

４ 警戒態勢 

河川（ため池含む）等の監視は、建設対策部、消防団があたる。 

監視員は、災害直後、浸水被害等の恐れがあるため池について、堤体・用水路の 

  損壊、漏水等がないかを監視する。 

 

第２ 被災宅地対策 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

建 設 

対 策 部 

１ 被災宅地危険度判定実施本部の設置運営に関すること 

２ 被災宅地の危険度判定準備及び実施に関すること 

３ 危険な宅地と判断された場合は、二次災害が発生しないよう、迅速に 

対応すること 

４ 被災宅地危険度判定の広報の依頼に関すること 

５ 被災宅地危険度判定の趣旨内容等を広報すること 

ボランティア 被災宅地の危険度判定に協力すること 

２ 被災宅地の危険度判定 

被災地域における被災宅地危険度判定は、二次災害の発生若しくは被害の拡大を 

防止し、又は被害を軽減するため、宅地の被災状況を調査し、危険度の分類を行う 

ものであり、必要に応じて県に登録された被災宅地危険度判定士に協力を依頼す 

る。 

なお、被災宅地危険度判定にあたっては、液状化や擁壁の状態等宅地の被害状況 

  の現地調査を行い、宅地の危険度を判定し、宅地に判定結果を表示することにより 

所有者や使用者だけでなく、付近を通行する人や近隣住民等にも情報提供を行う。 

        細部は、「亀山市被災建築物応急危険度判定実施本部マニュアル」による。 
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第３ 建築物、構造物の倒壊対策 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

建 設 

対 策 部 

１ 被災建築物応急危険度判定実施本部の設置運営に関すること。 

２ 被災建築物応急危険度判定の判定準備及び実施に関すること。 

３ 倒壊が起りそうな建築物等と判断された場合は、二次災害が発

生しないよう、迅速に対応すること。 

４ 被災建築物応急危険度判定の広報の依頼に関すること。 

５ 被災建築物応急危険度判定の趣旨内容等を広報すること。 

ボランティア 被災建築物応急危険度判定に協力すること。 

２ 被災建築物応急危険度判定 

被災地域における被災建築物応急危険度判定は、二次災害の防止、円滑な復旧活 

動のため、建築物の被災状況を調査し、危険度の分類を行うものであり、必要に応 

じて、県に登録された被災建築物応急危険度判定士に協力を依頼する。 

なお、被災建築物応急危険度判定にあたっては、余震等による被災建築物の倒壊 

部材の落下等から生ずる二次災害を防止し、住民の安全の確保のため建築物の被災 

状況を現地調査して余震等による二次災害発生の危険の程度を応急的に判定し、建 

築物に判定結果を表示することにより所有者や使用者だけでなく、付近を通行する 

人や近隣住民等にも情報提供を行う。 

１ 被災建築物応急危険度判定実施本部の設置 

(1) 災害対策本部は、地震発生直後の概括的被害情報等により、被災建築物応急危 

険度判定実施の必要性を検討する。 

(2) 実施本部は、あらかじめ定められた震度以上の地震が発生した場合に設置し、

被災建築物応急危険度判定の実施(原則、震度５強以上の地震の場合)は実施本部

長(市長)が行い、実施本部の建設対策部が運営するとともに、必要の都度、三重

県に報告を行う 

(3) 被災建築物応急危険度判定実施本部を設置する場所は、次に掲げた優先順位を 

持って行う。 

第 １ 順 位 市民協働センター「みらい」 

第 ２ 順 位 青少年研修センター 

２ 被災建築物応急危険度判定士の要請 

(1) 被災建築物応急危険度判定を実施する場合、実施本部長は、必要に応じて県に 

対し被災建築物応急危険度判定士（応急危険度判定が可能な建築技術者）の派遣 

要請を行う。 

(2) 被災建築物応急危険度判定実施本部は、被災建物応急危険度判定に関わる調整を 
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行う。 

３ 被災建築物応急危険度判定 

建設対策部は、「被災建築物応急危険度判定実施本部マニュアル」により、被災 

建築物応急危険度判定に必要な以下の取り組みを行う。 

(1) 住宅地図等の準備、割当区域の事前計画 

(2) 被災建築物応急危険度判定士受入れ、登録及び判定チームの編成 

(3) 被災建築物応急危険度判定実施マニュアル、調査票、判定標識、備品等の交付 

４ 被災建築物応急危険度判定の広報 

    建設対策部は、被災建築物応急危険度判定の実施に関わる内容、注意事項を整理 

し、市民に理解を得るための広報を総務対策部に依頼する。 

５ 立入制限等の措置 

    危険性が高いと判断された建築物には、被災建築物応急危険度判定結果標識を設 

置し、建物利用者への注意喚起を行う等、二次災害防止の措置をとる。 

なお、この措置については、市民に十分周知しておく。 

６ 被災建築物応急危険度判定の調整 

    判定実施にあたり、建設対策部の担当職員は、コーディネーターとして判定実施 

本部、支援本部及び災害対策本部と判定士との連絡調整にあたる。 

 

第４ 危険物施設等の保全 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

本 部 長 警戒区域の設定及び避難指示等の発令 

消 防 対 策 部 
１ 関係機関との連絡・調整 

２ 危険物貯蔵施設の調査及び災害対策本部への連絡 

消   防   団 
１ 避難指示等の伝達広報 

２ 避難誘導の実施 

危険物施設等 

管 理 者 

１ 災害対策本部への通報 

２ 事前に定められた応急対策の実施 

市     民 
１ 避難指示に従う避難行動 

２ 警戒区域への立入禁止 

危険物貯蔵施設等が被災し、有害物質等の漏洩等による二次災害発生の恐れがあ 

  る場合には、各施設管理者は、以下に示した対策により直ちに応急対策を実施する 

  とともに、災害対策本部に通報する。 

２ 危険物施設 

    本部長（市長）は、公共の安全の維持又は災害の発生の防止のため緊急の必要が 
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  あると認めるときは、製造所、貯蔵所又は取扱所の所有者、管理者又は占有者に対 

し、当該製造所、貯蔵所若しくは取扱所の使用を一時停止すべきことを命じ、又は 

その使用を制限することができる。（消防法第１２条の３） 

３ 高圧ガス施設・火薬類施設  

１ 災害発生防止の緊急措置 

     災害発生防止の緊急措置として、本部長（市長）は次の処置を行う。 

(1) 消防機関への出動命令及び亀山警察署への出動要請 

(2)  警戒区域の設定に伴う、立入制限、禁止及び退去 

(3) 物的応急公用負担の権限及び障害物の除去等の権限 

２ 災害応急対策 

(1) 住民の安全の確保 

     消防対策部は、地震災害における危険時に、ガス事業所、高圧ガス製造所、 

    火薬類製造施設等の事業者から通報を受けた場合は、直ちに事故現場に出動し、 

防御活動を実施するほか、互いに連携を取りつつ、速やかに危険区域の住民に 

事態を周知し、住民の安全を確保する。 

(2) 火気等の制限 

     消防対策部は、事業者等と協議のうえ危険が生じるおそれのある区域での火 

気の取扱いの制限、危険区域への立ち入り制限について、住民に周知徹底する。 

   (3)  避難の指示及び場所 

     本部長（市長）は、危険が生じるおそれのある区域内の住民に避難のすべき 

理由を周知し、自主防災組織と連携して、風向き等を考慮しながら直ちに安全 

な場所へ避難誘導し、住民の安全を確保する。 

４ 毒劇物施設 

 消防対策部は、県及び亀山警察署と連携し、以下の措置を講ずる。 

１ 周辺住民に対する広報 

２ 汚染区域の拡大防止措置 

３ 警戒区域の設定 

４ 被災者の救出救護及び避難誘導等の措置 

５ 飲料水汚染の可能性がある場合の河川下流の水道水取水施設等担当部署への 

通報 

５ 放射性物質施設 

  消防対策部は、県・鈴鹿保健所及び亀山警察署と連携し、以下の応急措置を講 

 ずる。 

１ 周辺住民に対する広報 
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２ 汚染区域の拡大防止措置 

３ 警戒区域の設定及び交通規制等の必要な措置 

４ 対象となる地域の市民への避難指示の伝達 

５ 被ばく者の救出及び救護 

６ 飲料水汚染の可能性がある場合の水道水取水施設等担当部署への通報 

７ 輸送中の事故にあっては、販売事業者、使用者等の専門技術者の現場への出 

 動指示 
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第 18節 災害義援金の受入・配分 

大規模地震災害の発生に際し、被災者に対する災害義援金を必要とする場合は、県、 

市、関係団体、放送局等が共同し、あるいは協力して募集方法及び期間、広報の方法等 

を定めたうえ、行うものとする。 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

本 部 長 災害義援金の受入判断、募集指示に関すること 

福 祉 対 策 部 

１ 関係機関に対する災害義援金の募集に関すること 

２ 災害義援金の受入・処理に関すること 

３ 災害義援金の配分計画作成・配分に関すること 

総 務 対 策 部 
１ 災害義援金の募集及び配分の広報に関すること 

２ 災害義援金の保管・管理に関すること 

市 民 対 策 部 
１ 不足物資リストの作成に関すること 

２ 市民への災害義援金の配分協力に関すること 

防災関係機関 災害義援金の募集、受入、配分等協力に関すること 

２ 災害義援金の受入・配分 

１ 実施機関 

  大規模災害の発生に際し、被災者に対する災害義援金を必要とする場合は、県 

市、関係団体、放送局等が共同し、あるいは協力して募集方法及び期間、広報の

方法等を定めたうえ、行うものとする。 

２ 募 集 

市内に大災害が発生した場合、県及び亀山市福祉協議会並びに関係機関等の協 

力を得ながら、国民及び企業等に幅広く募集する。募集に際しては、被害の状況 

を十分考慮して行う。 

３  義援金の保管 

  災害義援金及び見舞金（有価証券を含む。）については、総務対策部(経理班) 

 において一括とりまとめ保管する。 

４  義援金の配分 

    被害の状況及び災害義援金の応募(入金)状況等を検討し、県等の配分に準じて 

行う。配分にあたっては、速やかに被災者に届くよう留意する。 

５ 費 用 

        災害義援金の募集・受入れ及び配分に要する労力等は、できるだけ無料奉仕と 
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   するが、輸送その他に要する経費・募集・配分に要する事務経費の負担についは 

   その都度協議する。 

６ 災害義援金の受入・配分の手順 

(1) 福祉対策部は、災害義援金の受入窓口を開設し、受入業務を行う。 

(2) 福祉対策部は、災害義援金の寄託者に受領書を発行し、当該現金を受け入れ 

る。 

(3) 広域的な災害義援金募集委員会があるときは、福祉対策部は、窓口等で受け 

  入れた災害義援金を一旦募集委員会に送り、配分にあたっては、募集委員会等 

の方針により配分する。 

(4)  福祉対策部は、本庁舎又は総合保健福祉センターに臨時窓口を設け、定めら 

れた方針、被害状況への配慮、所定の手続きを経て被災者に配分する。 

(5) 総務対策部は、被災者に対して配分に関する広報を行う。 
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第 1９節 文教等対策 

第１ 応急教育対策 

  大規模地震災害により通常の教育が行えない場合は応急教育を実施するとともに、教 

育機能の早期回復を目指す。 

１ 実施責任 

役職・組織等 活  動  の  内  容 

教 育 対 策 部 

１ 園児・児童生徒、教育関係職員及び教育施設の被害状況の調 

査に関すること。 

２ 園児・児童生徒及び教育施設利用者の安全確保に関すること。 

３ 教育施設の応急復旧対策に関すること。 

４ 応急教育の実施に関すること。 

５ 教材、学用品等の調達及び給付に関すること。 

６ 就学奨励費の給付等、園児・児童生徒の教育援護に関するこ 

 と。 

７ 教育実施者の確保に関すること。 

８ 県教育委員会等関係機関との連絡調整に関すること。 

９ 学校・幼稚園の避難所活動の支援に関すること。 

10 その他応急教育対策に関すること。 

２ 教育委員会防災対策 

１ 教育施設及び園児・児童生徒の被害状況の調査 

応急復旧計画の策定のため、次の項目について、校長及び園長から人的・物的 

   被害状況等報告を受けるとともにその他の教育施設について被害状況を速やかに 

   調査し、全体を取りまとめ災害対策本部に報告する。 

(1) 園児・児童生徒のり災状況 

(2) 教育関係職員のり災状況 

(3) 学校、幼稚園施設・設備の被害状況 

(4)  応急措置を必要と認める事項 

(5) その他の教育施設の被害状況  

２ 教育施設の応急復旧 

(1) 校舎・園舎の軽易な被害については、速やかに応急修理を行い、教室に不足 

が生じたときは、特別教室を転用する等の措置をとり、通学・通園の危険のな 

くなったときは、直ちに授業を開始できる体制をつくる。 

(2) 被害が甚だしく、応急修理では教室等の使用ができないときは、一時、学校・ 

幼稚園を閉鎖し、復旧が終わるまで管理者を置く。 

(3) 運動場の被害は、とりあえず危険のない程度に応急修理し、校舎・園舎の復 
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  旧完了を待って復旧する。 

(4) 破損、冠水等によって使用不能となった園児・児童生徒用机、椅子の補充に 

は万全を期し、授業の支障のないようにする。 

(5) 避難所の設置等は、体育館・ホールを中心として使用することとするが、校 

舎・園舎の被害の程度を考え、災害対策本部とよく協議のうえ、授業の早期再 

開に努める。 

(6) 学校、幼稚園以外の教育施設については、速やかに平常業務を行なえるよう 

応急措置をとる。 

３ 応急教育の実施判断 

      教育対策部は、被災施設の状況を速やかに把握し、関係機関との密接な連携の 

うえ、次の対策をとり、教育の低下をきたさないように努める。 

    (1) 学校施設の危険度判定を行う。 

    (2) 校舎の被害が軽微なときは、速やかに応急修理を行う。 

    (3) 校舎の著しい被害、避難者の受入れ、通学路の遮断等により、通常の授業が 

できないときは、近隣の学校、幼稚園又はその他の教育施設を使用して授業を 

実施する。 

    (4) 応急教育の実施にあたっては、児童生徒及び保護者等に対し、メール、ホー 

ムページ等を活用し、応急教育の実施時期及び場所等の周知を図る。 

    (5) 施設の安全が確保できず、仮校舎の設置もできない学校施設については、亀 

山市教育委員会は三重県教育委員会に対し、児童生徒等を他の学校施設へ転入 

学させる等の調整を要請する。 

４ 教職員の確保 

教職員の人的被害が大きく、教育の実施に支障をきたすときは、県教育委員会 

と連携して、学校間等の教職員の応援を図るとともに、非常勤講師等の任用など 

を行う。 

    なお、教職員の不足が補えない場合は、県と連携し、他県等への教職員の派遣 

   要請、受入配置等の調整を行う。 

５ 応急教育の実施方法 

応急教育の実施にあたっては、園児・児童生徒の状況、学校の教育機能の回復 

   状況、交通機関の復旧状況等に併せて登校・下校時刻・授業時数・授業時間・休 

   憩時間等を決定する。 

また、その後の状況変化に応じ、段階的に改定していく。 

６ 教材、学用品等の調達及び給付の方法 

救助法による学用品の給与は、住家の全焼、全壊、流失、半焼、半壊又は床上 

浸水により学用品を失い又は損傷して就学上支障のある小学校児童及び中学校生 

徒等に対して行う。 
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７ 就学奨励費の給付、その他必要な補助 

被災により、就園学することが著しく困難になった園児・児童生徒が相当数に 

達し、就学奨励費（通学用品費、給食費等）の給付、授業料等の免除及びその他 

の補助を行う必要性が認められる場合は、関係機関と協議のうえ措置する。 

この場合においては、幼稚園長、学校長の申請により措置する。 

８ 給食の措置 

次の場合には、園児・児童生徒に対する給食を一時中止する。 

(1) 災害の程度が甚大で、学校給食施設が災害救助のため使用されている場合 

(2) 給食施設が被災し、給食が不可能の場合 

(3) 感染症、その他の危険の発生が予想される場合 

(4) 給食用物資の入手が困難な場合 

(5) その他給食の実施が適当でないと考えられる場合 

災害発生時においては、特に衛生に留意し、施設、設備の消毒、調理関係者 

の健康管理等を十分に行う。 

９ その他必要とする事項 

(1) 学校、幼稚園以外の教育機関の応急復旧期間中は、市民の利用を一時停止す 

ることがある。 

(2) 災害時の亀山市教育委員会と学校、幼稚園との連絡は、通常の方法によって 

  行うものとし、又これらによらない連絡方法についても別に定めておく。 

(3)  その他緊急事態発生による特別の措置については、その都度関係者が協議の 

うえ、速やかに応急措置をとる。 

３ 学校における防災対策 

１ 在校時における児童生徒の安全確保 

(1) 地震による校舎の損壊により校内にとどまることが危険であると判断したと 

きは、直ちに全教職員で児童生徒を掌握し、あらかじめ定める避難場所へ児童 

生徒等を避難させる。 

    (2) 児童生徒等の安全が確保された場合は、直ちに点呼等により児童生徒及び教

職員等の安否確認を行い、市災害対策本部に対し安否情報の報告を行う。 

２ 登下校時における児童生徒の安全確保 

(1) 児童生徒等の登下校時に人的・物的被害が見込まれる地震が発生した場合、 

在校している教職員で手分けし、直ちに在校している児童生徒等及び学校に避 

難してきた児童生徒等を把握し、避難が必要と判断される場合は、あらかじめ 

定める避難場所へ児童生徒等を避難させる。 

    (2) 教職員は、避難してきた児童生徒等から状況を聴き取り、避難した児童生徒 

等の情報を得たときは、現場へ教職員を派遣して状況を確認する。 
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また、安否不明の児童生徒等がいる場合は、保護者と連絡を取り通学路を教 

    職員が確認する等により、安否の確認に全力を尽くす。 

(3) 児童生徒等の安全が確保された場合は、直ちに点呼等により全学校等関係者 

の安否確認を行い、災害対策本部に対し安否情報を報告する。 

３ 夜間・休日等における児童生徒等の安否確認 

    地震により地域に人的・物的等の被害が見込まれる場合は、児童生徒またはそ 

  の保護者等に連絡を取り、安否及び所在を確認し、災害対策本部に対し安否情報 

  を報告する。 

４ 学校・園の施設の被害状況の把握 

  災害対策本部は、小中学校・幼稚園の人的被害及び施設の被害状況を各学校か 

 ら収集し整理する。 

また、児童生徒等の保護者に対し、メール等を活用して安否情報や避難状況等 

を提供するとともに、ホームページ等により施設の被害状況等の公表に努める。 

５ 児童生徒の避難誘導に関する指示 

    地震発生時の園児・児童生徒の避難誘導に関しては、事前の計画により実施す 

る。 

   (1) 園児・児童生徒が在校中の場合 

ア 揺れがおさまるまで机の下等で安全を確保し、揺れがおさまり次第、校庭

に園児・児童生徒を誘導し、人数を確認する。 

イ 校区内の被害状況を把握する。 

    地域の被害が少ない場合には、教員による誘導下校を原則とし、地域の被 

害が大きい場合、保護者又は地域の児童関係者が学校まで迎えに来ることを 

原則とする。 

ウ 園・学校における授業等の中止について、マニュアルを作成する。 

(2) 園児・児童生徒が登校中又は下校中の場合 

       状況に応じて、児童生徒の安全確認のため地域に出向く。 

６ 被災園児・児童生徒の応急教育指導に関する対応 

(1) 応急教育指導のための準備 

ア 災害発生日を基準として、被災園児・児童生徒の名簿を作成する。 

イ 亀山市教育委員会に不足教科書・文具類の依頼を行う。 

(2) 学校再開の手順 

ア 亀山市教育委員会は、緊急の校長会を開催し、各校の状況を把握するとと 

もに学校再開のための方針、授業再開計画、教職員の確保等について検討す 

る。 

イ 早期授業再開のため、市有施設、近隣小中学校、その他施設の借用につい 

て要請する。 
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ウ 被災状況、避難状況等により、２部授業、分散授業などの形態を考慮する。 

(3) 幼稚園再開の手順 

            学校再開の手順に準じる。 

７ 緊急時に地域住民に対応できる体制づくり 

  学校等の施設を避難所として利用する場合は、「第２章第１０節 避難及び被災 

者支援等の活動」によるほか、以下の点に留意する。 

(1) 大規模災害等、交通手段が途絶した時に備え、全教職員の出勤方法・出勤時 

間を確認しておく。 

(2) 地域住民に避難所として開放する施設の順位を全職員が確認しておく。 

(3) 学校等で避難所開設に向けての職員の体制を組織しておく。 

(4) 緊急避難生活物資の所在を全職員が確認しておく。 

(5) 緊急物資を保管するスペースを事前に確保する。 

(6) 災害時の教職員における避難所活動のあり方について、マニュアルを作成す 

る。 

８ 避難所の開設と運営に関する基本的事項 

(1) 避難者が発生した場合は、避難者の受入れを第一として学校の施設状況に応

じて対応する。 

(2) 各避難所の責任者は、災害対策本部によって派遣される避難所派遣職員が担 

当し、施設管理に関しては、学校長、幼稚園長が行う。 

(3) 避難所運営に関しては、１週間程度を目安に避難者の班分けを行い、自主運営 

体制に誘導する。     

(4) ＰＴＡの中に、学校、幼稚園の防災活動に関わる組織を確立しておく。 

 

第２ 文化財の保護 

文化財の被害状況を収集し、二次災害による被害の防止のために必要な措置を講ず 

る。 

１ 実施責任 
役職・組織等 活  動  の  内  容 

市 民 対 策 部 

１ 文化財の被害調査に関すること。 

２ 文化財の応急処理に関すること。 

３ 文化財所有者・管理者に対する保管方法等の指導を行うこ 

と。 

４ 国、県への応援要請及び調整に関すること。 

文化財の所有者 

若しくは管理者 
災害時の被害状況を市民対策部(関支所班)に報告すること。 
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２ 国・県・市指定文化財の保護 

国・県指定等文化財が被害を受けたときは、その所有者及び管理者、管理団体は 

被害状況を調査し、その結果を速やかに市民対策部を通じて、県教育委員会に報告 

するものとする。 

市指定等文化財が被害を受けたときは、その所有者及び管理者、管理団体は被害 

状況を調査し、その結果を速やかに市民対策部に報告するものとする。 

３ 応急対応 

国・県・市指定等文化財が被害を受けたときは、市民対策部は県教育委員会の指示、 

指導のもとに、所有者及び管理者、管理団体に対して被災文化財の保存、応急措置及び 

被害拡大防止等の措置について、必要な指示・助言を行う。所有者等は市民対策部の指 

示、助言に従いその保存などを図るものとする。 
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第３章 復旧・復興対策 
 

第１節 激甚災害の指定 
  

第１ 県と市が連携して実施する対策 
  基本法に規定する著しく激甚である災害（以下「激甚災害」という。）が発生し、被害 

が激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和３７年法律第１５０ 

号以下「激甚法」という。）に基づく指定基準に該当すると思われる場合には、公共施設

等の災害復旧事業が迅速かつ円滑に実施できるよう、県と連携して災害の状況を速やか

な調査により実情を把握し、早期に激甚災害の指定が受けられるよう措置を行う。 

 激甚災害の指定手続き 

 

 

  

 

 

  

 

第２ 激甚災害にかかる財政援助措置の主な対象事業等 

１ 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 
１ 公共土木施設災害復旧事業 

２ 公立学校施設災害復旧事業 

３  公営住宅災害復旧事業 

４  児童福祉施設災害復旧事業 

５  老人福祉施設災害復旧事業 

６  障害者支援施設等災害復旧事業 

７  堆積土砂排除事業 

２  農林水産業に関する特別の助成 
１  農地、農業用施設、林道の災害復旧事業等にかかる補助の特別措置 

２  農林水産業共同利用施設災害復旧事業の補助の特例 

３  天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する特例 

３  中小企業に関する特別の助成 
１  中小企業信用保険による災害関係保証の特例措置 

内閣総理大臣 
閣

議

決

定 

政

令

交

付 

中央防災会議 

都道府県知事 

市 町 長 

指定行政機関の長 

調査 

調査 

調査 

災

害

発

生 
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２  小規模企業の事業活動の活性化のための中小企業基本法等の一部を改正する等

の法律による廃止前の小規模企業者等設備導入資金助成法による既存貸付金の償

還の免除 

３  事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助 

４ その他の特別の財政援助及び助成 
１  公立社会教育施設災害復旧事業に対する特例 

２  私立学校施設災害復旧事業に対する補助 

３ 日本私立学校振興・共済事業団による被災私立学校施設の災害復旧に必要な資

金の貸付 

４ り災者公営住宅建設等事業に対する補助の特例 

５  公共土木施設、公立学校施設、農地、農業用施設及び林道の小災害復旧事業に

対する特別の財政援助    

５ 激甚災害に関する調査 
１  県 

(1) 県は市町の被害状況を検討する。激甚災害及び局地激甚災害の指定を受ける

必要があると思われる事業について、関係各部は必要な調査を行う。 

(2) 関係各部は、激甚法に定める必要な事項を速やかに調査し、早期に激甚災害

の指定を受けられるよう措置を行う。 

２ 市 

(1) 市は、激甚災害及び局地激甚災害の指定基準を考慮し、災害状況等を調査し

て県に報告するものとする。 

(2)  県が行う激甚災害及び局地激甚災害に関する調査等について協力を行う。 

   ６  災害復旧事業の実施 

     被害状況を的確に把握し、県と連携した復旧事業を努めて早期に実施する。 

この際、ライフラインの復旧を優先する等、計画的な事業の実施に努める。 

   また、復旧にあたっては防災協定により民間力を活用する。 

７ 特別財政援助の交付（申請）手続き 

激甚災害の指定を受けたときは、市は速やかに関係調書を作成し、県に提出を行 

う。県はこれを受け事業の種別毎に激甚法及び算定の基礎となる関係法令に基づき

負担金、補助金を受けるための手続きを行う。
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第 2 節 被災者の生活再建に向けた支援 

第１ 県と市が連携して実施する対策 

1 被災者情報の収集と対応 

      被災者に関する情報を速やかに収集し、被災者の生活再建の支援に向けた体制を 

整備するとともに、県と連携して被災者生活再建支援法の活用など、あらゆる手段

を用いて被災者の生活基盤確保・生活再建のための支援を行う。 

２ 被災者台帳整備に向けた検討 

             災害時に被災者を総合的かつ効率的に支援するための基礎資料とするため、被災 

者に関する情報を一元整理した被災者台帳を整備するための検討を行うよう努める

とともに、県の協力を得て整備促進を図る。 

3 り災証明書の交付 

           災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、被災者への支援措置を早期に実 

施するため、被害認定やり災証明書の交付態勢を直ちに確立し、速やかに被災者に 

り災証明書を交付する。 

         また、大規模な被害が発生した場合、県に対して被害認定やり災証明書の発行事 

      務等の支援を求める。 

４ り災証明交付にかかる手続き等 

り災証明書の交付は、被災者にとって、税の減免、公共料金の減免、見舞金・義 

援金の受給 貸付金の申込み等、災害後の早期立ち直りや生活の安定化のためには 

極めて重要な行為となることから、基本法第２条第１項に規定する災害により被害 

を受けた家屋等について、「亀山市り災証明書交付要綱（平成２８年亀山市告示第 

４１号）」に基づき、証明を行うものとする。 

また、り災現況の確認にあたっては、調査員が確認できる程度の被害について、 

原則、申請者等の立会いのもとで、外観及び内部からの被害調査を行い証明する

ものとする。 

なお、火災にかかるり災証明については、消防長が証明を行うものとする。 

１ り災証明の申請 

(1) り災証明願 

   現に災害等により家屋に被害を受け、その家屋について「り災証明」の交 

付を受けようとする者は、「亀山市り災証明書交付要綱第５条」の規定に基づき、

「り災証明願」（様式第１号）により、申請を行うものとする。 

なお、り災証明の発行は、災害により被害を受けた家屋の所有者及び居住 

者等からの申請によるものとする。 
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    (2) り災届出書 

      申請は原則として、り災した日の翌日から起算して３０日以内にり災届出 

     書により届出を行うものとする。 

２ 罹災台帳の作成 

(1) 総務対策部は、被災状況を調査のうえり災台帳を整理し、これにより、り 

災者について必要事項を登録する。 

(2) 総務対策部は、固定資産税課税台帳及び住民基本台帳から全世帯のり災台 

帳を作成する。 

(3) 総務対策部は、「第２章第４節第３住家等被害調査」に基づき、必要事項を 

登録する。 

   

第２ 被災者生活再建支援に向けた主な対策 

被災者生活再建支援法に基づき自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた世帯に 

対して、基金を活用して支援金を支給する制度であり、同法適用時は、市民への制度の 

周知を徹底するものとする。 

１ 支援金支給事務の基本的な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  生活資金等の貸付 

１ 災害援護資金 

(1) 実施主体  ： 市 

(2) 対象災害  ： 県内で災害救助法が適用された市町が１以上ある災害 

(3) 受 給 者  ： 上記災害により負傷又は住居、家財に被害を受けた者 

(4) 貸付限度額 ： ３５０万円 

２ 母子父子寡婦福祉資金 

(1) 実施主体  ： 市 

被
災
者
世
帯
主 

市 

三
重
県
健
康
福
祉
部

再
建
法
人 

被
災
者
生
活 

国(
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③申請書の取り 

まとめ送付 

②申請書の取り 

まとめ送付 

①申請書の 

提出 

⑥支援金の支給 

の報告 

⑤支援金の支給 

 の報告 

④支援金の支給の決定及び支給 

⑦補助金 

 申請 

⑧支給額の 

１／２補助 
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(2) 受 給 者 ： 配偶者のない女子であって、現に児童(２０歳未満の者)を扶養

している者及び配偶者のない男子であって現に児童を扶養して

いる者並びに「母子及び父子並びに寡婦福祉法」の対象となっ

ている寡婦等で要件を満たす者 

(3) 貸付限度額 ： 貸付金額の種類に応じて貸付 

(4)  貸付資金の種類(主要なものを抜粋) 

    事業開始資金、住宅資金、生活資金、就職支度資金、修学資金、修業資金 

  医療介護資金、結婚資金等 

３ 生活福祉資金 

(1) 実施主体 ： 県社会福祉協議会 

(2)  受 給 者：低所得者世帯、障害者世帯及び高齢者世帯  

(3)  貸付限度額：貸付金額の種類に応じて貸付 

(4)  貸付資金の種類 

ア 総合支援資金 

     生活支援費、住宅入居費、一時生活再建費 

   イ 福祉資金 

     福祉費、緊急小口資金 

ウ 教育支援資金 

     教育支援費、就学支度費 

エ 不動産担保型生活資金 

       不動産担保型生活資金、要保護世帯向け不動産担保型生活資金 

３ 被災者生活再建支援法に基づく支援金の支給 

   被災者再建支援法に基づき支援金の支給を行う。 

４ 住宅自力再建支援、災害公営住宅の建設及び住宅金融支援機 

 構との連携  

１ 自力再建支援 

住宅に関する情報提供は、復旧・復興対策として重要であり、被災者の住宅再 

建に向けた意思形成を支援できるよう、その提供体制構築も含めて円滑に行う。 

特に、被災住宅の修理による活用は、被災者にとって早期の生活再建に、市にお 

いては復興期までの様々な行政需要の抑制に、それぞれ資するものであるため早期

から積極的に促進を図っていくものとする。 

また、再建等資金の調達方法等も含めた支援メニュー提示をはじめとする、災 

害発生時における住宅に関する情報については、平時から行政内部での事前検討 

及び住民への情報提供に努めることで、想定外となる部分を減らす。 
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２ 災害公営住宅の建設 

災害により住宅を滅失した場合で、前述の自力再建支援を行っても自らの資力 

では住宅を得ることができない被災者に対しては、県及び市は、将来の住宅需要 

も勘案したうえで必要に応じて災害公営住宅を供給し、住居の確保を図る。 

滅失又は焼失した住宅が、公営住宅法に定める基準に該当する場合には、被災 

市及び県は被災住宅の状況を速やかに調査して国土交通省に報告するとともに、 

災害公営住宅建設計画を作成し、災害査定の早期実施が得られるよう努める。 

３ 住宅金融支援機構との連携 

市は、平常時から県及び独立行政法人住宅金融支援機構との情報共有及び連携 

を図り、災害時における被災者対象住宅相談窓口の円滑な設置運営に資するよう 

努めるとともに、発災時においては家屋の被害状況調査を早期に実施し、災害復 

興住宅資金の融資が円滑に行われるよう取り組む。 

５ 租税の徴収猶予及び減免等 

１ 県税の減免及び期限延長 

(1) 県税の減免 

災害が発生した場合において必要があると認めるときは、被災納税者に対す 

る県税の減免を行う。 

なお、災害が広範かつ大規模にわたる場合は、県税の減免に関する単独条例 

を制定して被災納税者の救済を図る。 

(2) 各種期限の延長 

広範囲にわたる災害が発生し、交通又は通信等が途絶した場合等においては、

被災地内における県税の納税者について、県税の納付期限、申告期限及び申請 

期限を延長する。 

２ 市税の減免等の措置 

災害が発生した場合において必要があると認めるときは、被災者に対して「災 

害被災者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（災害減免法）」（昭和２ 

２年法律第１７５号）及び「亀山市税条例施行規則」第７８条の定めるところに 

より、市民税及び固定資産税等の減免、徴収猶予並びに納期の延長等の必要な措 

置を行う。 

 

第３ 災害弔慰金、災害障害見舞金、災害援護資金の貸付等 

災害により被害を受けた市民に対して、「災害弔慰金の支給等に関する法律」（昭和４

８年法律第８２号）及び「亀山市災害弔慰金の支給等に関する条例」（平成１７年亀山

市条例第８５号）に基づいて災害弔慰金の支給、災害障害見舞金の支給及び災害援護資

金の貸付等を行う。 
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  実施主体は市であるが、費用負担については、災害弔慰金及び災害障害見舞金に関し

ては、国２/４、県１/４、市１/４、災害援護資金に関しては、国２/３、県１/３とな

っている。 

  また、「亀山市罹災者見舞金等支給要綱」(平成１７年亀山市告示第１０号)に基づい

て、弔慰金又は見舞金を支給する。 
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第３節 復興体制の構築と復興方針の策定 
 

第１ 復興体制の構築 
市震災復興本部(仮称)等の設置に向けた検討 

   特定大規模災害1が発生した場合、大規模災害からの復興に関する法律（平成２５年 

６月２１日法律第５５号 以下「復興法」という。）に基づく必要な支援措置を受ける 

ための「市復興計画(仮称)」の策定を始めとする総合的な復興対策を指揮する「市震 

災復興本部(仮称)」の設置及び設置のための規定や体制の整備に向けた検討を行う。 

 

第 2 復興計画の事前検討 

1 復興計画の事前検討 

   特定大規模災害からの復興を国の支援措置を用いて計画的に進めるため、復興法 

  に基づく「市復興計画(仮称)」を策定するものとし、そのための復興計画への記載 

項目や内容等にかかる事前検討に努める 。 

2 個別の復旧・復興計画の事前検討及び策定 

    大規模災害からの復旧・復興対策を円滑に進めるために特に重要な対策項目につ 

いては、事前に個別の対策内容を検討し、対策のための計画を策定するよう努める 

ものとする。 

  なお、個別の復旧・復興計画の策定を検討する対策項目は以下のとおり。 

１ 災害仮設住宅及び災害公営住宅等の確保に関する計画 

２ 災害廃棄物処理に関する計画（災害廃棄物処理実行計画） 

  

 

 

 

 

 

                             
1 特定大規模災害とは、著しく異常かつ激甚な非常災害であって、当該非常災害に係る災害対策基本法第二十八条の二

第一項に規定する緊急災害対策本部が設置されたものをいうものとする。 
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第４章 南海トラフ地震対策推進計画 

第 1 節 総 則 

第 1 南海トラフ地震対策推進計画の目的 
この章は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１４

年法律第９２号。以下「南海トラフ特措法」という。）第５条第２項の規定に基づき、

南海トラフ地震防災対策推進地域について、南海トラフ地震に伴う防護、円滑な避難の

確保及び迅速な救助に関する事項、南海トラフ地震に関し地震防災上緊急に整備すべき

施設等の整備に関する事項等を定め、当該地域における地震防災対策の推進を図ること

を目的とする。 

 

南海トラフ地震防災対策推進地域 

 

(内閣府ホームページによる) 

 

第２ 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行

う事務又は業務の大綱 
防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は業務の大綱については 

「共通編第３章第２節「防災関係機関の責務と業務の大綱」による。 
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第２節 関係者との連携協力の確保 

第１ 資機材、人員等の配備手配 

１ 物資等の調達手配 

市は、地震発生後に行う災害応急対策について、必要な物資、資機材（以下、物 

資等）が確保できるよう、あらかじめ物資の洗い出しを行い、備蓄・調達計画を作 

成しておくものとする。また、市は、県に対して地域住民等に対する応急救護及び 

地震発生後の被災者救護のため必要な物資等の供給の要請を行う。 

２ 人員の配置 

市は、人員の配備状況を速やかに県に報告するとともに、人員に不足が生じる場 

合は、県等に応援を要請するものとする。受援については、「第１章第 1節第１３  

応援・受援体制の整備」による。 

３ 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置 

防災関係機関は、地震が発生した場合において、本計画に定める災害応急対策及

び施設等の応急復旧対策を実施するため、あらかじめ必要な資機材の点検、整備、

配備等の計画を作成するものとする。 なお、機関ごとの具体的な措置内容は、機

関ごとに別に定める。 

 

第２ 他機関に対する応援要請 
他機関に対する応援要請は、「地震対策編第２章第５節 受援体制」による。 
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第３節 南海トラフ地震臨時情報が発表された

場合の災害応急対策 

第１ 南海トラフ地震臨時情報 

   南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ沿いの大規模な地震

と関連するかどうか調査を開始した場合等、気象庁から「南海トラフ地震臨時情報」が

発表された場合、これらの情報の内容に応じた段階的な防災対策をとるものとする。 

１ 発表される情報の種類
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（引用：内閣府防災ホ-ムペ-ジ） 

 ※ 詳細は、気象庁ホームページを参照

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/jishin/nteq/info_criterion.html 
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２ 南海トラフ地震臨時情報発表までの流れ 

    
※１ 南海トラフの想定震源域内のプレート境界において M8.0以上の地震が発生した場合（半

割れケース）  

※２ 南海トラフの想定震源域内のプレート境界において M7.0 以上、M8.0 未満の地震が発生

した場合、または南海トラフの想定震源域内のプレート境界以外や想定震源域の海溝軸

外側 50km程度までの範囲で M7.0以上の地震が発生した場合（一部割れケース） 

※３ ひずみ計等で有意な変化として捉えられる、短い期間にプレート境界の固着状態が明ら

かに変化しているような通常とは異なるゆっくりすべりが観測された場合（ゆっくりす

べりケース）                  (引用：内閣府ホームページ) 

 

 

第 2 南海トラフ地震臨時情報発表時における対応 

１ 配備態勢の基準 

１ 市域で地震動を伴う場合 

気象庁から「南海トラフ地震臨時情報」が発表された場合には、「地震対策編 

第２章第１節第２非常配備態勢基準」による。 

２ 市域で地震動を伴わない場合 

関係する情報の収集及び市民への正確な情報伝達、関係機関等との連携を重視

して、次の態勢を早期に確立する。 
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【配備態勢の基準】 

種別 態勢の基準 配備人員（基準） 

南海 

トラフ 

地震 

臨時情報 

(調査中) 

通常の業務体制とし、夜間に

発表された場合は防災安全課に

より情報収集を継続して行う態

勢 

防災安全課 ２名 

(巨大地震 

注意) 

南海トラフ地震に関する情報

収集・伝達が防災安全課により

２４時間可能な態勢 

防災安全課 ２名 

消防本部  ２名 

(巨大地震 

警戒) 

情報収集・伝達を強化すると

ともに、状況により災害対策本

部を設置して、防災関係機関と

の迅速な連携が可能な態勢 

防災安全課 ３名 

総務財政部 ２名 

政策部   ２名 

消防本部  ２名 

その他の部 状況により調整 

  ※１ 状況により人員が不足する場合は危機管理監から当該部長に調整を行う。 

  ※２ 地震発生地域の状況により、関係部署と協議の上、規模を縮小し対応する。 

 

２ 臨時情報発表後の活動 

   １ 地震動を伴う場合 

    「地震対策編第２章第１節災害対策活動」による。 

  ２ 地震動を伴わない場合 

(1) 臨時情報（調査中）発表時 

      防災安全課をもって事後の態勢を準備するとともに、三重県等、防災関係機 

関から必要な情報を収集する。なお、臨時情報（調査終了）が発表された場合 

は、通常体制に移行する。 

    (2) 臨時情報（巨大地震注意） 

避難準備の確認を平素に比して市民に促す情報であることから、防災関係機 

関から継続的に情報収集するとともに、気象庁から発表される地震解説情報を 

注視する。また、市民への情報伝達については、関係部署と調整し正確な情報 

の伝達に留意する。 

    (3) 臨時情報（巨大地震警戒） 

          地震動は発生していないが、南海トラフ地震震源想定域で既に地震が発生し 

大きな被害が発生していることが予想されることから、情報収集及び関係機関 

との連携態勢を早期に確立する。 
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３ 実施責任（地震を伴わない場合） 

部署 活動の内容 

防災安全課 

１ 南海トラフ地震臨時情報、その他地震に関する情報等の収集整

理・報告に関すること。 

２ 三重県及び気象台との連携に関すること。 

３ 関係機関等への情報共有に関すること。 

総務財政部 南海トラフ地震臨時情報に関する庁舎等での伝達に関すること。 

政策部 
南海トラフ地震臨時情報における市民等への広報、広聴に関する 

こと。 

消防本部 
南海トラフ地震臨時情報に関する他消防機関からの情報収集及び 

整理に関すること。 

その他の部 

１ 南海トラフ地震臨時情報発表後の影響に関すること。 

２ 所管公共施設における防災対策（利用者への周知、使用制限の

検討等）に関すること。 

３ 各関係機関、団体との連携に関すること。 

３ 災害応急対策をとるべき期間 

   １ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意・巨大地震警戒） 

    発生から１週間(対象地震発生から 168時間警戒した以降の正時まで)当該期間 

経過後は、原則解除される。 

  ２ 推進地域においては、更に 1週間(対象地震発生から 336時間経過した正時ま 

で)後発地震に対して注意する措置をとる。当該期間を経過した後は、後発地震 

に対して注意する措置は原則解除される。 

 

第 3 南海トラフ地震臨時情報発表時における職員の行動 
職員は、地震動を伴う南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合、「地震

対策編第２章第１節第２非常配備態勢基準」により、行動するものとする。 

地震動を伴わない場合は、各自で積極的に情報を収集するとともに、前述第２「南海

トラフ地震臨時情報発表時の対応」に基づき参集できる体制準備を行うほか、次の事項

に留意する。 

１ 南海トラフ地震臨時情報（調査中・巨大地震注意・巨大地震警戒）が発表された場

合、職員は常に情報収集に努め、通常の業務を継続して行うものとする。 

この際、突然の参集に応ずる準備を行う。 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合は、災害対策本部をい

つでも設置できる態勢を準備する。 

３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）にかかる業務に対して特に任務を命ぜら

れなかった職員はいつでも災害対策本部の活動に従事できるよう待機するものとす
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る。 

４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）又は（巨大地震警戒）が発表された場合 

 約１週間の連続勤務が予想されることから、勤務交代を計画するほか、必要があると

認められる場合は、上司の許可を得て勤務時間中であっても一時帰宅することができ

るものとする。 

 

第 4 南海トラフ地震臨時情報が発表された後の周知
南海トラフ地震臨時情報が発せられた場合、市民は正確な情報の入手が必須となるこ

とから、迅速かつ適切な広報を実施する。 

１ 実施責任 

役職・組織等 活動の内容 

総 務 対 策 部 

１ 緊急広報の実施 

２ 関係機関に対する広報協力の要請 

３ 市民からの問い合わせに対する対応 

市 民 対 策 部 防災行政無線（同報系）による関地区での広報 

消 防 対 策 部 消防車両又は消防団車両による市民への広報の実施 

自主防災組織 市の広報への協力 

２ 広報の内容 

１ 緊急広報の内容 

      緊急広報の内容は、可能な限り次の各事項すべてについて行うこととする。 

     ① 南海トラフ地震臨時情報の内容、特に市域及び県内の震度等の予想 

② 市民及び事業所等が緊急にとるべき措置 

③ 交通機関の運行状況及び道路交通規制等の情報 

④ 混乱防止のための対応措置 

⑤ 不要不急の旅行等を控えるなどの適切な行動の呼び掛け 

⑥ 防災体制に関する情報 

⑦ その他状況に応じて、事業所又は市民に周知すべき事項 

２ 緊急広報の方法 

市民等への緊急広報は、以下の手段等による。 

① インターネットによる広報 

市ホームページ緊急情報及び「亀山市公式フェイスブックかめやま」による 

    地震情報等の配信 

② かめやま安心めーる配信による広報 
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携帯電話メールにより地震情報等の配信 

③ 緊急速報メール 

携帯電話各社(SoftBank・KDDI・NTTdocomo)より緊急速報メールによる「災害・

避難情報等」の配信 

④ ケーブルテレビによる広報 

行政情報番組により地震情報等の放送 

⑤ 広報車による広報 

市広報車、消防団車両等による市内の巡回広報 

⑥ 地域放送施設による広報 

放送設備保有自治会への依頼による地震情報等の広報 

⑦ 防災行政無線「同報系」 

     関、加太及び坂下地区に整備されている防災行政無線（同報系）による市民

への地震情報等の広報 

⑧ 個別巡回 

市職員、警察官、消防団員、自治会(自主防災組織等)による各地区での個別巡 

回による地震情報等の広報 

 

第 5 避難対策等 
１ 地域住民等の避難準備及び避難 

１ 地震動を伴う場合 

  震度５強以上の地震が発生し、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）・南 

海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、災害対策本部は指定 

避難所を開設し、避難者の受け入れ準備を行うほか、「地震災害対策編第２章第 

１０節 避難及び被災者支援等の活動」に基づき、災害応急対策活動を行う。 

  ２ 地震動を伴わない場合 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）・南海トラフ地震臨時情報（巨大地 

震警戒）が発表された場合、日頃より、地震が発生する可能性が高まったことを 

伝達し、市民に対し非常持ち出しや避難経路の確認等、避難のための準備を再確 

認する呼びかけを実施する等、地震発生時の速やかな避難に備える。 

２ 避難所の準備・開設 

地震動を伴う南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、 

    「地震対策編第２章第１０節第 1避難判断及び第２避難所」により、避難所の開設 

準備及び受入れ準備を行う。 
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第６ 消防機関等の活動 
  市は、南海トラフ地震臨時情報が発表された場合において、消防機関及び水防団が

出火及び混乱の防止、市民の円滑な避難の確保等のために必要な措置を講ずるものと

する。 

 

第７ 警備対策 
市は、三重県警察（亀山警察署）と連携を図り、南海トラフ地震臨時情報が発表され

た場合において、犯罪及び混乱の防止等に関して、必要な措置を講ずるものとする。 

１ 正確な情報の収集及び伝達 

２ 地域防犯団体、警備業者等の行う民間防犯活動との連携 

 

第８ 水道、電気、ガス等ライフライン関係 
南海トラフ地震臨時情報発表時の水道、電気、ガス等ライフライン関係の情報収集、

応急対策、復旧対策については「地震対策編第２章第１５節 ライフライン施設の復旧

保全」による各対策が地震発生時、即座に行えるように事前準備を行うこととする。 

 

 

第 9 交 通 
南海トラフ地震臨時情報発表時の交通に関する対策については「地震対策編第２章第

９節 緊急輸送機能の確保」による各対策が地震発生時に行えるように事前準備を行う

こととする。 

 

第 10 市が管理等を行う施設に関する対策 
１ 不特定かつ多数の者が出入りする施設に対する措置 

市が管理する庁舎、会館、社会教育施設、社会体育施設、社会福祉施設、博物

館、図書館、病院、学校等の管理上の措置はおおむね次のとおりである。 

１ 各施設に共通する事項  

① 南海トラフ地震臨時情報発表時の入場者等への伝達 

② 入場者等の安全確保のための退避等の措置 

③ 施設の防災点検及び設備、備品等の転倒、落下防止措置 

④ 出火防止措置 

⑤ 水、食料等の備蓄 

⑥ 消防用設備の点検、整備 

⑦ 非常用発電装置の整備、防災行政無線、テレビ、ラジオ、コンピュータなど
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情報を入手するための機器の整備 

⑧ 各施設における緊急点検、巡視 

２ 個別事項  

① 病院においては、患者等の保護等の方法について、各々の施設の耐震性を十 

分に考慮した措置 

② 幼稚園、小中学校等にあっては、児童生徒等に対する保護の方法及び必要な 

措置 

③ 社会福祉施設にあっては、入所者等の保護の方法及び必要な措置 

２ 災害応急対策の実施上重要な建物に対する措置 

１ 災害対策本部等が設置される庁舎等の管理者は、前項１に示すほか、次に掲げ

る措置をとるものとする。また、災害対策本部等を市が管理する施設以外の施設

に設置する場合は、その施設の管理者に対し、同様の措置をとるよう協力を要請

するものとする。 

① 自家発電装置、可搬式発電機等の整備による非常用電源の確保 

② 無線通信機等通信手段の確保 

③ 災害対策本部等の開設に必要な資機材及び緊急車両等の確保 

２ この章に定める避難所等が設置される学校、社会教育施設等の管理者は前項１

に示す措置を行うとともに、市が行う避難所等の開設に必要な資機材の搬入、配

備に協力するものとする。 

 

第 1１ 滞留旅客等に対する措置 
市は、南海トラフ地震臨時情報が発表された場合における滞留旅客等の保護等のため、避

難所の設置準備等必要な対策を行うこととする。避難所の開設については「第２章第１０節

第１避難判断及び第２避難所」による。 
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第４節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の

整備計画 

第１ 施設整備 

市全体の減災対策の方針については「地震災害対策編第１章第２節第１ 防災都

市づくり」によるものとし、具体的な公共施設等の整備については「地震災害対策

編第１章第２節第２ 公共施設の安全確保・整備」及び地震防災緊急事業五箇年計

画を基本としてその必要性及び緊急度に従い、年次計画を作成し実施する。 

第２ 耐震化 

      公共施設及び一般住宅等を含めた建築物の耐震化については「地震災害対策編第１

章第２節第３建築物等の災害予防」及び「亀山市耐震改修促進計画」による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地震災害対策編  

第４章 南海トラフ地震対策推進計画       

                              第５節 防災訓練 

 

222 

 

第５節 防災訓練 
  防災訓練の実施については「地震災害対策編第２章第５節 第１４ 防災訓練の実

施」によることとし、南海トラフ地震臨時情報が発表された場合の情報伝達に係る防災

訓練等も含めることとする。 
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第６節 地震防災上必要な教育及び広報に関す  

る計画 
市は、防災関係機関、地域の自主防災組織、事業所等の自衛消防組織等と協力して、

地震防災上必要な教育及び広報を推進するものとする。 

 

第１ 職員に対する教育 

地震が発生した場合における地震災害応急対策の円滑な実施を図るため、地震災

害応急対策業務に従事する災害対策本部職員に対し、「第２章第１節第１０ ８職 

員に対する防災教育」に基づき必要な防災教育を行うものとする。 

なお、防災教育については、次の各事項についても行うこととする。 

１ 南海トラフ地震臨時情報の内容及びこれに基づく措置の内容 

２ 南海トラフ地震発生時、予想される地震動及び津波に関する知識 

３ 地震・津波に関する一般的な知識 

４ 南海トラフ地震臨時情報が出された場合及び南海トラフ地震が発生した場合に

具体的にとるべき行動に関する知識 

５ 南海トラフ地震臨時情報が出された場合及び南海トラフ地震が発生した場合に

職員等が果たすべき役割 

６ 南海トラフ地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

７ 南海トラフ地震対策として今後取り組む必要のある課題 

 

第２ 地域住民等に対する防災啓発等 

市は、関係機関や地域の自主防災組織等と協力して、ハザードマップの作成・見

直し及び周知、ワークショップの開催、防災訓練等の機会を通じて、避難に関する

意識の向上など、地域住民等に必要な防災啓発等を実施するものとする。 

防災啓発等は、地域の実態に応じて地域単位、職場単位等で行うものとし、印刷

物、ビデオ等の映像、出前講座各種集会の実施など地域の実情に合わせた、より具

体的な手法により、自助努力を促し地域防災力の向上を図ることにも留意する。 

内容は次のとおりとする。 

１ 南海トラフ地震臨時情報の内容及びこれに基づきとる措置の内容 

２ 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識 

３ 地震・津波に関する一般的な知識 

４ 南海トラフ地震臨時情報が出された場合及び南海トラフ地震が発生した場合に

おける出火防止対策、近隣の人々と協力して行う救助活動・避難行動、初期消火

及び自動車運転の自粛等防災上とるべき行動に関する知識 
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５ 正確な情報入手の方法 

６ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

７ 各地域における土砂災害（特別）警戒区域等に関する知識 

８ 各地域における避難場所及び避難経路に関する知識 

９ 避難生活に関する知識 

１０ 地域住民等自らが実施し得る、最低でも３日間、可能な限り１週間分程度の生

活必需品の備蓄、家具の固定、出火防止等の平素からの対策及び災害発生時にお

ける応急措置の内容や実施方法 

１１ 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の内容 

 

第３ 児童・生徒等に対する教育 

幼稚園、小学校及び中学校における児童・生徒等に対する教育は「第２章第

１節第８学校等における防災対策の推進」によることとし、次のことに配慮し

た実践的な訓練を行う。 

１ 過去の地震災害の実態 

２ 地震が発生した場合の対処の仕方、具体的にとるべき行動に関する知識 

 

第４ 相談窓口等の設置 

市は、地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口等を次のとおり設置する

とともに、その旨周知徹底を図るものとする。 

  １ コールセンター 総務対策部 

  ２ 市民（外国人を含む）を対象とした相談窓口 市民対策部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


